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企画経済委員会記録 
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   企 画 政 策 部 長  末 永 隆 光 

   企 画 政 策 課 長  上大迫   修 

    主幹兼企画総務グループ長  上 薗 哲 也 

   甑はひとつ推進室長  古 里 洋一郎 

   行政改革推進課長  上 戸 理 志 

   コミュニティ課長  十 島 輝 久 

 情 報 政 策 課 長  瀬戸口 良 一 

 広 報 室 長  屋 久 弘 文 
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 ─────────────────────── 

 財 政 課 長  今 井 功 司 
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○事務局職員

   事 務 局 長  田 上 正 洋  課 長 代 理  瀬戸口 健 一 
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○審査事件等 

審 査 事 件 等 所 管 課 

議案第２１号 薩摩川内市川内駅東口市有地利活用事業支援条例の制定について 

議案第２２号 薩摩川内市定住促進に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市一般会計予算 

（所管事務調査） 

企 画 政 策 課 

議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市一般会計予算 

（所管事務調査） 

甑はひとつ推進室 

議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市一般会計予算 

（所管事務調査） 

行 政 改 革 推 進 課 

議案第２４号 財産の無償譲渡について 

議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市一般会計予算 

（所管事務調査） 

コ ミ ュ ニ テ ィ 課 

議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市一般会計予算 

（所管事務調査） 

情 報 政 策 課 

議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市一般会計予算 

（所管事務調査） 

広 報 室 

議案第２３号 薩摩川内市の附属機関に関する条例の一部を改正する条例の制定につい 

      て 

議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市一般会計予算 

（所管事務調査） 

新エネルギー対策課 

───────────────────────────────────────── 
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△開  会 

○委員長（下園政喜）ただいまから、３月

１３日に引き続き企画経済委員会を開会いたしま

す。 

 初めに、本日の審査の進め方についてお諮りし

ます。 

 本日の委員会は、審査日程の２ページ、企画政

策課からの審査を行いますが、企画政策課におい

てはコンベンション施設関係の議案と予算がある

ことから、これを連続して審査するため、日程を

入れかえたいと思います。 

 まず、議案第２２号定住促進に関する条例の一

部を改正する条例についてを審査することとしま

す。 

 次に、議案第２１号薩摩川内市川内駅東口市有

地利活用事業支援条例の制定についての審査に入

り、質疑まで行うことにいたします。 

 その後、議案第３６号一般会計予算の審査に入

り、質疑終了後、改めて議案第２１号薩摩川内市

川内駅東口市有地利活用事業支援条例の制定につ

いてを議題とし、討論・採決を行うことにしたい

と思います。 

 なお、コンベンション施設の全般の質疑は、一

般会計予算の審査の中で行っていただくようお願

いいたします。 

 ついては、このように審査を進めることで御異

議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）異議なしと認めます。 

 よって、そのように審査を進めることにいたし

ます。 

 ここで、傍聴の取り扱いについて申し上げます。 

 現在のところ、傍聴の申し出はありませんが、

会議の途中で傍聴の申し出がある場合は、委員長

において随時許可いたします。 

────────────── 

△企画政策課の審査 

○委員長（下園政喜）それでは、企画政策課の

審査に入ります。 

────────────── 

△議案第２２号 薩摩川内市定住促進に関

する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

○委員長（下園政喜）まず、議案第２２号薩摩

川内市定住促進に関する条例の一部を改正する条

例の制定についてを議題とします。当局の補足説

明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、お手元の

ほうに議案つづりのほうを準備いただきまして、

２２－１ページをお願いいたします。 

 議案第２２号薩摩川内市定住促進に関する条例

の一部を改正する条例の制定についてということ

でございます。 

 提案の理由につきましては議場で申し上げてお

りますが、第４期を終えまして、来年度以降の

３カ年間に対応するため、期間の定めを含めた改

正を行うものが趣旨でございます。 

 めくっていただきまして、２２－２ページをお

願いいたします。 

 改正条文の本文に関しましては、後ほども説明

いたしますが、第２条第５号中の規定の中で、市

内事業者の加算に関する規定として、加算の規定

を市内事業者に限って補助をするという規定に変

えるという形での本文であります。 

 附則につきましては、１から６に記載してござ

いますが、まず附則の２におきましては、改正前

の制度で後年度、補助金の給付を受けているもの

については、引き続き給付が受けられるようにす

る規定を、附則の３につきましては、改正後の条

例の適用は平成２９年４月１日からとする規定を、

また、附則の４につきましては、平成２８年度中

に転入された方は１年以内に住宅を取得・リフ

ォームをすることが可能になりますので、これに

つきまして１年間、要するに平成２９年度からの

申請ができるという規定等をいたしたものでござ

います。 

 では、お手元に議会資料として関係の書類を提

出させていただいておりますので、議会資料を用

いまして改正の内容のほうを説明させていただき

ます。 

 議会資料につきましては３ページでございます。 

 議案第２２号としまして、人口の推移・転入の

状況、制度利用の実態等を見まして、定住促進補

助制度を見直し、必要な条例改正を行うものとい

たしたものでございます。 

 制度の見直しのポイントといいますか、項目に

つきましては、（１）としまして、対象区域の設

定につきまして、これまで甲・乙・丙という三つ

の地域区分を持っておりましたが、このたび丙地

域の川内市街地地域等を対象区域から除外、制度



－4－ 

の対象外とするということで第２条の改正をする

ものでございます。 

 （２）の対象要件としまして、先ほどちょっと

触れましたが、住宅の取得・リフォームに係る建

築請負契約の相手方を市内事業者とした場合は、

加算の規定を設けておりましたけども、これは今

回、市内事業者に限りということに条例を改正し

ましまして、加算の規定を廃止するとするもので

ございます。 

 また、イの子育てしやすい環境づくりの政策を

別途拡充していくことを、制度を見直す中で議論

をいたしておりましたので、転入施策としての子

育て加算も廃止という形での条例改正をお願いす

るものでございます。 

 なお、制度改正後の制度につきましては３年延

長し、平成３２年３月３１日まで３年間の延長と

いうことで３条の規定で考えているということで

ございます。 

 先ほど申しましたが、（４）におきましては、

改正後の規定につきましては、平成２９年４月

１日以降に申請する者において補助金を適用する

ということの附則を、またイにおきまして、平成

２８年度中に転入し、１年以内に住宅の取得、購

入、リフォーム等を行った者並びに通勤用定期を

購入する者につきましては、改正前の制度におい

てその内容的な適用を行うという形でございます。 

 右側の４ページでございますが、改正に伴いま

して、改正前の制度と改正後の制度におきまして

異なる部分を再度説明申し上げます。 

 対象者は、平成２９年３月３１日までの転入者

を３年延長しまして、平成３２年３月３１日まで

とするというものでございます。 

 対象の地域及びその補助額につきまして、甲・

乙地域については、それぞれ記載のとおり、住宅

の取得・リフォームについて金額の高騰の変化は

ございません。ただし、欄外にある丙地域、川内

地域のうちの次の８地区、隈之城から高城地区ま

ででございますけど、今回対象区域とせず、また

取得・リフォームについての補助的なサポートは

行わないという形での改正を実施したものでござ

います。 

 次に、業者加算につきまして、市内事業所にお

願いをした場合は、これまで住宅取得で５０万円、

リフォームで１０万円ということでございますが、

本体となります取得・リフォームの補助を受ける

に当たりましては、市内事業者に限るというふう

に政策誘導したいということから、加算の規定は

住宅取得・リフォームについては廃止を、また子

育て加算につきましては、これから説明を申し上

げますが、子育て世代支援の考え方に基づき、全

体的な政策のバランスの中で定住を図っていきた

いということから、子育て加算を廃止という形で

考えたものでございます。 

 なお、本条例の中に含めております新幹線通勤

定期補助につきましては、従来どおりという考え

方でございます。 

 最後に、子育て加算等につきましての廃止に改

正をさせていただく中で、支援策としまして、点

線で下のほうに矢印をつけておりますけども、市

長の政策方針にもありましたとおり新たな子育て

しやすい環境づくり政策、このようなインフルエ

ンザ予防接種の助成を新規で、ピロリ菌抗体検査

助成等も新規で、また市内の中学生、高校生の通

学に係る定期券等の購入助成で、新規事業をごら

んの３事業として、それぞれの所管課において予

算化をし、対応していく考え方としたものでござ

います。 

 最後になりますが、３年間は延長して、説明さ

せていただきました改正内容としてお願いしたい

と考えているところでございます。よろしくお願

いいたします。 

○委員長（下園政喜）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（中島由美子）丙地域が全くなくなると

いうことで、それでいいのかなというのと、また

子育て支援を今度変えた状態でということで、イ

ンフルエンザやらが入ってくるわけですが、その

中のピロリ菌については、県がやっていくという

ことで説明があったんですけど、そうしたときに

県は高校生と聞いてますが、うちは中学生ですよ

ね。だから中学、高校と連続はできないのでとい

うか、県に合わせるとおっしゃったんです。そう

したときに、うちのこのピロリ菌はなくなるのか

なと思ってるんですけど、そこはまだ話はできて

ないですよね。そのあたりがちょっと余ってくる

のか、そしたら丙地域に少し何かは戻せないのか

と思うんですけどどうでしょうか。 

○企画政策課長（上大迫 修）御質問は２点で

ございました。 
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 今回廃止を予定します丙地域の支援について、

どういった理由で廃止をしたのか、そこに対して

復元はできないのかということの御指摘でござい

ます。 

 丙地域の廃止につきまして、庁内的にもいろん

な議論をする中で、私ども状況を説明させていた

だいたんですが、転入者・転居者の７割につきま

しては丙地域内への転入・転居でございます。そ

うしましたときに、この転入・転居される方々の

主な要因といいますのは、商店街に近いでありま

すとか、暮らしやすい、勤務先・学校に近いとい

うような形での転居・転入の背景がございました。 

 今回、制度見直しに当たりましては、市街地地

域におきまして都市計画事業やその他の政策で環

境を整えていることが、そこに転入・転居が図ら

れているということでございますので、仮に取

得・リフォームに関する助成がなくても、人口的

な流動というのは見込めるとしたものでございま

す。 

 また広く捉えますと、転入促進の補助金がある

から確定的にそのお金だけを選んで甲・乙・丙と

決められている方の割合、もしくは薩摩川内市に

対して、お金がここまで出るから薩摩川内市に限

って転入しますよといった形の――インセンティ

ブという表現を使いますけども――そういった部

分については多少弱いものがあると考えたところ

でございます。 

 それと、転入者や住民の方々から常々子育てし

やすい若者の雇用があるといった部分が定住の第

一条件ということで、新聞等にも報道されており

ますとおり、そのような政策のほうを他の商工政

策や総合戦略の中で進めておりますので、総合的

に考えた中で丙地域の取り扱いと子育ての部分を

議論したところでございます。 

 なお、もう一つありましたピロリ菌検査につき

ましては、県の制度の中で高校生の適用というこ

とで、さきの市民福祉の中で所管課が答弁した部

分があったかと思いますけど、私どものほうが中

学生でと考えているもの、市として考えているも

のと県の高校生といったものを相対的にどのよう

に調整するのかということについては、結論は得

ておりませんので、お答えのほうがちょっと難し

いかと思います。 

 なお、ピロリ菌の検査につきまして、所要の予

算が数百万円ということでございます。地域費加

算の復元といった形に対応します部分からします

と、やはり大きさが違いますし、全体としてのフ

ォローにつきましては十分できていると思ってお

りますので、丙地域への復元ということについて

は、現在のところでは考えていないところでござ

います。 

○委員長（下園政喜）市民福祉委員会のほうで

また。 

○委員（川畑善照）ここに今回、対象要件の中

に住宅の取得・リフォームに係る建築契約の相手

方を市内業者のみとするということでありますけ

れども、例えば建築物がマンションであったり

――マンションは市外業者ですよね。あるいは、

そういうのも除くのか。そして、リフォーム業者

は営業所が川内にあるところを除くのか、そこを

ちょっと教えてください。 

○企画政策課長（上大迫 修）マンションの話

と一緒にしますと説明しにくい部分はありますけ

ども、マンションは中でも丙地域の部分で主に建

っておりますので、地域を除外することからマン

ションの対象については、ほぼ甲・乙にはござい

ませんので、整理とはその対象地域の整理で済む

のではないかなと思っております。 

 甲・乙のところで住宅取得・リフォームをする

場合においては、市内に事業所を置く事業者であ

れば対応させていただくという考え方でおります。 

○委員（川畑善照）建物の場合は定住を図るわ

けですから、当然、市外業者が建てたところでも

いいと思うんです。だけど、このリフォーム業者

は本社を市内に置くとしなければいけないんじゃ

ないかなと思うんですが、そこはどう考えていら

っしゃいますか。 

○企画政策課長（上大迫 修）市内に事業所を

置く事業者の方で、これまでもリフォームとして

は加算を始める時点から運用させていただいてお

ります。そのような形で制度の周知が図られてい

ますので、ここで本社の納税先を薩摩川内市に置

くという形のところまでの絞り込みは現時点では

難しいかと思っております。地域に定着して、地

域に住宅供給やリフォーム等においてされている

事業者さんまで含めた形で制度を使っていただき

たいという考え方でしておりますので、今後そこ

の部分で問題といいますか、いろいろ御意見があ

るとすると、次の制度改正までに議論を深めてみ

たいとは思います。 
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○委員（川畑善照）業者の方々からそれを言わ

れることが多々あるもんですから、一応確認しま

したので、今後の検討課題としていただきたいし、

建物自体は定住を図るわけですからいいことだと

思います。以上を申し上げまして、意見とします。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

 質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（井上勝博）丙地域が廃止ということな

んですが、従来から金額が少ないということで、

丙地域ではなくて甲や乙に誘導するという仕組み

になっていたわけで、廃止ということは全体的に

人口がこれから減ろうとしているときですから、

定住促進は一層重視しなければいけないわけで、

たとえ丙地域であったとしても、廃止というのは

私納得できないなと思います。予算的に７割とお

っしゃっていたんですけれども、実績的に、例え

ば、昨年の場合はどれだけ定住促進で補助金を出

しているのか、そのうち丙地域というのはどのぐ

らいの割合で金額を出していたのかというのを教

えていただきたいということと、それから子ども

についても加算が廃止ということで、子どもをた

くさん抱えていらっしゃる家庭というのは家計が

大変だから、こういった加算はすごく喜ばれてい

たものが、全体的なバランスとはいえ廃止という

のも、ちょっとこれも納得できないわけで、これ

も金額的に実績を教えていただきたいということ。 

 それから、業者のほうなんですが、業者も市内

業者を使えば５０万円加算、市外であれば加算し

ませんよということだけど、これから定住される

方は、この５０万円という加算がなくなるという

ことでありますから、これも逆行じゃないかなと

思うんです。それもお金で、実績から教えていた

だきたいと思います。 

○企画政策課長（上大迫 修）平成２７年度に

おきます甲・乙・丙の補助金の件数実績、また子

育て加算の件数等につきましてはグループ長から

答弁させますけども、先ほどの７割といいますの

は、薩摩川内市に転入する者が甲・乙・丙のどこ

に大きく分布するのかというと、商店や学校や医

療機関、勤務先等を含めて、集中している丙地域

のほうに７割が集中していると。それは全体とし

まして、お金を交付する、支援するからというこ

とでそこに住んでいるものではなくて、都市環境

としてきちっと捉えてなっておりますので、定住

政策は重要でありながらも、効果のある部分に政

策的なシフト、財源的なことも踏まえてやってい

きたいということで廃止をするものでございます。 

 それと子育て加算につきましても、子育てのほ

うにお金がかかるといった部分については、住民

の方も転入者も同じでございます。そして教育の

全過程において経費がかかるということがありま

すので、一時的なもので給付するというよりは、

薩摩川内市の子育てとしての医療費や教育やその

他もろもろの部分でサポートしていくということ

が、一番都市間競争も含めて定住者さんの中では

重要と判断しております。 

 それと事業者の加算につきましては、全体の利

用件数等も私も見ましたけども、薩摩川内市の住

宅着工件数の中で、この子育て加算を使って転入

された方というのは、もう一桁のパーセントのレ

ベルでございます。 

 それよりは、今回、制度を全体的に維持、残し

ていく中で、市内事業者に限って取得とかリフ

ォームに対応させていただくという考え方でやり

たいとしたものでございます。 

 最後になりますけども、転入者の方々はお金が

幾ら出るからその地域を選ぶという考え方のイン

センティブは極めて少ないと考えてございます。

ただし地域間競争を考えますと、全ての地域の補

助金を廃止するとか、そういう形のとこには行き

着きませんで、やはり他の自治体との競争におき

ましてはお金が出る、なおかつ特に人口の減少に

一々甲・乙についての配慮をしながら、全体とし

ての議論をしてきたというのが現状でございます。 

○主幹兼企画総務グループ長（上薗哲也）件

数の御質問がございましたけれども、平成２７年

の実績でございます。新築、購入合わせて３２件

ございました。このうち甲地域はゼロ件、乙地域

が１０件、丙地域が２２件という形になっており

まして、丙地域の割合が６８.８％となっておりま

す。 

 ちなみに平成２８年度現在の実績ですけれども、

４５件ございます。甲地域ゼロ件、乙地域５件、

丙地域４０件、丙地域で８８.９％という形になっ

てございます。 

 続きまして、子育て加算の件数なんですけれど

も、平成２７年度は３２件の転入者が９９名でご

ざいましたけれども、子育て加算の対象者の方が

４０名という形になってございます。 
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 ちなみに平成２８年度については、今現在

４５件のうち転入者が１４８名、そのうちの

５７人が子育て加算の対象という形になってござ

います。 

 以上でございます。 

○議員（井上勝博）定住促進というのは、市外

から市内に転入された方ということになるわけで

すよね。だから人口増ということで言えば、大い

に役立ってきたと思うんです。丙地域においても、

加算があるから来ているわけではないけれども、

しかし、転入する際に、今だったら加算もあるか

らとか、定住の補助があるから、今がチャンスだ

から、今引っ越ししてみようかという動機づけに

は私はなると思うんです。だから、そういう点で

は、定住促進の今一番心配されている人口減とい

うことからすると、ちょっと納得できないところ

があります。 

 それと漏れているのは、金額的にどういう割合

かということなんですが、それは今すぐに出なけ

れば、後でよろしくお願いします。 

○企画政策課長（上大迫 修）動機づけになっ

ているかなっていないかといった部分について、

全く動機づけになっていないということを言って

いるのではなくて、転入もしくは転居の背景とし

て読み取れる部分からすると、お金ではなくて環

境づくりだということで、この制度のほうを検討

させていただいたところでございます。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

○議員（成川幸太郎）今、定住促進に関するの

では丙地域が廃止ということですけど、これは特

にリフォームで１０万円までなんですが、ただ転

入された後、既存住宅改修環境整備事業で改修を

するということは可能なんですね。 

○企画政策課長（上大迫 修）成川議員から御

質問の既存住宅の改修につきましては、市民が既

存の住宅を改修する場合は、３分の１で幾らとい

う形の制度は使えます。住民になられた後に、住

まれているところの既存の住宅のほうを改修され

る場合の制度としては生きておりますので、活用

いただいて結構かと思います。 

○議員（成川幸太郎）だったら廃止だけをうた

うではなくて、定住者の方が住民票を移された後、

借りられた既存住宅の整備事業を使えますという

ようなことは案内をしていただければと思う。よ

ろしくお願いします。 

○委員長（下園政喜）ほかにございませんか。 

 質疑は尽きたと認めます。 

 これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）御異議ないと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定しました。 

────────────── 

△議案第２１号 薩摩川内市川内駅東口市

有地利活用事業支援条例の制定について 

○委員長（下園政喜）次に、議案第２１号薩摩

川内市川内駅東口市有地利活用事業支援条例の制

定についてを議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、議案つづ

りを見ていただきまして、２１－１ページでござ

います。 

 議案第２１号薩摩川内市川内駅東口市有地利活

用事業支援条例の制定をお願いするものでござい

ます。 

 提案の理由でございますが、市のコンベンショ

ンと一体的に整備する民間収益施設に係る事業者

に対しまして支援措置を講じ、にぎわいの創出に

資する、実現していくという考え方でございます。 

 次に、資料も提出しておりますが、２１－

２ページから条例の骨格のほうを説明させていた

だきたいと思います。 

 まず、今ほど申し上げました内容につきまして

は、第１条に目的を書いてございますが、第２条

におきましては、本条例におきまして用います用

語の定義を規定しております。 

 川内駅東口市有地とは、事業用地とは、民間事

業者とは、民間施設とは、また民間事業者とはと

いうことで規定をさせていただいておりますが、

ここで後ほども触れますけども、第２条の（３）

の民間事業として定めるものにつきましては、統

計法に基づきまして私どものほうがコンベンショ

ンの機能を補完・サポートする形でイメージして

おります業種において定めるもので、具体的には
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規則において示しております。 

 また、（５）の民間事業者という言葉につきま

しては、事業用借地において民間施設を整備する

者、もしくは民間施設において事業を営む者とい

う形での定義をさせていただきました。 

 次に、条例の第３条につきましては、支援措置

を受ける者につきましては、事前にその申請をし

て指定を受けなければならないという規定を、ま

た第４条におきましては、支援措置の内容としま

して、後ほど説明申し上げますが、事業用借地の

無償貸し付けでありますとか、固定資産税の減免

とか支援の内容等のほうを次ページに及ぶ形で記

載してございます。 

 また、第５条におきましては、事業用借地の無

償貸与の対象につきまして何年間とするのかとい

うことでございます。 

 また、課税免除につきましても、第６条におき

まして、その免除の期間を第７条では民間施設を

整備する者として施設整備費の補助対象を明記さ

せていただいております。 

 第８条におきましては、民間施設を借りて、民

間施設整備後に事業を営む方を対象とするという

ことで、賃借料の補助を規定してございます。 

 また、第９条におきまして、新規雇用補助の対

象としては３名以上を新規に雇用してということ

でしたところでございます。 

 第１０条からそれぞれ記載しておりますが、説

明のほうは割愛させていただきますけれども、内

容的には支援措置の申請をいつごろ、誰にするの

か、もしくは補助の措置の対象におきましてはど

のような責務を持っているのかという形の規定が

ございます。 

 また、２１－４ページの第１３条の第２項等に

おきましては、一度指定したものを取り消した際

の返還についての義務規定、こちらのほうから言

いますと、要求できる規定のほうを整理させてい

ただいたところでございます。 

 次に、２１－６ページのほうになりますけども、

これに対応します規則の案という形でしておりま

すが、規則のほうにおきましては、実際の第５条

でありますとか、第４条等につきましては申請に

必要な手続等を明記させていただいております。 

 また、めくっていただきまして第６条には、施

設整備の補助金の上限等を第６条第２項に規定し

ているという形でございます。 

 詳細はまた後ほど説明申し上げますけれども、

最後２１－９ページをお願いいたします。 

 これにつきましては、先ほど条例の第２条にお

きまして示しました民間事業者において事業展開

していただくことが可能な民間事業の内容等を、

統計法の規定に基づいてしておりますけども、大

体分類にそれぞれ卸売からその他サービスまでＩ

からＲまで書いてございますが、一般的な小売業

及び金融・保険業、飲食業、宿泊業等がその対象

になるということでございます。どうしても条例

を制定するに対しまして、民間事業の範囲のほう

を特定しまして利用するために、このように別表

の処理とさせていただいたところでございます。 

 では、議会資料を提出させていただいておりま

すので、議会資料のほうに移っていただきまして、

再度細かな部分を説明させていただきます。 

 １ページにおきまして、２の条例の概要から説

明申し上げます。 

 支援制度の内容としまして、５本の柱で提案さ

せていただいておりますが、一つ目に事業用定期

借地の無償貸し付け、条例第５条に基づくもので

ございますが、民間施設を整備する者に対しまし

て、イに記載のとおり、土地の賃貸借契約を締結

した時点から２０年間の土地貸付料を免除でござ

います。なお、期間の２０年はコンベンション施

設の指定管理想定の期間としたところでございま

す。 

 次に、課税の免除は第６条に対応しますが、対

象につきましては、民間施設を整備する者及びそ

の民間施設において事業を営むテナント事業者等

の償却資産も含めた形で考えておりまして、内容

は家屋償却に当たる固定資産税を整備された翌年

度から１０年間免除するという形でございます。 

 （３）につきまして、条例で第７条でございま

すが、施設整備につきましては民間施設を整備す

る者であって、平成３２年度までにそこで施設を

整備する方であるということでございます。補助

割合は、上限しか書いてございませんが４分の

１で、上限は金額的に引き直します。３０億円の

場合は７億５,０００万円がアッパーとなります。 

 （４）賃借費補助につきましては、対象が民間

施設において事業を営む者でございます。また、

内容的にはその施設を賃借し、民間施設が立ち上

がってから４カ月以内にそこで事業を営まれる方、

要するに床を借りて、完成後速やかにそこで事業
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をされる方に対しましての賃借費補助を想定して

ございます。 

 （５）につきましては、新規雇用でございまし

て、対象は民間施設において事業を営むテナント

事業者でございます。民間施設の開業後１年以内

において、新規３名の雇用を生んだ方につきまし

ては、一人当たり幾らという形で条例に定めた、

正規であると３０万円でございますが、それをカ

ウントしたもので支援しようとするものでござい

ます。 

 右側のほうに本条例の制定に際しまして留意す

べき点等につきまして整理しておりますが、３の

（１）の支援措置対象事業者の指定につきまして

は、あらかじめ市長に申請して指定を受けるとい

うことなので、私どものほうも事前にその内容等

を精査するという形でございます。それと支援措

置対象事業者の責務としますと、条例の目的、そ

の趣旨を理解し、適正に努めなければならないと

いう規定を入れ込んでございます。 

 また（３）では、取り消しに際しましては、先

ほども触れましたけども、支援の要件を具備しな

くなったり、その他条件に反することがあった場

合、（ア）から（エ）までに書いてありますとお

り、この期間内にそのような事情が発生した場合

は取り消しを行うという形を規定してございます。

土地であれば、土地賃借から２０年の間にそうい

う土地を借り続けるということにならない場合、

課税の免除については整備がされた翌年度から

１０年間という形の、この期間内においてという

ことで整理をしてございます。 

 （４）支援措置の返還等につきましては、全部

または一部について返還等を求めるという規定で

ございます。 

 それと（５）におきまして、措置の継承につき

ましてでございますが、基本的にはテナント事業

者でありますとか、施設の建設者が入れかわると

いう形のほうは想定いたしませんけれども、万が

一そのような事象があった場合は、確認の上、継

承を承認するかどうかということを定めていると

ころでございます。 

 以上が提案しております川内駅東口市有地利活

用事業支援条例の概要でございます。よろしくお

願い申し上げます。 

○委員長（下園政喜）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。 

 御質疑願いますが、先ほど申し上げましたとお

り、本案以外のコンベンション施設全般の質疑は

当初予算の説明が済んでからお願いしたいと思い

ます。 

 それでは質疑をお願いします。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（井上勝博）（１）の２０年間の土地賃

借料を免除ということですが、まだ設計図も何も

できていないわけですから、どんな建物が建つか

というのはまだわからないわけですけれども、し

かし、おおよそこのぐらいは金額的にはなるだろ

うというのがあるのではないかと思うのですが、

それをちょっと教えていただきたいと思います。 

 それから（２）の固定資産税の１０年間免除、

これも同じく金額を大体どのぐらい考えているの

か、想定されているのか。 

 それから（４）については、テナント業者の賃

借費を補助される、これもどのぐらいのものを想

定されているか、新規雇用も同じように金額的に

教えていただきたいと思います。 

○企画政策課長（上大迫 修）金額的なものに

ついての御質問でございます。 

 土地の賃借料につきましては、借りる面積の提

案等を受ける形になりますので、ここで具体的に

数字を申し上げられませんが、従前、川内駅東口

市有地につきまして有償で貸し付けをするときの

年間の貸付料については、１,７００万円程度と考

えておりましたので、それを提案いただいた中で、

評価等はする必要がありますけども、半分であれ

ば８５０万円であるとか、そういう計算で２０年

間していただければイメージできると思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

 施設整備につきましては、先ほども説明申し上

げましたとおり、４分の１で上限を７億

５,０００万円ですから、３０億円の建物を建てら

れたとすると、そういった形がイメージできると

思います。 

 賃借費の補助につきましては、建てる物件も提

案でございます。その希望も提案となりますし、

実際に建てられた方から床を借りるという形につ

いては総体の契約によりまして決まりますので、

具体的には数字としては設けられません。しかし、

ある程度賃借費につきまして、もし仮に３０億円



－10－ 

程度のものができたときに、通常の計算で言えば

年間の全館貸しといった形でどれぐらいになるの

かとありますけど、グレード等もありますので、

説明のほうは差し控えさせていただきたい。一般

的に３０億円の建物が何平米で、改修に係る資本

の到達が幾らでという複雑な計算になりますので、

賃借費につきましては幾らということは申し上げ

ることはなかなか難しいかと思います。 

 ただし、私どものほうは、この１番から施設整

備、賃借料、新規雇用につきまして、政策支援の

大きさとしては１０億円程度と説明申し上げてお

りますので、個別には申し上げられませんけど、

全体としては、賃借としても、新規雇用としても、

含めて１０億円程度までが政策的な上限という考

え方でおります。 

 最後になってしまいましたけど、新規雇用につ

きましても、そこで事業を営まれる事業者が来よ

うが新規に多く発生するサービスとか事業である

のかということ等もありますので、ここで何人と

いった形のほうは申し上げられません。ただし、

制度を適用される方については、申請される場合

は１年以上３名の雇用がなければならないという

ことですので、そこを御理解いただければと思い

ます。 

○議員（井上勝博）そうすると、最初説明のと

きには、周辺収益施設には上限として１０億円の

補助、そして固定資産税や土地の賃借料について

は免除というお話だったので、私は１０億円以外

に固定資産税と土地の賃借料の免除というのがあ

ると思っていたんです。だから、そうじゃなくて、

全体が１０億円なんですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）市のほうが支出

をする大きさとなるのは、施設整備、賃借費、新

規雇用ですので、この三つを足した時には１０億

円がマックスに考えているということになります。

土地の賃借料、固定資産税はその外になります。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

○議員（成川幸太郎）今のにちょっと関連する

んですが、賃借費の補助というのは、金額はわか

らないにしても、全額賃借補助がされるのか、

２分の１とかなのか、それが明記されておりませ

んので、わかっていれば教えてください。 

 それと新規雇用者の補助につきましては３名以

上となっているのですが、３名以上になったら、

３名に対して全て出るのか、３名を超えたものに

対して出るのか、そこをちょっと明確にお教えい

ただけますか。 

○企画政策課長（上大迫 修）賃借費につきま

しては、すいません、私が先ほど割愛してしまっ

たようでございます。議案つづりの２１－７ペー

ジの規則の中にありますが、第７条におきまして

賃借費に要した経費の４分の１という形で考えて

ございます。ここにつきましては、上限の定めは

ございません。 

 それともう一つ、雇用につきましては、１年以

上３名以上雇用しますと、１名分から計算してと

いうことでございます。 

○委員長（下園政喜）よろしいですか。ほかに

ありませんか。 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで、議案第２１号の審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（下園政喜）次に、審査を一時中止し

ておりました議案第３６号一般会計予算を議題と

します。 

 まず、企画政策部長に概要説明を求めます。 

○企画政策部長（末永隆光）それでは、平成

２９年度の企画政策部関係の当初予算概要につい

て御説明申し上げます。 

 企画政策部の――これは新エネルギー対策課を

除いておりますが――平成２９年度当初予算額は

２７億１７５万４,０００円であり、対前年比

１０.２％増、金額で２億４,９４２万円増でござ

います。増額の要因といたしましては、子育て・

若者世帯生活支援事業、奨学金返還支援事業等の

新規事業や、ふるさと納税ＰＲ事業の増額による

ものが主な要因であります。 

 それでは、企画政策課の平成２９年度施策の概

要について御説明申し上げます。 

 平成２９年度は、総合戦略事業の推進を初め、

子育て・若者世代の定住促進、外部人材活用によ

る地域活性化、活力を創出するにぎわい拠点施設

の整備、小さな拠点の維持・形成の検討、これら

を中心に各種の施策を展開したいと考えておりま

す。 

 当初予算概要書の３１ページをお開きください。

うぐいす色の当初予算概要書です。 

 下段の子育て・若者世帯生活支援事業は、子育
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て・若者世帯の定住促進を図るための事業であり、

新規事業として夫婦とも５０歳未満で世帯所得が

３４０万円未満の世帯を対象として、結婚に伴う

新生活のスタートに係る住居費及び引っ越し費用

を助成するものであります。 

 一つ飛んで、通学定期券等購入補助金は、市内

の中学・高校生が市内の中学、高校に路線バス、

鉄道などの公共交通機関を利用して通学する定期

購入券やスクールバス代を助成するものでござい

ます。 

 ３２ページをごらんください。 

 中段の地域おこし対策事業は継続事業でござい

まして、地域の課題を解決し、地域の活性化を図

るため、高城温泉、市比野、入来、甑島地域など

に地域おこし協力隊員を配置するものであります。

今後、隊員をふやし、さらなる地域活性化と定住

に結びつけてまいりたいと考えております。 

 ３３ページをお開きください。 

 中段の奨学金返還支援事業は新規事業でござい

ます。若者の市内就職を促進するため、大学を卒

業し、市内の中小企業に就職し居住する３０歳未

満の者を対象に、日本学生支援機構などから借り

た奨学金の前年度返還額の２分の１を補助するも

のであります。 

 下段のコンベンション施設整備事業は、中核施

設と位置づけた同施設の整備に向け、ＰＦＩ支援

業務を委託するほか、共生交付金２５億円の２分

の１額を施設整備に積み立てるものでございます。 

 ３４ページをごらんください。 

 中段の地域移定住促進事業は新規事業でござい

ます。地区コミュニティ協議会などが主体となっ

て、３年以上空き家で築３０年以上のものを、地

域の移定住に要する用途に改修する費用を支援す

るものであります。 

 下段のふるさと納税ＰＲ促進事業は、４億

８,３２０万円のふるさと納税を見込み、その半額

程度を返戻品として受発送する業務や、インター

ネットサイトを使ってＰＲする経費を計上したも

のでございます。 

 ３５ページをごらんください。 

 上段の小さな拠点基礎調査事業は、集落生活圏

の維持の観点から、地域の人口、生活等の状況を

詳細に調査し、買い物、医療、防災など地域での

暮らしを支える生活支援システムについて、今後

の地域形成のあり方を具体的に整理・検討するも

のであります。 

 以上であります。この後、予算内容につきまし

ては課長が説明いたしますので、よろしくお願い

いたします。 

○委員長（下園政喜）それでは、当局の補足説

明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、予算調書、

歳出から説明させていただきます。 

 予算調書の９５ページをお願いいたします。 

 ２款１項６目の事項企画総務費でございます。

１０２万９,０００円は、企画政策部内の共通経費

及び経営会議、庁内会議等にかかわります移動等

に要する経費であり、臨時職員雇い上げ料１３月

分と会議運営に係る旅費等が主なものでございま

す。 

 次に、企画開発費下段でございますが、

３,２３３万２,０００円は企画調整業務等に要す

る経費で、目的としまして、説明欄でありますが、

総合計画に係る政策評価に用いるためのアンケー

ト調査の実施、及び部長から説明のありました小

さな拠点基礎調査業務の委託、ヘルスケアビジネ

ス創出事業業務の委託のほか、ごらんの負担金及

び地域活性化基金の利子積み立てが主なものとな

ってございます。 

 次に９６ページでございますが、上段の土地対

策費につきまして１９万５,０００円は、国土利用

計画法に基づきます届け出事務に係る経費としま

して、臨時職員の経費が内容となっております。 

 下段になりますが、定住促進対策事業につきま

して１億８６９万９,０００円となっておりますけ

れども、定住促進対策の推進に要する経費といた

しております。説明にありますとおり、定住支援

センター嘱託員１名の報酬のほか、センター運営

に係りますホームページ等の保守委託、並びに移

住体験住宅等の借り上げや、先ほど審議いただき

ました定住促進補助金、取得・リフォームの補助

金や新幹線定期購入補助金のほか、部長の説明に

ありました、新たにスタートいたします結婚新生

活支援補助金、奨学金返還支援補助金、通学定期

券購入補助金並びに奨学金返還の貸与をします基

金積み立てが主なものとなってございます。 

 次に９７ページ上段になりますが、ゴールド集

落活性化事業費につきまして１ ,３６０万

７,０００円は、ゴールド集落振興対策事業の推進

に要する経費でございます。今回、ゴールド集落
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にかかわります補助金につきましては、定住補助

金と連動する形で見直しを行っておりますので、

ゴールド集落という名称を打ちました定住住宅の

リフォーム取得の補助金については、２８年度を

もって廃止とし、制度の計画期限としまして

２８年度転入者に対します制度を制度的に経過と

して持っておりますので、それらの方々に対しま

す新居及びこれまでの債務負担行為の分の計上で

ございます。 

 次に、下段のふるさと納税ＰＲ促進事業費につ

きまして、返戻に対応するものでございますが、

２億７,４０６万８,０００円につきましては、業

務にかかわります臨時職員の雇い上げ料のほか、

観光物産協会のほうに返戻業務として委託し、発

送や送付等を行います業務委託費での２億

４,１６０万円が内容でございます。 

 次に、９８ページのコンベンション施設整備事

業費につきまして１２億５,７３９万６,０００円

でございますが、川内駅東口市有地にかかわりま

す経費でございます。平成２８年度、平成２９年

度で継続的に実施しておりますＰＦＩ支援業務の

業務委託のほか、所管しております８,２００の市

有地の管理に要する委託及び平成２９年度に受け

ます共生交付金を施設整備基金として積み立てる

ための積立金でございます。５０万円につきまし

ては、発生する利息等を含めた金額となってござ

います。 

 下段の地域おこし対策事業費５ ,０５３万

５,０００円につきましては、地域おこし協力隊の

活動等に要する経費でございます。企画政策課に

おきまして、隊員１５名の報酬、住宅の借り上げ

料、研修費などの全体に関しましての管理、服務

に関します経費のほうを措置しておりますし、隊

員が３年を経過する過程で、出口としまして起業

する場合の起業支援補助金を含めたものでござい

ます。 

 次の９９ページでございます。 

 地域移定住促進事業費につきまして６００万円

計上しておりますが、地域への移定住促進を図る

ための活動支援に係る経費といたしまして、地域

の方々が空き家等を改修し、移住体験住宅等を運

営、事業化することで、地域と一体的になった移

定住支援を行うための補助金でございます。 

 なお、今回、平成２９年度予算にはしておりま

せんが、先ほどの質問もございましたけれども、

空き家の改修、個人の方が居宅を目的とした改修

及び地域の方々が地域サロンでありますとか、活

性化のために使った補助金につきまして、３年間

の実績を見る中で、実績等が少なく、特に空き家

につきましては、解体に関して建設部のほうが所

管します解体補助等のほうが主流としてあること

から、今回、移定住という形のくくりの中で、制

度のほうを閉じまして、今回この制度のほうで活

用できる部分を地域としての事業で活用いただき

たいという形で整理をしたものでございます。 

 次に２款５項１目、下段にありますが、一般管

理費につきましては、国県が実施します統計調査

事務に係る経費でございます。嘱託員の報酬のほ

か、従事します職員の給与及び所得推計事務委託

等が主なものとなっております。 

 最後になります。１００ページの基幹統計調査

費につきまして３２８万９,０００円でありますが、

経済センサスほか８調査の実施が予定されますの

で、それに対応します指導員、調査員、臨時職員

等の雇い上げ料となってございます。 

 以上が歳出についての説明でございます。 

 次に、調書は１３ページにお戻りいただきまし

て、歳入について説明させていただきます。 

 ９款１項１目で、国有提供施設等市町村助成交

付金でございます。基地交付金と言われるもので

ございまして、陸上自衛隊川内駐屯地、航空自衛

隊下甑分屯地の固定資産税に相当するもので、基

地交付金の総額の１０分の７を対象者の価格で案

分するなど、所定の手続によりまして財政状況を

勘案した形で配分されるものでございます。 

 次に、１５款２項１目国庫補助金についてであ

りますが、まず一つ目、国庫補助金のうち総務費

補助金になるわけですが、電源立地地域対策交付

金でございます。これにつきましては、国から直

接入ります長期発展対策交付金でありまして、発

電電力量長期稼働算定分、使用済み核燃料貯蔵算

定分ということで、三つの算定式がございますが、

これに基づきまして交付されております。 

 なお、川内原発につきましては、運転の実績等

がありますので、他の原発でありますようなみな

しによりまして、電力量でははじくという規定の

部分は外れておりますので、稼働しまして発電し

ました電力等に応じて計算しているものでござい

ます。 

 次に、１４ページになります。地域創生推進交
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付金でございます。２,６５０万円でございますが、

地方版総合戦略に続けた事業に対する交付金でご

ざいます。本課のヘルスケアビジネスの実証事業

等につきまして、先ほど説明申し上げた後に加え

まして、新エネルギー対策課の竹バイオマス産業

都市構想に対応する支援財源として、事業費の

２分の１を受け入れるものでございます。 

 次に、１６款２項１目の県補助金、総務管理費

の補助金でございますが、こちらにつきましては

三つでございます。結婚新生活支援事業費補助金

は、国から県にまいりまして市町村に交付される

もの、また土地利用規制等対策交付金については、

土地利用の規制事務に関します事務交付金でござ

います。三つ目には、電源立地地域対策交付金と

いう形でございますが、間接交付と言われている

もので、移出県交付金、県のほうが予算的配分に

基づきまして交付します移出県相当分と、実地周

辺地域に算定のルールに基づきまして交付されま

す周辺分という形の二つで構成されております。 

 次に、原子力発電施設立地地域共生交付金にな

りますが、これは先ほど来議論になっております

が、コンベンション施設の整備に対まして、

２９年度分１２億５,０００万円、単年度交付上限

いっぱいで受け入れ、積み立てるためのものでご

ざいます。 

 次に、１６款３項１目県委託金でございますが、

これは統計調査事務に関します調査事務の委託金

及び権限移譲に伴います事務委託金でございます。

これは１５ページの上から４段目のほうに記載し

てございます。 

 次に、１７款１項２目財産運用収入でございま

すが、本課におきましては、幾つかの基金を所管

しております。一つに、総合戦略推進にかかわり

まして合併特例債等によりますソフト事業のため

に積み込みました地域活性化基金及び共生交付金

を財源として積んでおりまして、平成２８年度か

ら積み立てを開始しました川内駅東口交流施設整

備基金並びに企業版ふるさと納税等の活用により

まして、奨学金返還を支援するための奨学金返還

支援基金の三つを積み立て運用しておりますので、

これに係ります実収入等を見込み計上いたしてお

ります。 

 次に、１８款１項１目の寄附金でございます。

これは二つございます。ふるさと納税の寄附金で

はあるんですが、企業版ふるさと納税にかかわり

ますのが５５０万円、これまで言っておりました

ふるさと納税寄附金が４億８,３２０万円というこ

とで、見込み額、目標額を計上いたしているとこ

ろでございます。 

 次に、１９款１項６２目の地域活性化基金繰入

金につきましては、総合戦略のソフト事業に充当

するため４億円を繰り入れ、右側、充当先になり

ますとごらんの複数の事業に充当するものでござ

います。 

 次に、同じ１９款１項の中の６７目でございま

して、１６ページでございますが、奨学金返還支

援基金繰入金につきましては、平成２８年度中に

奨学金を返還された方に対しまして２分の１、

２０万円を上限に支援するとしておりますので、

それを平成２９年度実施に対応する部分の財源繰

り入れの予定額でございます。 

 次に、２１款５項４目は雑収入になりますが、

定住事業といたしまして運用しております移定住

体験住宅の使用料、それとエコパークかごしま、

隈之城・永利地区におけます地域振興事業に対し

まして、市町村振興資金から財政支援を受けてお

りますので、その分の助成金受け入れでございま

す。そのほか地図販売収入及びイベント事業助成

金につきましては、それぞれ対応しました事項の

支援助成金及び物品等の販売に伴います収入金と

なってございます。 

 以上が歳入についての予算調書での説明となり

ます。 

 次に、予算書をお願いいたしまして、債務負担

行為の説明をさせていただきます。 

 予算書は、９ページのほうをお願いいたします。 

 第３表、債務負担行為ということになりますが、

本課からお願いしておりますのは、表内の２段目

の定住促進補助でございます。平成２９年度交付

決定をしまして、約２分の１を平成２９年で支払

いますので、後年度５年間かけまして残りの半分

をお支払いするということから、定住促進及び制

度移行の経過規定に基づきますゴールド集落定住

の債務負担行為の設定をお願いいたしております。 

 それと、川内駅東口交流施設の整備事業、建設

費に対します債務負担行為、でき上がりました後、

その建物を引き取るという形になりますので、取

得に係るもの、それと完成後の建物につきまして、

次の欄でありますが、管理運営等の業務委託を

２０年考えておりますので、これに対応する債務
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負担行為の設定をさせていただきまして、事業者

の募集を開始したいというものでございます。 

 さらに、地域おこし協力隊の募集、総括の事務

をさせていただいておりますので、隊員に配置し

ます公用車の借り上げに予定しておりますので、

この車両借り上げについての債務負担行為をお願

いいたします。 

 また、債務負担行為はもう一つございます、

１０ページをお開きいただきまして、最下段にな

りますが、薩摩川内市土地開発公社事業資金融資

元利金債務保証ということでございます。公社の

プロパー事業として、久見崎の未来像の開発調査

をするに当たりまして、所要の初期の調査・測量

等が発生するに当たり、多額の資金の借り入れ等

が予想されますので、来年度分におきまして２億

円債務保証させていただくものでございます。債

務保証につきましては、ここに書いたから債務が

発生するということではなくて、仮に公社のほう

の支払いが滞った場合に金融機関に対しましてそ

の保証をするという形の規定でございますので、

順調に事業のほうが推進しますと、その発生する

おそれはないかと考えているところでございます。 

 以上が予算書に基づきます説明でございます。 

 次に、委員会資料のほうを提出させていただい

ておりますので、そちらのほうで予算に関係しま

す事項と全般を説明させていただきたいと思いま

す。 

 企画経済委員会資料の企画政策部関係でござい

ます。 

 まず１ページでございます。 

 企画総務費におきまして、小さな拠点基礎調査

事業の説明を申し上げましたが、小さな拠点形成

の推進について、考え方を説明させていただきま

す。 

 まず１に、小さな拠点づくりとはと書かせてい

ただいております。では、説明を続けさせていた

だきます。 

 小さな拠点づくりにつきまして、その考え方と

ポイントにつきましてでございますけども、集落

生活圏におきまして、安心して暮らせる環境を維

持していくために、さまざまな生活支援サービス

をつなぎ合わせて、その循環をつくることで安心

してその地域の経営ができる仕組みを構築しよう

と考えてございます。アンダーラインにその旨を

記載してありますが、二つ目のアンダーラインの

ほうで小さな拠点ということで、言葉としては拠

点が入りますので、施設整備をイメージされがち

なんですが、単にその施設の集約を目的としたり、

拠点をつくるということが目的ではなくて、その

地域の中でどんなサービスを構築していくのかと

いうソフト面が中心になるものでございます。地

域における生活に必要なサービスを地域みずから

が考え、持続的に運営していく仕組みづくりが小

さな拠点づくりであるということで御理解をお願

いいたします。 

 二つ目に、取り組みのイメージとしまして、多

少――小さくて恐縮ではございますが――地域に

ありますもろもろの施設の中で、ある場所で地域

の皆さんのほうが活動の拠点があって、そこを軸

に周辺の集落のほうに必要なサービスをやってい

く、一緒にいろいろ想定される生活支援サービス

をやっていくということでございます。この点、

地域の住民の方々が主体的に運営することで提供

できるサービスとしてイメージされておりますの

が、右側の括弧に書いてありますとおり、宅配給

食でありますとか、買い物支援でありますとか、

見守りでありますとか、医療サービスということ

でございます。 

 近年、周辺、島嶼部等におきましては、お店が

撤退したり、ＪＡさんのほうがガソリンスタンド

を閉じられたりとかいろいろありますと、それら

がないと地域で生活できませんので、そういう

サービスを地域の皆さんがみずから考えていただ

いて、市のほうとして支援できることは支援しな

がら、事業として採算の合うような形でまとめて

いくような部分だと御理解をお願いしたいと思い

ます。 

 このため、３番目に書いてありますが、本市の

今後の取り組みについて説明でございますが、平

成２９年度は基礎調査を実施するということでご

ざいますので、区分の１番、２番の作業をするこ

とと考えております。 

 一つには、市内全域を見ますと、人口がどのよ

うに変化しているのか、その地域におきましてど

のようなサービスが欠けているのか、薄れてきて

いるのかという現状調査をしながら、地域でヒア

リングをして、本当にその地域のほうで生活圏を

築いていくのに不安なものは何なのかということ

を調査していきたいと考えてございます。その上

で、ソフト的な拠点をつくって事業を展開してい
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かないといけないなといった部分の想定エリアの

ほうをある意味絞り込むといいますか、クローズ

アップさせながら地域の活動の方向づけをしてい

きたいというのが平成２９年度でございます。 

 平成３０年度に参りますと、そういったいろい

ろクローズアップされた地域の中で、実際的には

モデルとなる地域等を選びながら、地域におけま

す議論と合意形成を進めていきたい。その上で最

後４番目で平成３１年度対応となっておりますけ

ど、ある特定の地域で皆さんのほうで組織を立ち

上げ、具体的にサービスとなるような事業を実施

していただくという形の１、２、３で事業を展開

していきたいと考えてございます。 

 特に私どもがお応えしないといけないのは、

４８のエリア全てを調査しまして見えてきたとし

ましても、これを同時に動かすということはなか

なか難しく、提供できるサービスや整理した姿と

いうのは違いますので、モデル地区におきまして

成功例をつくって、地域全体に広げていくような

考え方のもとに、その絞り込んだ形での事業化と

いうのを考えていきたいなということで考えてご

ざいます。 

 このため平成２９年度は単独費で作業のほうを

進めていく考え方でございますが、もし許されれ

ば平成３０年度、平成３１年度と具体的に進んで

いく過程では、国の支援措置等を使いながら、地

域に入っていきたいという考え方を示しているも

のでございます。 

 最後に、予算額としましては、基礎調査業務に

おきまして１,２０３万５,０００円という形の予

算措置をお願いするものでございます。 

 めくっていただきまして、次は子育て・若者世

帯支援事業でございます。この中身につきまして

は、定住補助金の見直しに伴いまして、（３）の

通学定期券と購入補助金を企画政策課において措

置しているものでございます。 

 まず、それぞれの内容でございますが、（１）

の結婚新生活支援事業につきましては、結婚に伴

います新生活をスタートするための新居の確保、

そこへの移動等に対する助成でございまして、夫

婦を合わせまして世帯所得が３４０万円未満の方

が対象となります。 

 ただし御夫婦の中で奨学金等を償還されている

場合は、所得額の算定におきまして考慮しますと

いう形のほうがございますので、ここは細かに、

その該当になる方でチェックをする必要がありま

すけども、所得額から奨学金を返還しているよう

な方々の場合は、数字的な控除、考慮があるとい

うことでございます。補助対象につきましては、

住宅を取得したり、借りたり、引っ越しをしたり

ということの全額でございまして、上限は２４万

円という形で考えております。 

 予算につきまして、幅がございましたので、約

１件が２０万円ほどとして７０件ほどという形で

の考え方でございます。 

 なお、薩摩川内市の方で年間どれぐらいコイン

が発生しているのかということでございますが、

実数がつかみにくく、窓口で受理しているのから

言いますと、約４５０ぐらいが大体窓口に届いて

いるポイントだけだということでございますので、

住所要件やコインの発生の時期、引っ越しの時期

を見ての対応とさせていただきたいというふうに

考えてございます。 

 現時点では予算の審議をお願いしておりますが、

市民課におきまして、婚姻届けが出た場合は、こ

のような制度がスタートしますよということの周

知は図っております。 

 （２）婚活支援事業につきましては、平成

２８年度からスタートさせておりますけれども、

婚活のイベントを支援するため、低いほうで言い

ますと、参加者一人当たり１,０００円を主催者の

ほうに助成しているという形でございますので、

多くの方々に利用いただきたいという形で運営し

ております。 

 （３）は通学定期券購入補助でございます。市

内に住む中学生・高校生が市内の学校へ公共交通

機関等を利用して通学した際の定期券及びスクー

ルバス代の助成を半額行いたいという考え方でご

ざいます。中学生につきましては３０人程度、高

校生につきましては１００人程度ということの予

算の形をしておりますが、今、関係学校のほうに

その状況の把握をしているところでございます。 

 次に右側の３ページ、奨学金返還支援補助でご

ざいます。 

 これにつきまして、制度の概要は平成２８年度

に設計しながら、御質問等をいただきながら精査

しているものでございますが、地域内での若者の

雇用を促すとともに、若者の域外の流出に歯どめ

をかけるため、市内に住んで就職された場合は、

借り入れされた奨学金の一部を助成するものでご
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ざいます。要件としまして、（１）のアにおきま

して、市内の中小企業等に就職し、正規雇用であ

るということが基本的な条件となります。 

 大学等という定義についてはごらんいただきま

して、中小企業につきましても、法律に基づくそ

の規定の中で運用しておりますが、市内の大学等

を卒業した方につきましては、大企業であっても

適用するという形での整理をしたところでござい

ます。 

 一番最後の点のところで、なお、個人事業者に

雇用されている場合や、農家の方々については、

現時点では対象としてございませんので、仕事を

受ける中、今後また研究をさせていただきたいと

いう形での方向づけをいたしております。対象と

なる奨学金はごらんのとおりでございます。 

 なお、職種としまして、公務員等につきまして

は除外、他の団体等から支援を受けている場合は、

この適用の対象としないという形でしております。 

 補助額については２分の１で２０万円を上限と

いたしておりますので、補助期間としますと、借

り入れた額が４００万円程度とか、退学になられ

た場合は２００万円になるまで、負担年の２分の

１、２０万円を上限として複数年制度は使えると

いう形で考えているものでございます。これにつ

きましては、積立金の財源は企業版ふるさと納税

におきまして財源調達をしたいということで、先

ほど全体が５５０万円の中に入ってございます。 

 次に４ページでございます。 

 空き家も少し関係しておりますが、地域の移定

住促進事業につきまして、これまでの定住施策の

取り組みにおいて、行政ばかりではなくて、地域

の方々と一緒に移定住でありますとか、定住に取

り組みたいという考え方も含めて、今回新たに制

度設計したものでございます。地域における移定

住促進活動を促進するため、空き家等を活用した

体験住宅等の整備を支援しますということの考え

方でしてございます。 

 基本的な施設整備等でございまして、対象は地

区コミュニティの皆さん、自治会、その他地域の

団体等でございます。補助額につきましては、取

得・購入、賃借、改修等の４分の３、３００万円

を上限といたしております。例えの話で言います

と、移定住体験住宅等のほうはつくっていただい

て、そこに呼び込むために、ただではなくて

１,０００円なり２,０００円なりのお金をとりま

すと、改修した経費は自治会等が１００万円を負

担した経費等をそういう収入で賄いながら、地域

に人を呼び込みＰＲするという形のものもイメー

ジできるのではないかというおとで、これは空き

家の地区コミュニティ等の活用での反省点といい

ますか、知恵出しで制度設計したものでございま

す。 

 ここまでがコンベンションを除きます事件の概

要になるんですけど、これから５ページ以降の資

料を使いまして、コンベンションに関して川内駅

東口市有地に関しての説明をさせていただきます

が、多少長くなりますし、追加の資料の配付もさ

せていただきたいと思います。まず、資料を配付

させていただきます。 

［資料配付］ 

○企画政策課長（上大迫 修）では、５ページ

からになりますが、川内駅東口市有地利活用事業

についてと表題を組ませていただいております。

この説明につきましては一般会計予算、議案第

３６号の中で債務負担行為に関する説明をいたし

ましたが、財産の取得に関する債務負担行為及び

管理運営等の業務委託に関する債務負担行為に対

応する部分の説明と御理解いただきたいと思いま

す。 

 まず１番目に、コンベンション施設整備費の案

につきまして、説明は３７億円とさせていただい

ておりますが、これはＰＦＩ事業手法におきまし

て実施いたしますので、この３７億円というのが

単純に建設工事費だけではなくて、ごらんの区分

にありますとおり、調査設計から竣工まで全ての

経費を含んでいるものでございます。 

 調査・設計費のほか、直接的な工事費、また建

設に着手するに当たりまして、各種の申請、認可

に係る諸経費及び現場と施工の管理に係る経費、

それと引き渡しに要する経費、並びにこの建設を

するために組成します特定目的会社の会議の運営

に係る経費等を含めて３７億円ということでござ

います。市としては、こちらのほうについては工

事請負という形での執行にはなりますが、これら

の経費によって構成されているということで、御

理解をお願いしたいと考えております。 

 二つ目に、コンベンション施設の維持管理費

（案）についてということでございます。 

 これは、債務負担行為の管理運営等の業務委託

に関するものでございます。契約期間に、これか
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ら説明します１億２,０００万円を乗じたものが、

管理運営費の全体期間に要する経費だと御理解く

ださい。 

 この維持管理経費につきましては、支出と収入

と差し引き、これを現状の文化ホール、新しくで

きますコンベンション施設、それと差し引きとい

う形でなっておりますので、構成を説明させてい

ただきました。コンベンション施設の維持運営費

につきまして、特定目的会社に直接運営を委託す

る経費は、支出の１番のみでございます。計画で

言いますと、１億２,０００万円を特定目的会社に

管理運営等の業務を委託いたします。 

 なお、建物の中には、２番から４の２まであり

ますとおり、市のほうが直接運営、もしくは一部

委託するような産業支援センター、市民活動支援

センター、男女共同参画センター、子育て包括支

援センターとございますが、右側の備考欄を見て

いただきますと、産業支援センターと子育て世代

包括支援センターは、年度こそ違え、平成２８年

４月、平成２９年４月に体制を他の場所で構築し

まして、営業をスタートするものでございますの

で、場所が移っていくという考え方でございます。 

 ただ、移すに当たりまして、４の２については

体制強化を図ると。３と４の１につきましては、

コンベンションの基本構想をするに対しまして、

市民活動や子育て助成支援の部分から必要だとい

うことで、御確認いただいたものを具体的に何人

程度が見込まれるということで、現時点で見込ん

でいる数字を入れてございます。よって、建物全

体で見ますと、１番の計画の１億２,０００万円に

もろもろ足しますと、１億７,１００万円程度が今

見えている数字でございます。特に２から４の

２までにつきましては、今後、市のほうが直接支

出をしますので進めてまいりますし、１億

２,０００万円の話はさせていただきたいと思いま

す。これを現行の文化ホール、類似施設というふ

うにしますと、文化ホールの維持管理費のほうが

５,０００万円、産業支援センターと子育てのとこ

ろで３,０００万円、９,０００万円がございます

ので、８,９００万円の経費が建物全体で見ますと

１億７,１００万円、よって、８,２００万円とい

う経費の増といいますか、発生するという形をイ

メージしております。 

 なお、収入につきましては、文化ホールの部分

が約１,０００万円ということで丸めてありますが、

その程度の収入がございます。新しい施設につき

ましては、これより民間からの提案を受けながら、

利用についてのノウハウ等も提供をいただく形と

なっておりますので、現時点では同額を数字とし

て置かせているところでございます。 

 事業費の話によくなりますが、欄外にあります

とおり、コンベンション施設ができ上がった後、

コンベンションホールとの開設に係りますイベン

ト等の臨時的な経費は含まれておりません。あく

までも１年後に委託をする方たちの考え方で、単

年度で示したものでございます。 

 それと備考欄にありますそれぞれのセンターを

移設・新設に係る準備経費も含まれておりません。

移るためには準備も要りますし、新たに新設する

場合は、新設するための体制強化のための経費等

が発生したときは含めておりません。 

 それと敷地外駐車場の施設利用に係る経費は含

めておりません。８,２００万円の中に６０数台の

整備を立てていますけど、その他については隣接

の民有地におきまして施設整備を求めているとい

うことでございますので、利用するに当たっての

費用負担についての御質問等もいただいておりま

したが、これら経費についてはこの中に入ってい

ないということでお含みおきをお願いいたしたい

と思います。 

 次に、本日配付の企画経済委員会資料のほうに

移らせていただきたいと思います。よろしいでし

ょうか。 

 ここで民間事業者へ運営及び時間にする経費案

として、先ほど１億２,０００万円をイメージして

いるということでございましたので、その考え方

をまず説明申し上げます。 

 １ページの上段のほうになりますが、米印ごと

に説明させていただきます。 

 米印の１でございますが、コンベンション施設

の事業者募集に対しましては、サービス代から上

限額として維持管理運営費の全体額を見込んで提

示いたします。これは２０年間分です。このため、

先ほどの表につきましては、単年度の経費につい

て川内文化ホールの実績に基づき、規模でありま

すとか、設備でありますとか、サービス人等の増

加要因を踏まえて、全体として試算したものでご

ざいます。 

 二つ目になりますが、ＰＦＩ手法につきまして

は、皆様既に御存じのとおり、仕様発注ではなく
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て性能発注ということから、設計から運営までを

一括して発注することになります。このため従来

の公共工事で行われています使用発注ではなくて、

市が求める施設の機能や管理運営におきます数字

を示す性能発注となるということでございます。 

 そして米の３でございますが、性能発注となる

ＰＦＩでは、考え方のほうが積算として示します

と、その内容のほうが全てわかってしまいますの

で、そうではなくて、サービス代から上限額のみ

を示して、積算内容は示さないという考え方が通

常の扱いでございます。 

 今後の作業としまして、募集要項公表時には、

先ほど説明しました一番の施設整備３７億円及び

維持管理運営費（２０年）、これは１億

２,０００万円という数字でイメージとしておりま

すけど、この２０年分の総額を事業費上限として

示し、事業者を募集することとなります。 

 ここで３ページのほうに移っていただきまして、

先ほど来、従来の公共事業とＰＦＩの違い等につ

きまして、少し説明をさせていただきますと、左

側が従来の公共事業でございます。発注者である

自治体、市は黒い枠の中にありますが、仕様発注

という形態で設計書を書き、仕様書をつくって、

①、②、③、④と分割した個別発注をして、それ

ぞれについて予定額がございます。これが従来の

発注法でございます。ただし今回、採用すること

を決定しておりますＰＦＩ手法につきましては、

性能発注ということでございますので、設計から

運営を一括して発注します。そして、全体にかか

ります経費を、先ほど言いました３７億円プラス

運営管理の２０年間分を全体として示して、提案

を受けるという形になるということでございます。 

 受注されたＳＰＣさんにつきましては、いろん

な関係の事業者と協力しながら、提案した内容の

とおり、またこちらが求めた数字のとおりサービ

スを提供する、簡単に言えば施設をつくるとかい

う形になります。私どものほうがＰＦＩのほうが

有利と申し上げておりますのは、その全体の経費

を従来のトータルコストとＰＦＩ手法に基づきま

すトータルコストを比較したときに、ＰＦＩのコ

ストが小さくなる、要するに効率的で質の高い

サービスが受けられるというこの差が生じるとい

うのが、ＶＦＭが発生したという形になりますの

で、私ども基本構想を調査し、近く事業者を募集

する段階におきましても、このＶＦＭは各地に発

生しているということを試算し提示しながら作業

を進めるという形といたしているところでござい

ます。 

 次の説明となりますが、これから説明をさせて

いただくに際しまして、本日追加でお手元に届け

ております資料を一部使わせていただきます。 

 まず、これまで私どもが説明させていただきま

すときに、コンベンションホールは平土間まで移

動式の椅子があってということのイメージがあり

ましたけど、本日ここにカラーの約四つの施設と

してございますが、それぞれに椅子が出ていたり

出ていなかったりとありますけど、平土間のホー

ルで可動式の椅子が入った場合と入らなかった場

合がごらんのようにイメージができます。それぞ

れにおきまして、客席数でありますとか、希望党

がわかる形にしておりますので、こんなイメージ

であるということで御理解をお願いしたいと思い

ます。 

 なお、これまで議論にありました平土間まで移

動式の椅子等の多目的ホールの中で文化ホール的

利用が可能なように努めて設備といったような部

分の議論をするといったことについては、きちっ

とこちらのほうでまた対応させていただくという

ふうに考えております。これはイメージを共有さ

せていただくということでございますが、このと

おりになるということではありません。あくまで

も業者の方々や事業者の方々が提案すると、また

いい物がいい形で出てくる場合もあります 

 次に、説明に入ります前に、ここの要求水準の

抜粋というのがあります。こちらのほう要約的な

抜粋になっておりますので二つお示しさせていた

だいております。これからサービス対価の上限が

来るということで、維持管理と上に書いて説明申

し上げますが、要求水準の中でどんな維持管理を

求めているのか、どんな運用を求めているのかと

いうことだけを少し説明させていただきます。 

 表紙をめくっていただきまして、３７ページ、

第６で要求の水準と書いてありますが、これが公

共施設の維持管理に関する水準でございます。

１の（２）で業務区分で建築設備の保守管理業務、

備品等の保守管理、外溝施設の保守管理、清掃の

保守管理、植栽、安全環境衛生修繕等の業務を頼

みますよという形にしてございます。 

 それと一番下のほうで、（５）で指定管理者と

して指定する予定であると考え方を示してござい
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ます。 

 めくっていただきまして、要求するに当たりま

しては、次のページの（６）のところで、統括責

任者、業務責任者ということを書いております。

これは維持管理に関します責任者を一人置きなさ

いよということや、施設全体を見ますと統括責任

者と維持管理責任者が兼務ができる。ただし、一

番最後の行になるんですけど、統括責任者等は維

持管理責任者と運営管理責任者とは兼務ができな

い、要するにきちっと管理と運営をつかさどる方

を置いてすることを求めますということでござい

ます。 

 それと（７）から（９）までは、業務を開始す

る上では、供用開始の９０日前までに、業務水準

書を逆に提案してくださいと。それと単年度が業

務が始まる前は、６０日前に市の承諾を得てくだ

さい。それと、業務が終わったら、きちっと報告

をしてください。これを課した状態で維持管理を

してくださいという形でしてございます。 

 そして、（１０）で、費用につきましては、本

市が示します支払われるべき対価によりまして、

全ての業務をこなしてくださいということが、そ

の維持管理に関しましての要求でございます。 

 次に、ちょっと飛びますけども、４６ページを

お開きください。 

 後ほど文化ホール等の話もいたしますが、今回、

公共施設の運営に関する業務のほうをごらんのよ

うに要求をし、対応していただく考え方でおりま

す。 

 まず、先ほどと同じ、（２）の業務の区分です

が、コンベン施設の運営業務、駐車場等の運営業

務、その他の業務を運営業務として要求をいたし

ます。ということでございます。 

 （４）の次のページの８ページまでは同じであ

りますけど、運営責任者は別に置きなさいよと。

兼務はだめですよということをきちっと書いてあ

ります。 

 ４７ページの下段になるんですが、具体的な業

務要求水準ということで書いてありますけども、

（１）の利用受付業務は、アにおきまして、イン

ターネットで受け付けてください。独自の施設予

約システムを構築してください。それと情報の一

元化を図ってくださいということなので、提案さ

れる場合は、これをどうやって具備するのかとい

うことも含めての提案になることになります。 

 次のページでございますが、受付の業務等にお

きましては、カにおきまして、料金はちゃんと適

切に徴収してくださいということも書いてありま

す。これが利用受付に関する規定、次に、使用者

へのサービス提供業務ということでございます。

アにおきまして、使用方法、イベント運営につい

ての説明、助言を行うのが仕事になりますよと。

それと設備等の機器等の操作、運営ができる形を

きちっと技術者を置くということを求めます。 

 さらに、ウとエなんですが、コンベンションの

オペレーティングサービス等の提供を行うという

ことで、（ア）から（キ）に、受付、クローク、

会場の設営、撤去。アナウンサー等の通訳や警備

会社の紹介等のサービス、加えまして、（エ）に

おきまして、施設利用者の要請に応じたケータリ

ングサービスの提供を行うことということになり

ますので、仲介でありますとか、そういった部分

等をきちっと提案していただかないと、このサー

ビスというのが要求水準にたえないと。 

 ３番目でございます。来場者のサービスにつき

まして、ホームページを構築しなさい。案内表示

システム等を設置して、わかりやすくしてくださ

い。これが来場者へのサービス提供です。 

 そして、４番目、営業及び広報活動ということ

で、コンベンション、イベント誘致につきまして、

主体的にイベントを誘致し、ＰＲ、利用促進に努

めること。要するに営業といった部分ですね。企

画提案。それとＰＲ提供。 

 さらには、（ウ）のところで、誘致活動の年次

計画を策定し云々というふうに書いてあります。

今回、市民文化ホールにつきましては、この営業、

広報の活動というのはありません。要するに、お

客様が来られて、貸してくださいに対してありま

すけど、今回は、広く、多用途の施設という形で

使うためには、お客様を呼んでくる作業から、そ

こに必要なサービスを提供するという（２）まで

全てをお願いする形となります。 

 また、右側の（５）には、その他のところで書

いてございますが、６番目のところで、駐車場の

運営業務ということで、ゲートつきの駐車券発行

の機器等で精算機を設定して、車が多いときには、

エで、交通整理員を置くなど、臨時的対応が図ら

れるということも要求としてあります。そこまで

が運営だというふうにしてございます。 

 さらに、７番目でございます。 
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 利便向上事業の運営業務につきましては、提案

される事業者において、利便向上施設をされるの

であれば、行政の目的外使用料で、市に使用料払

いながら、その借りた中で、必要なサービスのほ

うを提供することも提案の中に含めますよという

形で記載してあるところでございます。 

 そのほか、その他の業務のところで、アンケー

ト調査でありますとか、災害時の対応とか、いろ

いろ書いてありますけど、これらのほうを全て提

案者である側のほうに求めて、これに耐えられる、

水準に耐えられる内容かということを精査した上

で事業者を決定していきまして、それに対して、

その費用をお支払いするという形のほうが、今回

のＰＦＩでの維持管理運営の内容でございます。 

 ここで、追加の企画経済委員会資料にお戻りい

ただきまして、説明までさせていただきますが、

ここに戻っていただきまして、今、どういったこ

とをお願いするのかということを協議させていた

だいた上で、今回求めていきますサービス対価の

上限額をどのようにイメージしているのかという

ことでございますが、左側のほうに川内文化ホー

ル３,９８６平米の施設がございまして、これまで、

約５,０００万円というふうに説明申し上げまして、

数字のほう精査しているんですが、現在、文化

ホールの費用は、まちづくり公社に対します補助

金と、人件費の分ですね。補助金と指定管理のっ

二つがございますので、これらと、それに関しま

す間接経費等をイメージする中で、運営と維持に

区分けをして整理をさせていただいたものでござ

います。既存の資料から区分けをしてイメージさ

せていただいたものでございます。 

 コンベンションにつきましては、約６,０００平

米と言っておりますので、右側に、その対応する

内容としておりますが、今、運営費から説明申し

上げますと、文化ホールは運営にかかって人件費

が統括責任者から受付までの経費として、約

１,６００万程度かかっておりますが、今後、私ど

もが先ほど説明しました要求を出して、その水準

を対応していただくとすると、②、④、⑥、⑦に

書いてありますとおり、運営に関します責任者が

発生しますし、営業、広報に関する業務も発生し

ます。その他設備のホール内の椅子を並べたり、

会場をセッティングしたりとかいったお金を取る

以上のその対応が出てきますし、駐車場の臨時的

な対応も出てくるということで、この部分が新規

に発生する。要するに１,６２１万５,０００円か

ら、これらの新規を見込んで、ここの数字が出て

くるものというふうに考えてございます。 

 また、業務につきまして、受付等の業務等に対

応して、今、左側にありますような経費等が発生

しますけれども、右側のほうには、当然利用率を

上げていく、もしくは設備もふえる等々考えます

と、括弧で、増見込みとなることに加え、営業等

において、他地域に出たりとかしますと、その経

費というものが発生する分が増要因という形で、

このように整理をしました。 

 これは下の委託料につきましても、舞台運営に

つきましても、利用がふえますと、操作にボリ

ュームがアップしますし、コンベンションホール

としての使い方、文化ホールの使い方でつるもの、

操作する内容等が設備等も違ってきますので、こ

こが増量するという形で考えたものでございます。 

 よって、川内文化ホールで、今、２,８００万余

りといったものが、この新要素含めると数字が大

きくなるということの考え方です。 

 それと、右側のほうの維持管理費も同じような

つくり込みとなっておりますが、文化ホールで、

小計のところで、２,１５０万７,０００円となっ

ておりますが、右側にありますとおり、人件費に

つきましては、先ほど要求を、イメージをしてい

ただきました、作業お願いする業務管理責任者と

いった方たちがふえるであろう。それと利用もふ

えてきますと、需用費、役務費、使用料等もふえ

てくるだろうと思います。 

 さらには委託料におきましては、面積がふえる、

設備がふえるということ等を含めますと、ごらん

のように①から⑪までの間につきまして、黒ゴシ

ックで書いてありますとおり、増見込みの経費と

いうのが当然に発生しますし、⑬から⑯につきま

して、今、文化ホールについてはエレベーターは

ございません。また、駐車場について、料金精算

型のゲートを設置するとかいう話もございます。

さらに、平土間ですので、舞台の上げ下げであり

ますとか、そういったことも見込まれるだろうと。

また、客席の移動等に係ります点検等の業務等も

発生するであろうという、この新規の項目、この

新規といいますのも全てではないと思います。と

いうのは、提案によりまして、どんな機構を使う

のか、どんな内容にするのかということが、提案

で優秀なものを選んでいきますので、基本的には、
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こういったものが発生しますけども、増要因の中

には、ここに予測できないものもありますけども、

全ての経費を市が払う委託料の中で賄いますよと

いう形にしておりますので、イメージとしては、

こういったものが含めて、数字のほうが固まって

くる。 

 さらに、修繕費のほうはちょっと飛びますけど

も、光熱水費等も利用者が面積がふえますと、設

備のほうが効率なものになったとしましても、ふ

えるという形の見込みをしておりまして、これを

全体として、サービス対価の上限として、これ

１年でつくってありますが、１年度で払うとする

と、１億２,０００万円までをサービス上限の対価

として、全て要求したものを、この数字の中で提

案してくださいという形の要求になろうかという

ふうに考えているものでございます。 

 なお、収入につきまして、最後の説明になりま

すが、川内文化ホールは、年間１４万人強の方が

使っておられます。これに対しまして約

１,０００万、約１,０００万で切り上げておりま

すけども、使用料につきましては９１１万

５,０００円というのが２７年度の実績でございま

す。 

 一方、市民の方々のほうが使っておられて減免

になっているものも３８０万弱という、こういう

数字があるということは御理解をお願いいたしま

して、今、川内文化ホールが、年間延べで言いま

すと５６件、会議室は、日稼働はもう１００％超

えてますけども、３,１５４件とありまして、この

ときの収入が約１,０００万程度であろうというふ

うにしております。 

 今後は、右側にありますとおり、施設使用料の

設定とか、減免の範囲も含めて、また利用者の見

込み数によります試算につきましては、事業者選

定後整理する考え方でおります。ただし、収入は

全て市が受け取って、支払うべきものは支払うと

いう委託方式で考えておりますので、この点につ

いても、今後また精査をした上で説明していくこ

とになろうというふうに考えております。 

 済みません、全般にわたりまして、早口で申し

わけありませんでした。 

○委員長（下園政喜）ただいま多くの説明を聞

きましたが、これより質疑に入りますけれども、

このコンベンションホールに限り、今回質問受け

て、その後にしたいと思いますが、よろしいです

か。先にコンベンションホールから片づけてよろ

しいですか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）それではコンベンション

ホールに限って質疑をしていただきたいと思いま

す。お願いします。 

○委員（川畑善照）このコンベンションホール

を結局２棟方式でしているから、民間の建物と公

的建物になってる。そうなりますと、空間ができ

たり、あるいはエレベーターが２基で済む、非常

用階段も二つずつどっちもつくらいかん。そうい

うことになりますと、分割的なあれはできなかっ

たか。コンベンションホールが結局市民の声とし

ては１,２００よりも１,５００から２,０００が欲

しいというわけですので、できれば、その方向か

ら１棟方式で分割登記はできなかったのか。そう

いうことやら模索されたのか、検討されたのか、

そういうことも含めて、むだなスペースがふえて

くるんじゃないかということもあるんです。これ

についていかがでしょう。 

○企画政策課長（上大迫 修）分棟方式ではな

くて、合築方式の共通施設のものを省力化できな

いかということでございます。 

 ここにたどり着く過程の中では、その検討もさ

せていただきました。私どものほうが、そこにた

どり着くに際しまして一番の問題となりましたの

は、民間収益施設については、事業用定期借地権

で２４年以上５０年未満の提案となります。事業

用定期借地の権利原則は、借地期間を終わりまし

たら更地で返すという形になりますので、片方の

コンベンション施設は、ある意味かたいもので

６０年近く使えるものとなりますけれども、民間

の方が４０年目、５０年目で撤退というふうにな

りますと、その施設は更地で要求しているわけで

すけども、更地でしなかった場合は、市のほうで

買い取ってくださいという資産の抱え込み等がご

ざいます。これについては、公共施設の再配置や

既存の譲渡いただいて、民間も譲渡しております

いろんな施設等のことを考えますと、そのリスク

を整理する意味からは、別々の建物のほうがいい

だろうということにしたものでございます。ただ

し、その別々の建物といいましても、本館と南別

館のようなこういうたてつけ、壁と柱が別々にあ

るんだけど、こうつながって行き来ができると。

そういった動線の工面といったものは、きちっと
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要求水準の中にも書かさせていただいております。 

○委員（川畑善照）前、全協で私は言いました

けど、薩摩川内市の将来の文化的展望が後退する

んじゃないかということを言いました。あわせて

民間に自由に発想いただいて、そういうことがで

きる体制がとれなかったのかなと。もうそこから

が、入り口からが、もうはっきりいって、発想の

違いなんですね。ですから、やはり民間の規模を

とるには、全体を見て、そうする形をとられたほ

うが、恐らく希望も多いんじゃないかなと予想さ

れるわけですが、いずれにしましても、更地で戻

せという、そういうことになっておれば、どうし

てもできないんじゃないかなと思います。ただ、

民間の参入者がふえるためには、私は発想的な問

題、そして利用度の高い、収益の上がるやり方が

望まれるんじゃないかなということを申し上げて

おります。以上です。 

○企画政策課長（上大迫 修）先ほど、川畑委

員の御質問の中に、２,０００名の話もありました

けども、私どもこの要求水準の中では、全体の大

きさ、どんな使い方をしますというのをある意味

伝えながら、３７億の中でどんなものができるの

か。ましてや数字としては、イメージとしては

１億２,０００万で、２０年間で２４億ですけど、

それで維持管理もできる施設を提案いただいたと

きに、私ども、文化ホール的な使い方をしたとき

に、１,０００名入るというふうに市長のほうが議

場で答弁しておりますけど、そういったものがど

んな形で提案が出てくるのかというのをちょっと

見守りたいというふうには思っております。 

 仮に、そこの時点で、今の文化ホールの仕様の

仕方等を勘案したときに、２,０００席あって動か

せる施設になるのかどうなのかといったことも、

やはり民間のノウハウというのも十二分に活用し

て、見地の高いところから提案いただくという形

でありますので、私どものほうは、要求水準書の

ほうは、あくまでも要求の最低ラインという形に

なってますので、それを民間の方々がどのように

推しはかって提案いただくのかという形になろう

かと思います。 

○委員（川畑善照）やはり民間と相談されてか

ら、いろんな意見を入れながらされたとは思うん

ですけれども、まだそこがちょっと足らないんじ

ゃないかなと思うものですから、今後、むだなス

ペースやら、非常階段が四つも五つもなったりせ

んように、何とか方向性を、しかも文化の後退に

ならないように、ぜひとも今後の検討をお願いし

たいと思います。 

 以上です。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

○委員（落口久光）いろいろとあったんですけ

ど、ここ二、三日で、ちょっと私も考えが少し変

わってはきたんですけど。その中で、きょう新た

にカラーで出していただいやつの、それぞれのお

およその建築費って、幾らぐらいになるんですか。

一番の懸案事項いうたら、まず、その３７億の枠

にはまるのかはまらんのかとか、そういうのを含

めてでないとイメージが湧かないと思うんです。

ちなにこの四つのやつが大体幾らぐらいなのかな

というのを。 

○企画政策課長（上大迫 修）建築費の部分等

につきまして、提案を受けるとなってますので、

基本的にこの四つの工事費用について、現時点で

数字を持ってきてはおりません。ただ、それぞれ

見ていくホールの中で、私どもコンベンションを

つくるときに、他の施設まで含めた複合施設にな

ってますので、このホールだけつくるといった場

合の建築コスト、もしくは、どれぐらいの経費が

かかっているのかというのをはじき出すことが極

めて難しい状況です。ただし、落口委員言われま

すとおり、３７億にするに当たって、それだけの

もので十分私どもが要求したものがつくれるのか

ということでございます。個別に、移動式のもの

であるとか、舞台であるとか、音響等についても

いろんなグレードがある中で、これぐらいの事業

費等を見込めば、ある意味、性能を発注したとし

ても、そこにおさめてできるなといった部分につ

いては、個別に施設設備等もある意味イメージを

しながら、数字を整理したものでございます。 

 御質問のそれぞれの四つの数字を持っておりま

せんが、仮に数字を抑えますと、三井ホールなん

かについては附帯するものが大きいですので、桁

が３桁になったりとか、そういったものに当然な

っているものというふうに思っております。 

 ホールにつきましては、グレードの差はありま

すけど、これもたとえということであれですけど、

具体的に言いますと、それぐらいでいいのかなと

いうふうに、今から事業を募集する意味で余計に

なってしまいますと困りますけども、大体の幅と

しますと、平米で６０から１００ぐらいの幅の中
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であれば、一般的に使われてますホール等につい

ては整備ができるレベルにあるというふうに私ど

ものほうは理解しております。 

○委員（落口久光）ここ二、三日でネットとか

いろいろ調べて、ちょっとまだ調べ足りないとこ

ろもいっぱいあるんですけど、結構ほかの自治体

も、ここ一、二年とかの間に、新しい文化ホール

とかコンベンション的な要素がありの文化ホール

の建てかえとか、新規でというのがいろいろあっ

て、そこのところ入っていくと、結構いろんな説

明会を細かく実施したり、例えばある県のどこど

このやつは何席の文化ホールがあって、大体何人

収容の会議室が幾つあって、大体建築費が幾らぐ

らいとかいうようなことを例で入れて説明をする

ような動きしているところもあるんです。それを

見たのが、きのうきょうの話だったんで、ただ、

自分がそれを見たときに、これぐらいやったら、

これでいけるのかとか、中には、ちょっと高いや

つもあったり、これだけでできるのというのもあ

ったりとかいうところがあるんで、そのときの為

替の状態での材料費が変動仕入れとか、いろんな

のがあっての金額のアップもあるんでしょうけど、

イメージしやすいんですよ。実は、この手のやつ

を検討するときに、多分されてると思うんですけ

ど、具体的に大体どこら辺のやつでできたやつは、

大体幾らぐらいでとかいうので、当たりをつけら

れているんじゃないのかなというのもあるのと、

やっぱりそれの情報開示というのもすごく大事だ

と思うんですよ。本当は。 

○企画政策課長（上大迫 修）今、落口委員言

われた部分について、私どものほうがいろんな見

方をする中で、ここでお知らせできるのは、比較

すると、いろんなグレードはそれぞれの見方があ

りますけども、約６０から１００、平米当たり。

そういったもので今の文化ホール及び私どものほ

うが要求するものは、結論的にいえば、入るもの

という形でしておりますので、本日イメージしま

した部分については、あくまでも平土間でロール

バッグってありますけど、これにいろんな音響で

ありますとか含めても、先ほど言いました６０か

ら１００といった部分の事前の私どものリサーチ

といいますか、そういった中でやれるものという

ふうに判断をして、３７億というふうにさせてい

ただいたものであります。 

○委員（落口久光）ちょっとまだ、私も情報集

めてる途中なので、もうちょっと整理したやつを、

あと、ちょっとまた委員長にも確認いただいて、

それまた、そちらのほうにおろさせていただきた

いと思いますので、なるべくわかりやすい、とに

かくもうこれはやるというのは決まってますよね。

やる前提の話ですから、やる前提の話であれば、

市民が、それでも反対される方はいらっしゃるん

だけれども、そういう中にあっても、それでも大

多数の方々は、こういうのができるんですよ、わ

かりましたと言えるような資料を提供する責務が

あると思うんです。我々にもそれをして、この時

点でも出していただきたいぐらいなんだけれども、

それをしていかないといけないと思うので、それ

を、ちょっと仕事がふえて申しわけないとは思い

ますけれど、そういうのをちゃんと整備していた

だいて、早い段階で市民の方々への正しい情報開

示を、現時点での言える内容で、後々また、ちょ

っと少し中身は変わりますけどという内容でも、

やっぱり早いうちにやるべきだと思いますので、

そこをしていただくのが一番得策かなというふう

に思いますから。ぜひよろしくお願いいたします。 

○企画政策課長（上大迫 修）実は、この数字

を出す出さないの部分等については、かなり提案

の部分とリンクしておりますので、私ども慎重に、

ただ、落口委員言われるとおり、きちっと住民の

方々に誤解を招かないような広報が必要だという

ふうに思っておりますので、広報紙等も通じまし

て周知を図っていきたいなと思っております。 

 なぜ、その数字に捉われてしまうのかと申し上

げましたのは、６,０００平米で、簡単にいえば、

平米６０万から１００万という形にしますと、面

積は確保した上で、面積を７,０００と提案される

方もおられるかもしれません。逆に６,０００ぎり

ぎりの提案の中で、ホールのグレードを上げたり、

いろんな調整したり、共有な部分等知恵を出して、

よりコスト的な効率性というのがありますので、

こことこれでこんなものだったという形の既成の

要件を与えるべきではないという考え方も一応持

っておりますので、先ほど言われた落口委員の分

については意見としてお伺いして、ただ、住民の

方々にその事業としての周知を図る、理解を求め

るといった部分については、その対応をする考え

方で進めたいというふうに思ってます。 

○委員（石野田 浩）情報の開示をするのは、

私も本会議でも言いましたけど、例えば、これに
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応募していただいて、決定するときに、どういう

形でそれを決定するかという中身的なものも提案

されてきてからでいいんだけども、何社か。どう

いうのが基準で、そうなりますよとかいうふうも

のを教えてもらったり、公開してもらったり、そ

れから、例えば提案がいろいろ各社違うと思うん

ですよね。違う中で、このＡ社のこの部分はいい

ね、Ｂ社のこの部分もいいね、そういうのを例え

ばかみ合わせて、変更してもらってやるという方

法も考えているんですかね。どうなんですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）私どもの説明の

ほうがちょっと足りなかったとおわび申し上げま

す。 

 募集を開始するに当たりましては、サービス対

価、建物をつくるとき、運営する全体の額をオー

プンにします。これが私たちがお支払いできる上

限ですという形のをしますので、それ以下で出て

くると思います。それと、そのときの、同時に提

案されたものについては、どのような区分の項目

で、評点をこのようにしますという評価基準とい

うのを示しますので、こんな評価がされるという

ことは、当然に事業者の方わかった上で提案とな

ります。 

 そして、Ａ社、Ｂ社の混合の話がございました

けど、基本的には設計から運営まで、それ一つ完

成されたものがＡ社の提案、またＢ社の提案とあ

りますので、これをあわせて調整するということ

は、手法的に難しゅうございます。なぜ難しいの

かといいますと、全体として提案したのに、いい

ところだけあわせてすると、自分が考えたアイデ

アというのは、もう資産なわけです。それをもう

簡単にいったら、オープンにして、やったりとっ

たりしてしますので、これはちょっと難しいとい

うふうに考えております。ですので、設計から運

営全体に関しましての全体がその提案の個別です

ので、これは混合はいたしません。 

○委員（石野田 浩）それはＡ社、Ｂ社まぜて

しなさいという意味じゃなくて、例えばＡ社なら

Ａ社に決まったときに、その提案されたものが決

定的なのか、それとも、あるいは議論の中で修正

したり、もうちょっとこうしてほしいなという範

囲のものが認められるのかどうかということです。 

○企画政策課長（上大迫 修）仮にＡ社の中に

決まったときに、私どもが具体的に提案されたの

はこうでしたねと。要求水準に要求したのはこう

でしたねと。具体的に図面を書いたときに、要求

水準の中で、少し違うのではないかといった部分

等については、協議の中で整理をする部分等あり

ますけど、基本的に形をがらっと変えるとか、そ

ういうことはちょっと難しいと思います。ただ、

こちらが要求したのに対して提案して、それを了

としてますので、要求した性能や基準が満たされ

るか満たされないかというのを図面で確認してい

ったり、動線等チェックしていったりするときに

は、それ相応の作業は発生するというふうに考え

ております。 

○委員（石野田 浩）せっかく大金をかけて、

それこそ思い切ったような事業やるわけですから、

そこに結果として、悔いのないようにやるために

は、見えてきたものが本当に自分たちが計画した

ものとぴたっと来るのか、あるいは見せてもらっ

たものに、より効果的なものは何かないのかとい

う議論もされたほうがいいと思うんですよ。予算

が変わるとか変わらないとかということもあるで

しょうけども、その辺じゃなくて、Ａ社がいいよ

と決まったときに、でもここをちょっとこうして

ほしいなとかいうものがないと、やっぱり完璧じ

ゃないんじゃないかなというふうに思うんですよ。

ほかのやつを見たりするから、そうなるのかもし

れんけども、その辺も十分検討されて、そして正

式な契約を結んでもらって発注してほしいと。い

いものができ上がって、市民も、ああ３７億、こ

れならいいやと思われるような施設をぜひつくっ

てほしいと思うんです。要望です。 

○企画政策課長（上大迫 修）私ども、今から

最終的に４月末の要求水準書募集に向けて詰めて

まいります。これまで住民の方々にいただいた意

見等も頭に置きながら、要求水準書を整理すると

いうことのお約束になると思います。 

 さらに、事業者の選定を基本的に非公開、結果

としての公表になりますけども、住民の皆さんに

は、この要求水準で、こういう提案があって、こ

の方を選定しました。この方が指名した内容はこ

ういうものでしたということの周知は、恐らくス

ケジュール的に言いますと、平成２９年１０月以

降に示しできるものというふうに考えております。

細部の部分等につきましては、契約でございます

ので、契約の中でできる範囲については詰めるべ

きだと思っております。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 
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［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 それでは、これで休憩をいたします。 

 再開はおおむね１時といたします。 

          ～～～～～～～～～ 

          午後０時   休憩 

          ～～～～～～～～～ 

          午後０時５８分開議 

          ～～～～～～～～～     

○委員長（下園政喜）それでは、休憩前に続き、

会議を開きます。 

 一応コンベンションホールを委員外も済ませて

から、また新しく再度開いていきたいと思います

ので、協力お願いいたします。 

 委員内のほうから質疑ありませんか。 

 コンベンションに限りです。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）委員内の質疑は尽きたと

認めます。 

 それでは次に委員外の質疑に入ります。 

○議員（森満晃）済みません、この維持運営費

について、これは１億２,０００万というのは年間、

これを上限ということで、これはもう業者のほう

に、これはもうないでということだろうと思うん

ですけれども。今、こちらのほうの資料の案の考

え方について、今の文化ホールについてはあるん

ですけども、あとの増額の７,０００万については、

もうその業者の中で、それぞれ業務費、委託費、

修繕費、その中で、もう振り分けてくださいよと

いうことでよろしいんでしょうか。 

○企画政策課長（上大迫 修）提案に当たりま

しては、私どもがサービス対価の上限額というこ

とで、２０年間でこれだけという形でしますので、

その範囲内で、事業者の方が提案するときに、こ

れだけかかりますという形で示していただくこと

になります。 

○議員（森満晃）わかりました。それでもう

１点、全体的なことなんですけども、今、薩摩川

内市の若者が定住する、そういった中で、若者も

集まるそういう施設も必要なのかなと思う中で、

これは全く考えがあれなんですけども、いろんな

そういうコンベンションだとか、そういう部分も

あるんですけども、何かそういうラウンドワン的

な、本当にこの北薩地域で、薩摩川内市に周りか

ら集まるような、集客できるような、そういう本

当に若い方々が、本当、薩摩川内市で遊んで、い

ろんな観光を回ってというような、そういうのの

発想だとか考えは今まで検討されなかったのか。

お願いします。 

○企画政策課長（上大迫 修）私ども民間収益

施設におきましての考え方をまず説明させていた

だくと、基本構想にも書かせていただいたり、募

集要項の要求水準の案にも書かさせていただいた

とおり、コンベンション機能を補完するというこ

とで、機能的な標準まちでしてありますので、そ

この読み取りの中で、レクリエーションに近いも

の等が、提案があるとすれば、それは提案を見て

みたいというふうに思っています。 

 コンベンション施設の側でいいますと、それぞ

れホールとか会議室とか要求しておりますし、そ

の他の各種センターについても、行政が運営して

いく形でありますけど、情報提供とか市民交流み

たいな、その使い方としては、民間の事業者の

方々が提案される際に、そこの使い方としては、

ひょっとしたら、こういう憩えるようなスペース、

もしくは情報が発信できるようなスペースとかい

った形で提案いただくことは、募集のときに提案

は受けますよという形にしたいというふうに思っ

てはいます。ただ、基本的な機能のこれだけ不可

欠として入れてくださいねということについては、

もう構想で示させていただいた範疇になりますけ

ど、意見は受けていきたいと思います。 

○議員（成川幸太郎）これ、一般質問でも聞い

たことだったんですが、一応７,０００万から１億

２,０００万にふえているわけですけども、文化

ホール機能を質的に強化ということなんです。

７,０００万のときにも、当然コンベンション施設

の６,０００平米について算定された７,０００万

だったと思うんですが、この５,０００万ふえた分

の大きなこの新規の中で、移動式の観覧席点検業

務委託とか、これの運営の費用がかなり違うんじ

ゃないかと思う。ここでどれぐらい見てらっしゃ

るんですか。 

○企画政策課長（上大迫  修）ちょっと

７,０００万と１億２,０００万の話になっており

ますので、これまでの経緯を少し説明させていた

だきますと、基本構想を定め、国のほうに申請を

させていただくときは、最終の意思決定につき、

文化ホール機能を統合するというのはありました

けども、基本的に建物の規模を６,０００平米とい
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う枠内の中で、機能的な使い方ができるとしてお

りましたので、あくまでも、この７,０００という

数字は、今の文化ホール機能に４,０００平米分の

６,０００平米という計算式というか、例示適用の

中でしてありますので、そこからふえた部分につ

いての説明というのはなかなか難しいんですが、

今、成川議員言われました５,０００万円に対して

１億２,０００万になったふえる部分については、

先ほど示していただいた中で、提案にもよるわけ

なので、個別にそこの額は幾らかとは言えません

けど、いろんな設備の関係の経費というのは相当

額、補修の部分としてはふえているという形であ

ります。提案のものによって、ここの幅というの

もちょっと違いますので、個別この業務で、今ゼ

ロ円だったのが幾らになります。もしくは、今、

文化ホールで舞台運営が幾らだったのが幾らにな

りますというのは、ちょっと言えない状況です。 

○議員（成川幸太郎）どっちにしても、

６,０００平米のときに７,０００万円という見積

もりだった。単純に平米、割って掛けたというこ

とだったということですけども、いきなり、見積

もってみたら５,０００万もふえたということでの、

私、きょうの新聞にも書かれて、納得、みんなの

納得性出てくるのかな。平米数変わらない、文化

ホール機能をつけただけで５,０００万ふえるとい

う要素が何なのかというのを示していただかない

と、皆さんには納得性ないと思うんです。 

○企画政策課長（上大迫 修）ストレートな回

答にはなりませんけども、先ほど追加でお示しさ

せていただいた企画経済委員会資料の中の増額分

というのは、面積４,０００平米が６,０００平米

になるときに増額分というのは相当額見込んでご

ざいました。ただ、新規というふうに書いてある

部分等については、その７,０００万という概略の

説明をさせていただく構想段階、もしくは計画書

段階の７,０００万というのに新規は入っておりま

せん。なおかつ、特に私どもが計画から本日まで

の間、また一般質問までの間に精査といいますか、

イメージに注視しておりましたのは、特に運営に

かかわります人的等な部分等を見きわめるという

ことで、ここの部分等がふえた中の、特に新規の

部分で、人件費等の部分等が一番イメージとして

はふえた要素になるというふうに思っております。

それを個別に、これで積算できるというのは、ち

ょっと申し上げられない。 

○議員（松澤 力）私もちょっと、今成川議員

の質問に関連してなんですけれども、ちょっと部

分的なことで済みません。移動式の観覧席という

ことで、これは決まってないのかもしれないです

けども、いろいろ御意見の中では、当然この点検

とか、いろいろ故障したときの費用がかさんだり

ということで、移動式がいいのかという意見も出

るかとは思うんですけども、このあたりの電動式

の、このイメージの図でも、全て電動式の移動席

になってるんですけど、このあたりのメリットと

デメリットというところで、どういうふうに検討

されていらっしゃるかというところをお伺いでき

たらと思います。 

○企画政策課長（上大迫 修）コンベンション

の構想から機能的な統合という話に、時系列に並

んできておりますので、移動式の観覧席等につい

てのメリットは、平土間で１ ,０００人なら

１,０００人という、平土間をきちっとそういうス

ペース的に確保できて、用途によって、椅子を出

し入れできますので、多用途にその平面が使える

といった形のメリットはあります。逆にデメリッ

ト、極端にいうと、固定席にすると使い勝手は落

ちますけど、メンテナンスの費用は、ある意味か

からないという形がありますので、それを限られ

た場所、それと限られた財源、使い方等考えたと

きに、平土間で多用途に使うために、そのロール

バッグといいますか、移動式観覧席を入れたほう

が、全体としての使用上の多様性と効率性は上げ

られるというふうに判断したところでございます。 

○議員（松澤 力）そうですね。いろいろ検討

があると思いますので、また、最終決定の前には、

またいろいろほかの施設等とか、いろいろ事例も

見ながら、ぜひ慎重に決定していただけたらとい

うふうに思っております。 

 以上です。 

○議員（井上勝博）幾つかまとめて、一つは、

ＳＰＣは、最初の話では、ＰＦＩ事業でしたので、

自分の資金を使って事業を行って、そして後でコ

ンベンション部分だけを２５億円で市が買い取る

という話だったんですが、年度ごとの出来高に応

じて発注するということになって、少しそこら辺

が変わってきているんですが、そこら辺の経過と

いうのはどういうことなのかということが一つ。 

 それからＳＰＣは、調査設計から管理運営まで

を行うわけで、この図面を見ると、今までの自治
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体がやっていた仕事を事業者に任せるようなイ

メージになります。これは。こういう感じになり

ますよね。だから、このＳＰＣは、その要求水準

に対して、少なくとも基本設計部分ぐらいは示し

て、Ａ、Ｂ、Ｃが基本設計みたいなのを示して、

そして審査委員会で審査するというふうに思って

るんですが、そうすると、基本設計をＡ社、Ｂ社、

Ｃ社というのは、調査設計まではやって、基本設

計を提案すると。そうすると、Ａ社が落札したと

いうふうになると、Ｂ社、Ｃ社は、調査設計費用

は自社持ちということになると思うんですけれど

も、そういう考え方になるんだろうかと。そうす

ると、ある程度の資金を持った会社しか応募がで

きないということになると、市内の業者で勇気を

持って、私もというふうになるのが難しくなるの

ではないかというのが二つ目です。 

 それからＶＦＭについてなんですが、私は、も

うこの図面を見て、この設計会社に発注して落札

する、建設会社に発注して落札する、管理会社に

発注して落札する、そういう入札、落札というの

を繰り返す部分がコスト削減になるのかなという

ふうに単純に考えてたんです。これＳＰＣが全部

それをするわけだから。だけど、それ以外にコス

ト削減となるとしたら、どんなところがコスト削

減というふうになるのかということを教えていた

だきたい。 

 それから、仮に３７億円ということで、今回は

そういうふうになりましたが、突然、文化ホール

部 分 が １ , ０ ０ ０ 人 以 内 と い っ て た の が

１,０００人以上というふうになって、そんなに簡

単に変更できるんだろうかというふうにちょっと

不思議に思ったんですよ。だから、要求水準とい

うのは、勝手ですよね、いわば。家を人が建てる

ときには、ここはこういうふうにしてほしい、こ

ういうふうにしてほしいというふうに業者と交渉

するときに、業者は、いや、それじゃあこのお金

ではできませんよというふうに言うじゃないです

か。もうちょっと、あと１００万ぐらい上積みし

てくださいよと。そんな話になるじゃないですか。

１００万上積みするのかどうかということで考え

たりするわけですよね。しかし、３７億円という

ふうに決めてやって、要求水準は、そこはできま

せんよねと。そんな簡単にはできませんよねと。

先ほど、平米当たりが６０万から１００万とおっ

しゃったんで、ちょっと計算すると、３７億とい

うのは、いわば最低レベルということになります

よ。業者もそう受けとめますよね。そうすると、

ここはちょっとできませんよね、要求水準はやる

けれども、それなりのものしかできませんよねと。

あと１０億出せば、このぐらいまでできるんです

がねとかいう話になって、その要求金額がつり上

がる危険性はないのかということを知りたい。 

 それから五つ目、文化ホールを移転するわけで

すから、これは、これ自体が重要課題だと。だか

ら利用者の意見をよく聞いて、よく検討する。移

転する、移転そのものですよ、今、市場を移転す

るかどうか東京でやってますけども、移転するか

どうか自身は、そこの地域の交通状況とかという

のもあるわけですから、そこの検討はきちっとさ

れたのか、突然文化ホールが移転というふうにな

ってるような印象を受けます。 

 以上です。 

○企画政策課長（上大迫 修）五つの項目をい

ただきましたので、井上議員にお答え申し上げま

す。 

 まず、１点目なんですけども、３７億の施設を

要求しまして、民間のほうが自己資金で調達をし

て、物をつくっていくという形で、つくった後に

一括買い取りという形のイメージをしておりまし

たけども、現実いろいろ精査していきますと、民

間の方が市場から一括調達して、でき上がったと

きにするというよりは、うちの契約の中でも、前

金であるとか出来高であるとか、そういう資金の

調達を、支払うことをやったほうが民間の事業の

参画が得やすい。そういったことのほうがファイ

ナンス的には一番いいだろうというのが答えです。

なので、一括ですることもできないことは思って

おりますけれども、そういう事業の手上げとかい

ろいろ考えましたときに、その手法でさせていた

だいたと。そのほうが提案があるだろうという考

え方です。これは、いいほうに進んでいるという

ふうに私ども思っております。 

 設計から管理に至るまで、一つの業者にお任せ

をしたときに、提案時点で、基本設計までＳＰＣ

がそれぞれ書くのかということですけど、基本的

には、図面の書き方はありません。簡略なもので

す。それは、例えば提案するといっても、過度に

２,０００万も３,０００万もかかるような図面を

書かせて、採択、漏れましたよという形にはなり

ませんので、最低限、その設計の考え方や要求水
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準がチェックができる部分までの作業を全てして

いただいて、その経費は応札といいますか、提案

される方がそれぞれのコストとして飲み込んでい

ただくような形に考えております。よって、仮に

何万円かかかった場合については、それぞれ、提

案される方は同じように、そういうコストをかけ

て提案いただけるという形でございます。これは

ＰＦＩとかプロポーザルにおいても、大体一般的

にはなっているというふうに考えております。 

 それと、そういうふうに設計から建設、運営ま

で一括して出すと地元の事業者が入れないという

ことの部分等はございますが、今回、私どものほ

うは、設計から運営までの全てのノウハウを持っ

ておられる事業体としてしておりますので、民間

の事業者の方々がそれぞれの思いや考え方の中で、

仕組みとしては、ＳＰＣに出資されるなりの構成

員でありますとか協力会社といった仕組みは、そ

こにございますので、それぞれ御判断いただけれ

ばというふうに思います。こちらのほうがどうこ

うしてほしいということは、募集の作業の過程で

もございますので、御容赦ください。 

 それとＶＦＭで、どんなところに削減が及ぶの

かということにはなるんですけれども、使用発注

の場合でいいますと、設計でしたら、ここを手直

しして、建設にいったら、ここを手直しして、運

営にいったら、ここに問題があるからということ

でいきますと、経費的には、一般的にふえる方向

に働いています。設計、建設、維持管理、運営と

いう過程では、全てその見込みの数字のほうがふ

えてまいりますけど、ＰＦＩの場合は、整備費で

幾ら、運営費で幾らという上限をはめた中で、ノ

ウハウで競いますので、それ以上の額は応札でき

ません。提案はできません。よって、井上議員が

ちょっと勘違いされているのではないかなと思う

んですけども、１,０００万というふうに示して、

それにされた方と交渉始めたら１,１００万になる

ということはありません。募集要項の時点で

３７億、２０年間で何億円という形の全体の上限

を、サービス対価の上限を決めると、その枠内で

しか提案がされないという考え方でございます。

ただし、市長が申し上げておりました議会の議決

を得て契約をした中で、インフレ措置であります

とか、物価が上がって資材調達ができなくてとか

いろんなことありますよね、そんな部分について

は、契約の中で、事業者さんに全てリスク負わせ

るわけにいきませんので、そういった社会的要因、

経済的要因で振れた部分については、何らかの救

済が必要だというふうに思っております。なので、

ＰＦＩというのは、性能発注として、サービスの

上限額を示していますので、交渉しては要っただ

け、経費は上がるという考え方は間違いで、そこ

が従来の仕様発注よりはすぐれている点だという

ふうに考えていただければ。 

 それと、どんなところでコスト削減ができるの

かというと、今まで、公共事業でいいますと、建

物の設計をして、運営は別の業者となりますと、

運営のことを考えて設計をしたり、動線のことを

考えて設計したりという、全て、コストがここま

で図れるような環境を設定するとかいったものま

で全部考えて、設計から運営までしますので、そ

ういった部分では、はるかにＰＦＩというのは、

従来の公共事業方式よりはすぐれてて、そこの部

分で、コストのほうがアイデアとしては出せると

いう形になって、数字として見るときに、全体の

ライフサイクルコストで比較をしたときに、ＶＦ

Ｍが出るということなので、現状、私どものほう

も、構想段階でも、その数値は出ておりますので、

コスト的にも品質的にも、従来の設計するよりは

すぐれているというふうに考えております。 

 それと、今ちょっとまとめて言いましたけれど

も、議員のほうに、先ほど例示として申し上げま

した平米の６０万、１００万という話がありまし

たけれども、私どもが３７億で示すといったとき

に、それで薩摩川内市が考えている施設としての

水準や、維持管理についての水準ができるのかで

きないかというのは、私ども、ＰＦＩ支援業務を

外にも出しておりますので、専門的に知見のある

ところで、薩摩川内市が要求する、この要求水準

としては、アイデアをもらうにしても、この数字

の大きさで大丈夫ではないかということはチェッ

クはしております。なので問題はないというふう

に思います。この点は、先ほど委員であります落

口委員のほうからあった部分も、外部の、いろん

な私どもも調べた上で、上限として示すことで、

十分に提案が出てくる上限額の設定であるという

ふうに考えております。 

 文化ホールの移転に関しての部分なんですけれ

ども、文化ホールにつきましては、確かに２８年

度長寿命化の調査をし、エレベーターの設計まで

させていただきました。出てきた答えが、これか



－29－ 

ら３０年近く持たそうとすると、１６億近くのお

金がかかるということもあり、また、古くなって

いるがゆえに、それだけで済むのかという形もい

ろいろありましたので、機能統合したということ

でございます。もし仮にその作業を、長寿命化の

ものができないとすれば、違った議論には多分な

ったのかもしれませんけど、ただ、文化ホール、

公共施設の再配置の方針というのは、基本的に

１月に財産活用推進化等含めて、全体、市が抱え

ています公共施設のほうをどのように整理をする

のか、文化的な施設、教育的な施設において、老

朽化したものは、機能統合において、その機能を

確保していくんだよといった形の方針をしており

まして、数字的に見たときに、３０年、１６億、

毎年５,０００万近くかかるというのを総合的に判

断して整理したもので、このような状況下におい

て、文化ホールを移設すべきかどうかということ

を新しく施設をつくるような感覚で整理ができる

ものではないというふうに考えてございます。当

然に、コンベンションがスタートして、文化ホー

ルの機能入れるわけですので、その時点で駐車場

の問題や利用者に対する配慮、品質的な確保とい

ったものは、これで対応しますよと、これまで申

し上げておりますので、その機能統合の時点で、

その部分だけを切り取って、住民の方々のほうに、

どうすべきかああすべきかという話は、なかなか

難しい点だったろうというふうに思っております。 

○議員（井上勝博）今年の１０月には市民に示

せるだろうとおっしゃったんですけが、そうする

と、ＳＰＣが決まり、簡単な図面が決まるという

ふうに考えていいのかと思うんですが、市民はそ

れで本当に納得できるかなと、その要するに使い

勝手、いろんな意味で文化ホールをつくるわけで

すから、これまでの文化ホールと比べて、本当に

いいものができるのかどうかということについて

は、市民は、やっぱりそこを注目すると思うんで

すけれども、そういう簡単なもので、本当にでき

るのかというのは、ちょっと心配なところが私は

あるんです。その辺については、どういうふうに

お答えされるのだろうかなと思うんです。 

 以上です。 

○企画政策課長（上大迫 修）文化ホールの機

能統合について納得した議論になってないのでは

ないかということでは、井上議員から御指摘いた

だいたわけですけれども、私どものほう、コンベ

ンションの議論を川内駅駅東口で始めてきて、文

化ホールの老朽化から機能統合したほうが全体と

しての利用でありますとか、文化的な需要は確保

できると、そのために要求水準書をきちっと書い

て、多くのアイディアをもって、その品質を確保

していくということですので、その作業の工程と、

決まった段階において、こういったことができま

すよときちっとお知らせすることで、住民の理解

が得られるというふうに考えてございますし、当

然に利用していただく際の問題点等については、

運営は任すといえども、市の施設である以上、関

係者のほうと議論を深めて、こんな利用ができる、

こんなことに心配が要らないような形でやってい

くんだよといったことは調整をさせていただきた

いというふうに思っております。 

○企画政策部長（末永隆光）済みません、いろ

いろたくさんの御意見、貴重な御意見いただきま

してありがとうございました。 

 ＰＦＩ手法、薩摩川内市でもこれまでやったこ

とのない手法で、今回このコンベンション施設を

整備してまいります。姿、形が見えない中で、数

字だけが先行しているような感じがいたしまして、

それが市民の不信感といいますか、よくわからな

いということにつながっているんじゃないかとい

うふうに感じております。今後、機能部分も含め

てコンベンションの必要性、それから整備費、維

持管理費の考え方、それから文化ホールとの機能

統合の件、それから２５億円の使い方の件、それ

からＰＦＩ手法という、これまでなかったこと、

それから今後のスケジュールも含めて市民にわか

りやすく、４月の広報にこういったものを盛り込

んだ内容で広報していきたいと思いますし、いろ

んなあらゆる機会捉えて、出前講座等で市民に理

解を進めてまいりたいと考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

○企画政策課長（上大迫 修）手短に。募集ま

でには、本日お話をしました整備費の３７億、単

年度で示しました１億２,０００万円という数字に

ついて、さらに精査を重ねた上で作業を始めさせ

ていただきたいと思います。なお、個別に申し上

げられませんでした、その平米あたりの金額等に

ついては、提案の方向を促進したりとかする話が

ありますので、御理解のほどをよろしくお願いい

たします。 

○委員長（下園政喜）それでは、コンベンショ
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ンにつきましての質疑を終了したいと思います。

それでは、元に戻しましてコンベンション以外に

つきまして、質疑に入ります。 

 質疑を伺います。 

○委員（中島由美子）結婚新生活支援補助金で、

なかなかまたいいアイデアなのかなと思いますが、

市民課が中心となって婚姻届を出された方に対し

て、このお知らせをしていくということなのかと

いうことが１点。 

 世帯所得が３４０万円未満ということですから、

所得証明というんですかね、何か源泉徴収なんで

すかね、何かそういう書類も必要なのかなと、思

ったときに、もう少しどんな書類が必要なのかと

か、個人情報に係るような問題でもあるのかなと

思うんで、その辺どんなふうに考えていらっしゃ

るのかなというのをお聞きしたいのが１点。 

 それでは、２点目に、ふるさと納税で一生懸命、

私も提案してきて、大分金額が上がってきて、目

標額が最初は６,０００万円とおっしゃったのが今

回４億８,３００万円ですかね。そんなふうになら

れたわけですけれども、目標額をここまで上げて

こられたいきさつというか、そういうものをちょ

っとお聞かせください。 

 それと、返礼品を５割に、半分ということで返

されてて、地域として、ウナギと甲冑も出たとい

うことでしたから、それので少し地域活性化にや

はりつながった部分というのがあるのかどうかで

すね、経済効果というのをどの程度とらえておら

れるのか、そのあたりをちょっとお聞かせくださ

い。 

○企画政策課長（上大迫 修）結構、生活支援

の制度につきまして、つい先日、国のほうから、

国が設定した制度の要綱とか出ましたので、それ

に基づいて作業を進めてまいりますが、基本的に

は申請主義になっておりますので、皆さんにお知

らせをして、必要な書類等を上げていただくとい

う形になります。その中には所得を証する署名、

もしくは住宅を借りられたときの敷金の領収書で

ありますとか、引っ越しの領収書でありますとか

いうのもありますので、十分な措置を図っていき

たい。 

 先ほど市民課のというふうに中島委員のほうか

ら御指摘いただきましたとおり、一番最初にそう

いう方々に接するのは市民課ですので、私どもが

お願いをして、婚姻届に来られて、住民票を薩摩

川内市に置いておられるような方については、こ

ういう制度が今後できますよということを周知し

ていただきますし、私ども、これまで１月以降に

住居を構えて婚姻届を出してこられるような方々

も基準日としていろいろ動きがありますので、基

本的には、１月以降に家を借りたりする人も、婚

姻届を出すという条件がつけば適用になるという

ことでありますから、既に１月時点で住民票を移

しておられる方も申請できる方になる可能性があ

ります。そこら辺につきましては、４月以降のお

知らせ版等できちっと制度の周知を図っていくこ

とで、今、申請主義なので、送りつけてという形

はなかなか難しゅうございますので、それぞれ漏

れがないように周知を徹底させていただくことで

対応していきたいというように考えております。 

 ふるさと納税の目標の設定につきましては、実

際の作業を進めております主幹グループ長おりま

すので、説明させていただきますが、活性化につ

ながった部分がどうかということについてなんで

すけども、今回、市のほうでまたいろんなサイト

を使って実際に物が売れているというか、返礼品

として半分といっても１億数千万円のお金が出て

おりますので、そういった部分では、やはり地元

の製造販売をされている皆さんのほうには効果が

あったと思っております。直接的な効果のほかに

もこういった商品のＰＲをすればこういった部分

が売れるんだなという経営上のノウハウの点でも、

また在庫管理等の経営上の手法についても経験値

となったのかなというふうに考えておりますので、

ただ、具体的な数字として波及効果がここまでで

した数字は持ち合わせておりませんの、今後、い

ろんな事業所の方と話をする中では、そういった

ものもわかるようにやっていけたらお互いに成果

が目に見える形として形に残ると思っております

ので、研究させていただきたいと思います。 

 数字のほうは。 

○企画総務グループ長（上園哲也）ふるさと

納税の御質問がございましたけれども、今現在、

ふるさと納税のインターネットサイトは三つ使っ

ております。 

 もともと使ってたふるさとチョイス、それにＡ

ＮＡと楽天を本年加えさせていただいたというこ

とでございますけれども、それぞれのサイトでそ

れぞれ特徴がございます。 

 例えば、ふるさとチョイスだと、ふるさと納税
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という意味がわかってて、趣旨がわかってて寄附

してくださるのがふるさと納税。楽天は、完全に

カタログショッピングであるという形で、それぞ

れのサイトの特徴がございます。その特徴に合わ

せて売れる商品についても、それぞれこのサイト

ではこれが売れて、こっちではこれが売れててい

う形がございますので、今月の頭に、今、ふるさ

と納税に取り組んでいただいている事業者さんと、

あと、新規でふるさと納税に取り組みたいという

事業者さんたちに声をかけてですね、事業者の説

明会をいたしました。その中でもそういうお話を

させていただいて、来年度以降、私どももですけ

れども、それぞれの事業者さんと一緒に取り組ん

でいきましょうということでお話をさせていただ

いたところでございます。 

 来年度の予算の４億８,０００万円ですけれども、

今議会の中でも回答させていただきましたけれど

も、１１月、１２月で８割ぐらい、残りの１０カ

月で２割ぐらいという形で、今年度の実績をもと

に計算をしたところでございます。 

 それと、最後に、地域経済についての御質問が

ございましたけれども、本年度、熊本地震があっ

て、聞いてみますと、やはり地震の影響はすごく

大きかったという市内の事業所の皆さん方のお話

がございました。 

 そういった中で、今回、このふるさと納税で、

ある程度金額が伸びたというのは非常にありがた

かったという事業者さんたちの御意見もいただい

ているので、地域貢献には寄与できたのかなとい

うふうには考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（中島由美子）結婚新生活支援補助金に

ついては、１月の方からということなので、結構

いらっしゃるのかなと、相談に何件かありますか

ら。しっかり広報に漏れがあったりすることがな

いように、喜んでもらえる方が少しでも多いほう

がいいかなと思いますので、よろしくお願いしま

す。 

 あともう一ついいですか。 

 婚活支援事業補助金ですが、イベント主催者へ

の補助ということで、ちょっと質問が違うかもし

れないんですが、商工会議所なのか、あそこが中

心となってヨルセンというのをやってますよね。

そうしたときに、未婚の男女が対象なんですが、

ちょっと御意見をいただいたんです。 

 未婚の方々はなかなか結婚申し訳ない言い方か

もしれないんですが、結婚できない方々が中心に

なるんですが、なかなかそういうとこに出張って

いかないからやっぱり結婚してないんだよという

話で、結婚された方と一緒に寄ってすると、もっ

と参加がしやすいんだけどもという声があるんで

すけど、その辺、検討されていかれないんでしょ

うか。 

○企画政策課長（上大迫 修）ちょっと難しい

ところでありますが、企画政策課のほうで婚活と

いう補助金を２８年度からさせていただいている

んですけれども、確かに、参加される方々が積極

的に参加しないといけないとなるんですけども、

私どもは、その人たちが参加しやすいようなイベ

ントをいろんな場所でつくってくださる方に支援

をしてますので、制度を使っていろんなことをさ

れる方々がですね。いいろんなネットワークを通

じて、もしくはお父さんやお母さん、そのような

方にも働きかけてでもそこに出ていくように仕掛

ける部分というのは、私どもも主催者のほうにも、

こういったことはできないのかという要請はでき

るんですけども、市のほうが積極的に引っ張り出

して、市が婚活イベントを企画しているというの

は、今、薩摩川内市では考えておりません。 

 ただ、他の地域で、町や村が主催するような婚

活イベントとかもあったりはするんですけど、そ

こまでの取り組みは今ございませんので、御指摘

の部分については、私ども、主催をされる方々に

ですね、皆さんが出てきやすいようなイベントを

数多く企画いただきたい。それもヨルセンもその

一つだと思ってますので、その辺に取り組みさせ

ていただきたいと思います。 

○委員（中島由美子）主催者のほうにしっかり

伝えていただいて、より多くの人たちが参加でき

るようにしていただいたらまた違ってくるのかな

と思いますので、その辺お願いします。 

 女性団体でやってるほうは、本当におせっかい

なおばちゃんたちがはいっぱいですね、本当に半

分無理やりいったらいけないけれども、募集をか

けて、結構な方が集まってきてて、何とかか参加

するんですけど、成立して帰っていかれるんです

ね。それが結びついていくかまでは把握はしてな

いんですけど、おもしろいことをやってるなと思

ってますので、いろいろアンテナを張りながら、

多くの人たちが結婚したいなという方々はたくさ
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んいらっしゃるだなというのは思っておりますの

で、楽しいイベントがたくさんできるように、い

ろいろな主催者が出てきてくれることを願ってお

ります。 

 以上です。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はございますか。 

○議員（坂口健太）大きく分けて２点質問をし

たいと思います。 

 一つは、小さな拠点形成の推進についてお伺い

したいと思います。 

 一つは、中山間地域等の集落生活圏においてま

ず調査をしていくということでしたけれども、ま

ず、この対象となるのは市内全域なのか、例えば

旧４町４村なのか、それを教えてください。 

 あと、モデル地区を選定するということだった

んですが、これは幾つか選定するのか。例えば、

一つなのか、二つなのか、三つなのか、それを教

えてください。 

 大きく分けて二つ目です。奨学金返還支援事業

についてですけれども、私、一般質問でも質問を

しましたけれども、幾つか細かく聞きたいことが

ありまして、まず市内外の大学と職業能力開発短

期大学校に限った経緯といいますか、趣旨という

か教えていただきたいと思いまして。 

 やっぱり市内でも例えば看護専門学校であった

りで学んで、だけども、市内の病院に就職せずに

外に出ていったりというケースもあったりするの

で、なぜ大学に限ったのかというところを教えて

いただきたいと思います。 

 以上です。 

○企画政策課長（上大迫 修）小さな拠点形成

事業についてであります。 

 調査の対象は、基本的に全地域を対象に、どう

いったところでそういう影響が出るというか、懸

念される地域があるのかということからスタート

させたいと思って、周辺部に限った話ではありま

せん。 

 それと、モデル地区につきましては、やはりモ

デルということなので、提供する地域運営組織の

めどが立つようなところ、もしくは今後早くそう

いった議論をしないといけないところを選び出す

という形で考えておりまして、恐らく二つ前後か

なというふうに思っております。 

 同時に、三つ、四つとか動かせる部分がなかな

か難しいと思いますので、確実に二つ前後のとこ

ろでこぎつけた上で、それを広げていきたいとい

う考え方です。 

 それと、奨学金につきましては、大学等に絞り

込んで、専門学校でありますとか、短大生みたい

なところについては入れなかったのかということ

なんですけど、国・県等の奨学支援制度におきま

して、四年制大学を基本とする中、市内の純大さ

ん、ポリテクさんとかあってましたので、そこを

軸に話をしております。いっぱい集まる中でもお

話がありましたとおり、今後、短大、高専もしく

は専門のところまでどういうふうに対応していく

べきなのかというのを見きわめていきたい。 

 特に、四年制大学で地元のほうにＵＩＪとか直

接で就職される方というのはやっぱり職種が限ら

れたり、雇用の対象が専門学校もしくは短大、高

専のレベルという形のものがあるとするとミスマ

ッチが事業者と生じてきますので、そこのところ

は今後の整理をさせていただきたいというふうに

思っています。 

 議論をした後、四年制大学を起点に考えて、す

そ野を広げていくという考え方でおりますので、

一挙にそこまで行けなかったということですから、

議論をさせていただきたいと思います。 

○議員（坂口健太）ありがとうございます。 

 あともう１点ですね、別の観点から質問させて

いただきたいんですけれども、結婚新生活支援補

助金について、この制度自体は、例えばいずれか

の結婚される男性か女性か、今、この薩摩川内市

内に居住をしている方なのか、もしくは、例えば、

結婚をしてすぐ川内に入ってきた方が対象になら

れるのか、引っ越してこられた方が対象になるの

かといったようなこともちょっと御説明をいただ

ければと思います。 

○企画政策課長（上大迫 修）制度の施行を

４月から考えておりますので、４月から３月の間

に婚姻という届け出がなされて、住所としては、

新たに薩摩川内市に入ってこられて民生委員の方

がおられて、結婚された方が市外から入ってこら

れる場合もありますし、最初から両方とも薩摩川

内市におられて場所が移るという形もありますの

で、結婚という手続やその確認が４月から３月で、

その間の住所の移動については両方もあるし、片
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方もあるし、両方とも市内におられる方もおられ

ます。全てが対象になりますので、届け出をした

以後において薩摩川内市において居住されるとい

う形態が必要となります。 

○議員（持原秀行）済みません、２点。 

 今の結婚新生活支援補助金というもので新しい

ところですが、世帯所得が３４０万円未満の世帯

が対象ということで、この３４０万円未満の根拠。 

 これは所得ですから収入とは違いますよね。で

すので、これは世帯所得ということになれば、当

然結婚ですから、二人は必ず足さないかんという

ことになった場合に、所得で。３４０万円未満あ

りますかね、だから、ここのところの収入との関

係もありますけれども、余り該当がないような気

がするんですが、そこの算定の根拠を教えてくだ

さい。 

 それと、もう１点、通学定期券の購入補助金。

これは新規で、中学・高校生が対象となるという

ことで、中学生が３０人、高校生が１００人の見

込みであるということでありましたが、小学生は

なぜ入れなかったんですか。そこをちょっと教え

てください。 

○企画政策課長（上大迫 修）結婚新生活の関

係の所得３４０万円の根拠なんですが、ここにつ

きましては、国において制度設計をするときにで

すね、若い世代の一人当たりの所得額等を勘案し

てそれぞれ固められたというふうに思っておりま

して、私どももそこを準拠している形にはなりま

す。 

 ただ、結婚年齢期のほうが上がっている中で、

お互いに思ったら、片方、所得した方を所得とす

ると、生命保険控除から全部除いたときの課税所

得がある意味高いところにおられると。二人合わ

せたときに対象にならないという形はあるんです

が、これが婚姻届四百四、五十件ある中の何割お

られるのかというのは、私どものほうはリサーチ

はしておりません。 

 ただ、いろんな控除をしたときにですね。収入

別でどれぐらいになるのかということで試算をす

ることも可能な部分はあるんですけど、社会保険

料でありますとか基礎的な控除の部分等があるの

で、少しつかみにくいというような状況でありま

す。 

 国の財源等も使いながらという形で考えており

ますので、ここの３４０万円といったものを市の

考え方の中で引き上げるといった判断のところま

では及んでおりませんので、注意深く、その

３４０万円未満の方々が地域の結婚者の中でどれ

ぐらいいるのかというのは見きわめをしてですね。

制度的なチェックをかけていきたいなというよう

に思っております。 

 中高生の通学につきまして、小学校の部分につ

いても議論にはなったんですけども、精査をする

段階ではですね。教育委員会のほうと話をする段

階では、小学生においては公共交通機関とか通学

バスでの該当者はなかったというふうに確認をし

ております。 

 ただ、把握し切れなかった部分があるかもしれ

ませんが、そのときは御指摘をお願いいたします。 

○議員（持原秀行）結婚新生活の支援補助金と

いうのは、国のそれがあるということでですね、

それは一応の理解は示すんですが、果たして、つ

くっただけで該当が、私は恐らくないと思います。

この二人を合わせれば。 

 一人であれば、例えば世帯主が、こうしますよ

ということであれば該当はすごく多いと思うんで

すよ。ただ、今の現状の中で、どうしても二人と

も働いてないと生活ができないという状況の中で、

二人合わせて世帯所得３４０万円というのは該当

者は私はないというふうに思います。 

 そういうところではですね、やっぱりしっかり

と把握をして、これはされていくでしょうから、

そこのところをしっかりとまた見てですね、独自

でも、できるような形の中でやっていただけたら

なと思います。 

 通学的定期券購入補助金というのは、教育委員

会を把握してないというのは私はおかしいと思い

ますね、小学校を。 

 ただ、今、平佐西小が通学区域の弾力化という

ことで平佐東小に行ってますよ。これは再三、ス

クールバスとかいうのも言っているんですが、出

さないということですので、これはその子どもの

世帯が責任を持つということでしてるんですが、

行こうと思えばバスで行けるんですよね。だから、

なぜそういう議論がここで出てこなかったのか、

私はちょっとおかしいと思うんですが、いま一度

考え直す気持ちはありませんか。 

○企画政策課長（上大迫 修）確認をしてとい

うことで申し上げたんですが、委員御指摘の小学

生で、区域外を越えて、例えば隣のところに行く



－34－ 

場合に、今は保護者の方々が届けておられる。そ

れをバス交通に切りかえると対象がそこに発生す

るということでございますので、実際の運用に当

たりましてですね、そこの部分は再度、教育委員

会にも確認をしてみたいと思いますし、そういう

方々が交通手段を変えるということで制度がそこ

に必要だと、適用ができるということであれば、

その方向も持ってちょっと整理させていただきた

いというふうに思います。 

 今、こちらのほうで事業の名称的に通学券等購

入補助としておりまして、中学・高校生て書いて

ありますけど、実際そういう方がおられてそうい

う運用ができるとすると対応を考えないといけな

いと思いますので、ここは執行段階においてとい

う言い方はまことに勉強不足の点もありますけど

も、再度確認をした上で調整をして運用を始めさ

せていただきたいというように思います。 

○委員長（下園政喜）そうしてください。 

 ほかにありますか。 

○議員（井上勝博）奨学金返還支援事業につい

ては、先ほど大卒ということで、これはなぜかと

いう質問だったですけど、私は、正規雇用、非正

規雇用というふうに分けていますけれども、やっ

ぱり奨学金の問題は、給付制奨学金をもっとふや

していこうということが今、議論になっているわ

けで、別に正規雇用、非正規にかかわらずすれば

いいんじゃないかというふうに思うんですね。 

 例えば、正規雇用であったとしても中途退職と

いうのがありますよね。中途退職のときはそのと

きは補助金がなくなるのかなと思うんですが、正

規雇用でもまた新しく次の正規雇用に移る場合も

あります。そのときは出すのかどうか、そういっ

た細かいことも考えていくと、非正規であったと

しても、非正規を次々とわたって市内に在住する

ということであるならば奨学金の返還を支援して

いいのじゃないかというふうに思うんですよ。そ

れはどうなんでしょうか。 

○企画政策課長（上大迫 修）企画経済委員会

資料の３ページに書いてある部分なんですけども、

私どもはこの制度設計をさせていただくときに、

若者の雇用を生み出すと。その雇用が現実的に非

正規だからというような御意見もあるかと思いま

すけど、正規できちっとした雇用がそこにあって、

そこにとどまった人は奨学金の方に脱出するとい

う制度設計をしておりますので、事業者にとって

は正規の雇用をして人材を確保すると、そういっ

たところを起点にしてますので、今の時点で非正

規の方で奨学金を返している方を対象にする。こ

れは先ほども話のありました個人事業主の方であ

るとか、農家の方々の議論とつながるようなとこ

ろもちょっとありますので、そこら辺は冷静に見

させていただきたいなと思います。 

 今の時点では対象にしておりませんけど、そう

いった意見があって、そういったところをどう考

えるのかということであれば整理もさせていただ

きたいとは思います。 

○議員（井上勝博）ちょっと確認ですが、正規

雇用であっても、中途退職された場合は、その場

合は、補助金支援はしないんじゃないんですかと。

どうなんですか、その場合は。 

○企画政策課長（上大迫修）住所を置いて、正

規に雇用されて、その方は奨学金を返還されたん

であれば支援はいたします。そこで正規を離れた

場合は、補助金は要するに継続的なことはできな

くなります、申請時点において正規職員であると

いうことが前提になりますので。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

○議員（成川幸太郎）ふるさと納税ＰＲ促進事

業についてお尋ねをいたします。 

 先ほど中島委員のほうからもありましたけども、

これは４億８,３２０万円に対して返礼をするため

に２億４,１６０万円があるんだと思いますけども、

先ほど業務委託ということで観光物産協会という

名前が出てきました。以前から申し上げているん

ですが、事業者が観光物産協会を通すと、当然そ

こで利益は減るんですよね、事業者直送をふやし

ていかないと市内事業者の発展ということに余り

つながっていかないんじゃないか。観光物産協会

の事業をふやすためだけにあるんじゃないかとい

う感じがするんですが、この平成２８年度観光物

産協会を通したのと、事業者直送、これは以前も

聞いて、そういったできるところがあればそれは

やっていくということを言われてましたので、ど

れぐらい比率になって、今後、事業者直送という

のをどういうふうに考えていらっしゃるか教えて

ください。 

○企画政策課長（上大迫 修）説明不足の点は

約束させますけども、観光物産協会さんと、この

ふるさと納税にどういった作業を進めているのか、

考え方でしているのかということでございますが、
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私どもは、これから特にですけども、観光物産協

会さんに対しては、発生した事務に対して、ふる

さと納税の数パーセントのほうを委託料として払

うということにしまして、事業者の方々と観光物

産協会の間で経費のやりとりがない。要するに、

直接、事業者の方々から納税者の方々に届くよう

な仕組みで費用の支出を図っていくのかというよ

うにしてます。 

 言い方を変えると、観光物産協会さんに対して

は、納税額の一定割合を業務手数料というんです

か、そんな考え方でって精算執行させていただく

考え方でしておりますので、事業者直送と同じよ

うなやり方の中でやっていきますから、その間が

入ったことでどうこうといった部分については、

より明確に整理をさせていただく形で作業してお

ります。 

○議員（成川幸太郎）本当にそうであればいい

んでしょうけども、事業者の中には結構大きい、

一番人気あるというのはやっぱりお肉であり、あ

るいは焼酎であるというのは、事業者自体が大き

いわけですから、恐らく事業者から直送というの

は全部とれると思います。もらった人も産地直送

というほうがうれしいわけですよね。変な会社を

通すよりかはうれしいはず。ぜひ、そういうふう

な方向で進めていただければと思います。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

○議員（森満 晃）済みません、先ほどの通学

定期の券で、市内に住む中学生・高校生が本市の

中学・高校にということなんですが。仮に高校生

が将来の世の中で、目指す学科が本市にない場合

に、どうしても市外にいかなければならない。そ

うした場合に、１割でも２割でもそういう補助は

ないのか、その辺はいかがですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）今回の制度設計

をさせていただくときに、先ほど持原議員が言わ

れた小学生の関係、それと市外の高校・中学のほ

うに、私学になりますかね、公立もありますけど。

そういった部分をどう取り扱うのかと議論をして、

ここに収束した感がありますので、今回、子育て

若者世帯の支援ということで、これを企画してお

りますけど、そういった部分が本当の意味で子育

てとか若者世帯の支援になるとすればですね、議

論は、はばからずさせていただきたいと思います

ので、ちょっと様子を見ながら検討させていただ

きたいというように思います。検討はしたんです

けども、キックオフになりましたので、今後して

いく上で、本当の意味で生活支援という形になる

とすれば、そこの答えは何らかの形で出していき

たいというふうに思っております。 

○議員（森満 晃）ぜひ、検討していただいて

ですね、例えば、いろんな関係でスポーツでもで

すけど、そういった形で、その後に仮に有名にな

ったとして、やっぱり薩摩川内市出身だとか、い

ろんなＰＲにもつながっていくと思いますので、

検討をしていただきたいと思います。 

 以上です。 

○議員（成川幸太郎）事業者を除いて別の会社

という意味やったんですけど、ちょっと言葉がま

ずかったと思いますので、訂正させていただきま

す。済みませんでした。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで、議案第３６号の審査を一時中止します。 

────────────── 

△議案第２１号 薩摩川内市川内駅東口市

有地利活用事業支援条例の制定について 

○委員長（下園政喜）次に、審査を一時中止し

ておりました議案第２１号薩摩川内市川内駅東口

市有地利活用事業支援条例の制定についてを議題

とします。 

 本案につきましては、既に質疑を終えておりま

すので、これより討論、採決を行います。 

 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定しました。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（下園政喜）次に、所管事務調査を行

います。 

 まず、今回、当局からの報告事項はないようで

す。このことも含め、これより所管事務について

質疑に入ります。 
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 御質疑願います。 

○委員（川畑善照）コンベンションとは直に関

係ないもんですから、平成３２年にコンベンショ

ンがオープンしたときには文化ホールを閉鎖する

ということですが、業務上の閉鎖はわかるんです

けれども、これには十数年前から億のけたが、数

億円かけて改善をしてきますね。それを全く解体

するということは無駄が何億円という損失になる

と思います。 

 ですから、例えば、商工会議所とか、－ある

いは商工会議所は市役所の角にありますね。それ

で、大ホールを商工会議所が運営をすれば、ある

いは会議室を貸すれば、市民まちづくり公社で管

理をしておりましたけれども、会議所あたり窓口

にすれば物すごく商業的な圧縮ができると思いま

すよ、窓口にすれば。 

 そういう意味と、それから、例えばですが、九

州電力も３号線にありますね。そういう商工会議

所、九州電力、あるいは飛び越えて吉本興業とか、

あるいは嘉穂劇場とか、ああいうところ無償貸し

付けをするとか、無償で譲渡するとか、そうする

ことによってまちが活性化すると思うんですよ。

平成３２年になってからそれを言うんじゃなくて、

今から並行して進めるべきだと思うんですが、い

かがお考えですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）コンベンション

ホールが竣工して運用開始をした時点で文化ホー

ルの使用のほうは用途的な廃止を行いますと言っ

てありますし、今、委員の質問のありました、そ

の後の対応についてどうするのかということにつ

いては議場でも幹部のほうで答弁させていただい

たとおり、検討していくということでございます

ので、今、提言されました会議所であると吉本興

業とか、ある事業さんの話といった分はあります

けど、検討した中で答えは出てくるものというふ

うに思いますので、そこはきちっと整理をさせて

いただきたいというように思います。 

 こうできますとか、こうやりますとか言えるの

ではなくて、これから議論を始めていきますと。 

 それと、確かに、いつも申し上げておりますけ

ど、これまで改修等に国の補助金等を入れており

ますので、用途を廃止し、もしそれに手をかける

となると、補助金の精算といったものも伴います

ので、そういったことを総合的に考えて対処のほ

うの手法とか整理は取りまとめたいと思います。 

○委員（川畑善照）やはり１０年以上かけてで

すよ、数億円かけて投資をしてきて、はい、それ

じゃあ、さようならじゃあ余りだと思いますし、

先ほど言いました、いろんな方々と話をされてで

すね、できたら、前からいいますように、文化の

後退にならないように、切磋琢磨してやられる状

況がいいんじゃないかと思います。 

 やはり行政がされる場合は、どうしても人件費

いろんな問題が出てくるだろうし、会議所を窓口

とすればですね、そういうところもぜひ当たって

みてください。先ほど言った芸能界にしても何で

もですが、川内に文化を呼ぶためには、ぜひとも

流入を促進する上でも、ぜひ御検討願いたいと御

意見を申し上げておきます。 

○委員長（下園政喜）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 以上で、企画政策課を終わります。 

 御苦労さまでした。 

────────────── 

△甑はひとつ推進室の審査 

○委員長（下園政喜）次に、甑はひとつ推進室

の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（下園政喜）それでは、審査を一時中

止しておりました議案第３６号一般会計予算を議

題とします。 

 まず、企画政策部長に概要説明を求めます。 

○企画政策部長（末永隆光）それでは、甑はひ

とつ推進室の平成２９年度施策の概要につきまし

て御説明申し上げます。 

 甑はひとつ推進室につきましては、平成２９年

度は海上輸送支援による甑島地域の雇用創出と所

得向上、ツーリズムの推進によります観光を主軸

とした甑島の振興を中心に各種の施策を展開した

いと考えております。 

 ３５ページをごらんください。 

 甑島輸送支援事業は、これまで離島活性化交付

金制度に加え、平成２９年度から創設されます有

人国境離島法関連の地域社会維持推進交付金を活
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用した農水産品等の甑島と本土間の海上輸送費に

対し、国・県・市が協調して補助するものでござ

います。 

 鮮魚など３品目を対象としておりますが、今後、

品目の拡大を検討してまいります。 

 下段の甑島ツーリズム推進事業及び次ページ上

段の甑島ツーリズム推進協議会運営補助事業は、

甑島ツーリズム行動計画を具現化するための取り

組みであり、協議会の活動を支援するほかジオ

パークの可能性調査やインタープリター、これは

専門ガイドのことですが、これを育成するもので

ございます。 

 以上であります。 

 この後、予算ないようにつきましては室長が説

明いたしますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）それでは、当局の補足説

明を求めます。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）それで

は、議案第３６号平成２９年度一般会計予算につ

いて、所管予算の説明をさせていただきたいと思

います。 

 まず、歳出から予算調書により説明させていた

だきたいと思いますが、予算調書の１０１ページ

をお願いしたいと思います。１０１ページでござ

います。 

 ２款１項６目甑島地域振興費６ ,５０１万

８,０００円につきましては、甑島地域に要する経

費でありまして、内容につきましては右のほうに

ありますが、甑島ツーリズムを推進していくため

のインタープリター養成事業、あと、鹿児島県の

離島振興協議会等の負担金、輸送支援協議会への

補助金、あと、２７年度に設立しました甑島ツー

リズム推進協議会への運営補助金、最後に、離島

甲子園の補助金が主なものでございます。 

 ここで、企画経済委員会資料によりまして補足

説明させていただきたいと思いますので、資料の

６ページのほうをごらんいただきたいと思います。 

 ６ページにつきましては、本年４月から施行さ

れます有人国境離島法、その中で新たに創設され

ました交付金事業につきましては、私のほうで今、

全体の予算について説明させていただきますが、

２番目のほうありますとおり、まず、航路運賃の

低廉化、これは交通貿易課のほうで提案されてい

ると思います。 

 ２番目のほうが当室の担当でございますが物資

の費用負担の軽減。これは農水産物の輸出とか輸

入の輸送費の補助になります。 

 ３番目が滞在型の観光の促進ということで、 

これは観光・シティセールス課のほうで出してお

ります。 

 あと、最後に４番目は、雇用機会の拡充という

ことで、これは商工政策課になりますが、予算額

につきましては下のほうにありますが、総計で

７,９７０万円、８,０００万円弱のほうを予算計

上させていただいております。 

 次に、７ページのほうをごらんいただきたいと

思いますが、当室の予算について説明させていた

だきますが、１番目の甑島の輸送支援事業でござ

います。 

 これまでもありましたけども、国土交通省の所

管のまず離島活性化交付金事業、これまでは魚介

類・焼酎・海洋深層水の三つの戦略産品を補助し

ておりましたが、２９年度から魚介類のほうは有

人国境離島法に移行しますので、二つの品目につ

いて当初は進めていきたいと思っております。 

 ただ、あと、戦略産品のほかについてもまた検

討を進めていきたいと思いますが、補助金のほう

がこれにつきましてはこれまでが３分の１でござ

いました。国からが３分の１か、市が３分の１、

事業者負担が３分の１でしたが、これは国から

６０％、県と市で２０％。ですので、事業者の負

担が３分の１から２０％に減となっております。 

 次に、２番目のほうが有人国境離島法の内閣府

所管の補助でありますが、これは対象が農水産物

となります。 

 下の表にございますとおり、予算額につきまし

ては離島活性化交付金が８８０万円、有人国境離

島法のほうが２,１２０万円を計上させて、総計

３,０００万円を計上させていただいております。 

 次に、２番目の甑島ツーリズム推進事業でござ

いますが、平成２６年度に甑島の観光を主軸とし

た地域振興ということでビジョンを策定しまして、

平成２７年度にツーリズム推進協議会を成立して

おります。 

 その中で四つの部会と連携しながら進めている

んですが、予算につきましては、まず１番目にあ

りますとおり、推進協議会の運営補助、そしてジ

オパーク調査事業、インタープリターの養成事業、

離島活性化交付金等の事業で進めております。 

 済みません。（１）の概要のところで、③と書
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いてありますけど、ここは②でした。済みません、

修正をしてください。 

 あと、予算調書のほうにまた移っていただきま

すが、次に、歳入のほうについて説明させていた

だきますが、予算調書の１７ページのほうをごら

んいただきたいと思います。 

 １５款２項１目国庫補助金、離島活性化交付金

の事業でございます。これにつきましては、先ほ

どの輸送支援の分とツーリズムの推進事業に対す

る補助でございます。 

 次に、有人国境離島法の国庫補助金と県の補助

金を計上させていただいております。 

 最後に、雑入でございますが、２１款５項４目

の雑入、まず、２万円は離島市町村の職員研修助

成金、１０万円は離島甲子園への参加助成金でご

ざいます。 

 以上、議案第３６号一般会計予算に関する説明

を終わります。 

 御審査賜りますようよろしくお願いします。 

○委員長（下園政喜）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（落口久光）済みません、ちょっと教え

ていただきたいんですが。今度、高速船、ほかも

ですけどね、船代が下がりますね。高速船の収支

ですね、前年度でもいいので、経費の内訳が大体

幾らぐらいになっているのかというのがわかられ

たら。高速船です。維持管理経費と燃料費と人件

費とその他いうのがわかったら。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）高速船

の管理等につきましては、交通貿易課のほうの担

当になるもんですから、こちらについては把握を

していない状況です。 

 済みません、失礼します。 

○委員（落口久光）はい、わかりました。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 ここで、議案第３６号の審査を一時中止します。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（下園政喜）次に、所管事務調査を行

います。 

 まず、当局に説明を求めます。 

○企画政策部長（末永隆光）企画経済委員会資

料の８ページをごらんください。 

 １点、甑島テレワーク実証事業の概要について

報告させていただきたいと思います。 

 まず、テレワークということで、通信ネット

ワークを環境整備しまして、自由にパソコン一つ

持って働けるような形態の場所をつくろうという

ような事業でございますけども、目的としまして

は、そういう環境が整っているということで、外

部に情報発信して、新たな魅力、イメージアップ

を図って交流・人口増加につなげて、甑島振興に

つなげてまいりたいと思っているところなんです

けど、事業概要としましては、場所を里支所２階、

上のほうに議会室と議長室が今あいて倉庫になっ

ておりますので、そこを整備しまして、期間は

２９年度１年だけです。今のところはですね。あ

と、実施者が観光物産協会ということで、利用は

希望者誰でも使えるということで、施設管理者に

より許可を受けた者となっておりますけど、イ

メージ図のほうで少し説明させていただきますが、

まず、薩摩川内市と観光物産協会のほうで、

（１）になりますが、使用許可の協定を結んでお

ります。 

 使用料につきましては、一応、実証事業という

ことで無償としております。ただ、利用者からの

使用料というのも全く徴しないということで、届

け出があれば自由に使えるというふうにしており

ます。 

 期間は１年のみです。 

 現在の実証施設の整備としまして、セキュリテ

ィ対策、あとスペースの改修を行っていただいて、

管理者を配置した後に利用される方は利用登録申

請を里支所のほうに出して、里支所の所長のほう

が許可を出して、実際にどれぐらいの成果が上が

るかというのを（５）に書いてありますとおり、

市のほうに提供していただいて原形復旧後に市に

そのまま渡していただくということで、その成果

をもとに分析しまして、地域情報化計画に掲載し

ているんですけど、テレワークを活用した雇用促

進というのがどのような形で展開できるかという

ことを検討し実証した結果をもとに、今後検討し

ていきたいと思っております。 

 一応、１点報告させていただきます。 
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 以上です。 

○委員長（下園政喜）ただいま当局の説明があ

りましたが、このことも含め、これより所管事務

について質疑に入ります。 

 質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（坂口健太）テレワーク実証事業につい

てお伺いをしたいと思います。 

 テレワークということで、甑島のような、非常

に遠隔地で輸送コストもかかる中で、通信という、

ある意味で平準化されたコストの中で事業をこれ

からやっていくために実証事業をやるということ

なんですが、なぜ、これを里支所の中でやるのか。

もともとテレワークの意義として、例えば会社に

出社をしないとできない仕事を自宅でできたりと

か、そこに本来の意味があるにもかかわらず、何

でわざわざ里支所に行かないといけないような実

証事業をするのかということです。 

 もう一つ、甑島で今回１年間やるということな

ので、今、テレワークを甑島でやられている方が

いるのかということをどれぐらい把握されている

か、２点教えてください。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）まず、

１点目でございますが、まず場所の検討は空き家

とか学校の跡地とか、今、閉校になっているとこ

ろとかですね、検討したところだったんですけど。

甑島のほうに今、光ケーブルが入れてまして――

今、入っているところが支所と避難所とか、そう

いう地区コミとか、そういう場所なもんですから

――できれば光を活用して経費をかけない形で実

証していきたいということで里支所を選んだとこ

ろでございます。 

 ２点目につきましては、今、甑島のほうにどれ

ぐらいいるかということなんですけど、私が聞い

たところなんですけど、若い事業者の方々がパソ

コン一つ持って定期的に甑島の環境のいいところ

で仕事をしてみたいということで、１０名前後、

たまにそういう時期によってはいるということを

聞いておりますし、また、その方々が今回この実

証事業で、いろんなそういう実証していただけれ

ば、また、そういう成果というのを検証できるの

かなと思って期待しているところです。 

 以上です。 

○議員（坂口健太）つまり、現状、例えば、薩

摩川内市に住んでいなくて、都会で働いておられ

て、外からやって来て、甑でゆっくりしながらパ

ソコンで仕事をしたいということで１０名おられ

るということでよろしいですかね。 

 そうなった場合にですね、本来、交通貿易課の

ことかもしれませんが、航路運賃の低廉化の指針

の中で、準住民についても航路運賃の低廉化の対

象になるという取り決めがあったと思うので、例

えば、テレワークで年２カ月、ただ、住民票はそ

こにありませんという方々もそういった対象にな

るのかということまで検討されているのかどうか

ということを教えてください。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）まず、

運賃の低廉化の中に、当然、準ずる者というのが

確かにあるんですけど、具体的にはまだ国からの

要綱が来ておりませんので、わからないところな

んですけど、ただ、これまでの説明会の中では、

かなりやっぱり絞られると思います。 

 例えば、今、一つ聞いているのが、甑島は島立

ちを高校生はしますので、高校に出ます。その島

立ちした高校生が帰るとき、それについては、私

どももぜひ認めてほしいということでお願いして

ますし、それについては対象になるようなことも

聞いております。ただ、それ以外については、今

のところきちんとした定義はありませんので、い

ろんな意見を聞きながら、国のほうにも順次また

要望していきたいと思います。 

 今のところその分については対象になるという

ことは聞いてません。 

○議員（井上勝博）今の質疑で少しイメージが

わいたんですが、ただ、今、坂口議員も言われた

ように、里支所で実証する。そこに会社のオフィ

スをつくるようなイメージで、そこが光通信がで

きるよということですね。 

 それだけの施設であれば、ただ、スペースを提

供するだけの話ですよね。だから、そんなに何か

観光物産に委託しなくちゃいけないような、そん

なものなんですかね。その辺が、管理人がいると

いう意味、それをも、例えば、Ｗｉ－Ｆｉをでき

るような光があるわけだから、光から引っ張って

きて、あっちこっちにＷｉ－Ｆｉをできるように

した環境をつくったほうが、そういう環境ができ

ましたよ、甑島で仕事ができますよというふうに

したほうが使い勝手はすごくいいんじゃないかと
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私は思うんですが、どうなんでしょうかね。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）今、そ

この施設につきましては、先ほど言いました光が

限られています。全域的に光をつなげればいいん

ですけど、かなりの経費等がかかりますので、今

のところないんですけども、ただ、今回の実証を

踏まえて、もし利用とかいうことであれば、甑島

全域のほうに例えば空き家とか並行したあととか、

そういうところが実証でかなりの利用があればそ

ちらのほうに広げていきたいとは思っているんで

すけども。ただ、観光物産協会のほうで、市のほ

うで常時そちらのほうには人は配置できませんの

で、セキュリティの問題もありますので、そちら

のほうに観光物産協会のあそこに近くの職員がい

ますので、そちらのほうにお願いをして、利用す

る方も観光物産協会の事務職員ではなくて、観光

物産協会に携わっている方々も利用されていると

いうのも聞いておりますので、その方々と話をし

て、管理員として置いていただければということ

で話をしたところでございます。 

 以上です。 

○議員（井上勝博）前、光ケーブルを引いて、

たしか相当な事業費もかかってます。光は各家庭

では使えないけど、ＡＤＳＬやったらそんなにス

ピードが遅いということもないんじゃないかなと

いうふうに思っているんですが、その辺はやっぱ

り実際はビジネスに使えないという判断なんでし

ょうか。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）確かに、

ふつうで使うインターネットとか情報を見るのに

は特に支障はないとは思うんですけども、やはり

事業をする中で大きなダウンロードとかいろんな

情報を発信をする中で、かなり差は出てくるとい

うことで、それも含めて今回実証してみたいと思

います。 

 どういう方々が利用されて、どういう業務でよ

く利用される希望があるのかというのも含めてで

すね、今回は光を使った形で実証してみたいとい

う形でスタートしたところでございます。 

○議員（森満 晃）済みません、輸送費のこと

について。 

 今回、特に焼酎だとか、水だとか、事業者の負

担軽減につながると思うんですが、これが今後、

価格の低下につながっていくのか、その点につい

てはどうですか。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）まず、

この離島活性化交付金の目的は、雇用創出と労働

事業の増加というのが目的になっておりますので、

輸送費の支援をして、それに伴って生産が上がっ

て、量が多くなって、雇用の増につながればいい

なという目的でございまして、実質ちょっと聞い

てみたときにですね、水産の会社とか焼酎の会社

のところについても雇用を少ないんですけども、

何名か正規職員を雇用したり、あと、労働の賃金

単価を上げていただいたりしておりますので、製

品を落とすというよりも、そういう生産をふやし

て雇用につながるというのは実際聞いております。 

 ただ、価格についてちょっと落とすというのは、

今のところはそういう実態は聞いておりません。 

○議員（森満 晃）将来的には、やはり商売で

すので、少しはそういった低価格で、若干高いと

いうイメージもありますんで、そういった低価格

によって利益率を上げていくという部分の努力も

していただいて、そして、薩摩川内市民皆さんが

潤うという観点からも考えていただきたいなと思

います。 

○甑はひとつ推進室長（古里洋一郎）わかり

ました。離島活性化交付金のこの分については、

輸送支援協議会というのがありますので、その

方々が全員入っておりますので、そういう協議会

の中でもまた意見を聞いてみたいと思います。 

 以上です。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、甑はひとつ推進室を終わります。 

 御苦労さまでした。 

────────────── 

△行政改革推進課の審査 

○委員長（下園政喜）次に、行政改革推進課の

審査に入ります。 

────────────── 

△議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（下園政喜）それでは、審査を一時中

止しておりました議案第３６号一般会計予算を議

題とします。 

 まず、企画政策部長に概要説明を求めます。 

○企画政策部長（末永隆光）それでは、行政改

革推進課の平成２９年度施策の概要につきまして、
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御説明申し上げます。 

 平成２９年度は、効果的・効率的な組織、機構

の構築、事務事業の効率化、適正化の２点を中心

に各種の施策を展開したいと考えております。 

 概要書の３８ページをごらんください。 

 下段の補助金等評価事業は、６期目の行政改革

推進委員会が、平成２８年度で終了したことに伴

いまして、平成２９年度から２年間新たな委員で

スタートする当該委員会の運営に係る経費を計上

したものであります。 

 そのほか、支所再編につきましては、本土地域

の４支所は、今後規模を縮小し、存続させる方針

であり、平成２９年度に支所に残す業務、本庁集

約の業務の整理、イベント防災体制の整理・検討

を進めながら、平成３０年度から年次的に進めた

いと考えております。 

 また、甑島地域の４市町は藺牟田瀬戸架橋完成

時期を見据え、甑はひとつ推進会議の提言を尊重

しながら、さらに検討を進める予定でございます。 

 以上であります。 

 この後、予算内容につきましては課長が説明い

たしますで、よろしくお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）それでは、当局の補足説

明を求めます。 

○行政推進課長（上戸理志）それでは、歳出予

算の説明をいたします。 

 行政改革推進課の予算は、予算調書の

１０３ページでございます。 

 事項、市政改革費は、市政改革に係る経費

８５４万円でございます。 

 経費の主な内容のうち、全体調整用、臨時職員

雇い上げ料は、当初予測することができなかった

業務量の増加などに対応するための臨時職員の全

体調整枠分でございます。 

 それから、その下の内部情報システム保守業務

委託は、電子決裁、文書管理、庶務事務、グルー

プウエアのシステムや、機器の保守委託料でござ

います。 

 さらに、その下、内部情報システム機器一式賃

借料は、システム機器のリース料でございます。 

 なお、歳入予算はございません。 

 以上で、行政改革推進課の予算について説明を

終わります。 

 御審査方、よろしくお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の御質疑はありませんか。 

○議員（井上勝博）平成２９年度は支所再編に

ついて、事務分掌の整理とかそういう作業をされ

るというお話ですが、やっぱり最近は災害が非常

に多くて、熊本地震の教訓ということで、受援シ

ステムだったかな、何かそういう支援物資を受け

る側の体制づくりという問題もクローズアップさ

れてきているわけですけれども、やっぱりある程

度、人数がいないと、日常的な情報の収集、どう

いう人がどういうところに住んでいるという、そ

ういったことをきちっと把握して、そしてサービ

スもするというのが支所の役割だと思うんですよ。 

 だから、やっぱり余りにも減らし過ぎると――

私は減らしてはいけないという立場ですけれども

――そういったところを幾ら事務分掌を整理した

とはいえ、人が減れば、当然サービスは後退する、

これはもう当たり前のことだと思うんで、極力そ

ういった災害時の問題とか、それからそういう

サービスの後退をさせないと断言されていますけ

れども、そこら辺をきちっとした御検討をいただ

くように減らさないようにお願いしたいと思うん

です。 

○行政推進課長（上戸理志）支所の事務分掌等

の見直しについての御要望、御意見でございまし

た。 

 平成２９年度、本会議でも発言ございましたと

おり、今部長のほうも説明いたしましたとおり、

本庁、それから支所業務・事務についての見直し、

検討という作業が始まるかと思います。 

 その中で、特に市民のサービス低下、市民に影

響をできる限り与えないように念頭に置きながら、

事務の整理を本庁でできるものについては、本庁

集約をしていかなければならないと思っておりま

す。 

 中でも、今、井上議員からございました防災体

制につきましては、人を減らすことによっての影

響ということを、今懸念されておりますが、防災

体制については、民間とのいろんな協定の締結も

ございます。こういったものの活用、それから、

防災サポーターも現在７８名配置してございます。 

 どうしても職員が減る分については、そういう
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民間の活用、それから防災サポーターの活用、さ

らには今後ふえるであろう再任用職員の活用、そ

ういったものを十分活用しながら、防災体制が低

下しないように十分配慮してまいりたいと思って

おります。 

 以上でございます。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

○議員（松澤 力）済みません。ちょっと１点

だけお伺いさせてください。 

 今、新しい部署もできたり、いろいろ人の調整

が大変なところだと思うんですけれども、現状の

部署の中でもいろいろ業務が多かったりして、人

が足りないとか、いろいろ支所も含めて事情があ

ると思うんです。そういった中で、現状はどのよ

うな形で各部署の方々の現状の聞き取りとか、情

報を集約されて、どうしてもやっぱり人が足りな

いと、もう業務に支障が出ているとか、負荷が高

まっているとか、そういったことがあれば、人を

補填したり、採用をふやしたりとか、そういった

対応が可能なのかどうなのかというところをちょ

っとお伺いできたらと思います。 

○行政推進課長（上戸理志）まず、現状の把握

につきましては、もちろん行革課中心に、これは

本庁だけじゃなく、支所につきましても定期的に

現場の確認というのは行っているところでござい

ます。 

 それから、職員の数、それからもちろん新しい

組織、それから職員の配置、こちらにつきまして

は、毎年必ず全課・室、それから部長・局長・支

所長を対象にヒアリングを行っております。 

 そういった中で、決まった様式等もございます。 

 職員の要望の数も記載するようになっておりま

すので、そういったものを参考にしながら、私た

ちは職員の適正配置、それから職員数の管理に努

めているところでございます。 

 なかなか業務がふえてきているという事実はご

ざいます。そういった中で、要望に１００％応え

ているかというと、決してそうではございません

が、私たちもそういった要望を重視しながら、さ

らにはどうしても定員適正化方針に沿った形で今

職員管理をしておりますが、優先順位等をつけな

がら、真に必要なところについては、職員を配置

し、そして効率化が図られた、もしくはアウト

ソーシング、今回も図書館等については、委託が

なされております。そういった中で、職員の削減

が図れるところについては、職員を減らして、全

体調整を図っているところでございます。 

 以上でございます。 

○議員（松澤 力）ぜひ、職員の皆さんのモチ

ベーションにもかかわってくるところだと思いま

すので、ぜひ現場の要望も配慮していただいて、

なかなか厳しい状況もあるかと思いますけれども、

対応いただけたらと思っております。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで、議案第３６号の審査を一時中止します。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（下園政喜）次に、所管事務調査を行

います。 

 まず、今回、当局からの報告事項はないようで

す。 

 それでは、これより所管事務について質疑に入

ります。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（持原秀行）１点だけ、今先ほどの課長

のお話で、一応各本庁、支所含めて各職域につい

て現状把握については、人事的な要素、事務量と

か定期的に行っているということを前提に合併後

において、幼稚園教諭とか保育士とか、またそれ

ぞれ定年退職も相当数あって、ことしも定年退職

者がいます。また、定年でなくてもやめるという

方もおられるようでありますが、合併後に正職員

として幼稚園教諭とか保育士の新採用状況とか、

そういう実態があったのかどうかというのが１点。

まず、これをお聞きしたいと思います。 

○行政推進課長（上戸理志）合併後の幼稚園、

保育士についての正規職員としての採用はなかっ

たというふうに認識しております。 

○議員（持原秀行）この間、もう合併して

１２年、１３年なる中で、大体毎年退職者がいる

んですよね。正規職員で退職者がいるんですよ。

今度も定年の退職者が一人いますね。そうすると、

やはり子どもたちは待ってくれませんので、そこ

の中で、嘱託員とか臨時職員、パートさんとかで

補うといっても、やっぱり低賃金なんですよ。そ
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うすると、やはり民間施設にやっぱり流れていく

実態が私はあると思うですよ。そういう意味では、

先ほど再任用を十分活用してと言われますけれど

も、再任用もそんなに長くはおられません。そう

いう意味の中では、計画的にやらないと、今現実

的に存在する幼稚園とかですね、そういうような

存続が公的な施設としてなっていかないような気

がするんですが、本年度も採用とか、今後の幼稚

園関係の話はどう考えておられるんですか。 

○行政推進課長（上戸理志）幼稚園、保育園等

についての御意見ございました。 

 行政改革推進課では、民間でできる業務につい

ては、アウトソーシングしようという方針もござ

います。 

 ただ、今、持原議員言われたように現在ある公

共の部分については、決してこれはサービス低下

しないような形で体制を維持しなければならない

というそういう認識はもちろんございます。 

 現在、再任用、それから嘱託員等でカバーして

いる面ももちろんございます。 

 ただ、これまでの経緯の中で合併して、例えば

川内保育園、これは完全に民間移譲した部分もあ

りまして、その際、職員というのは保育士が９人

削減というところもあります。 

 ですから、長期的な方針としては、民間ででき

るものについては、民間のほうにこれはシフトし

ていこうという、そういう考えは持っております

が、ただ現在あるそういう施設については、決し

てサービスが低下しないように、そこは十分配慮

してまいりたいと思います。 

 もう一点、補足させてください。 

 なかなかそういう今保育の現場というのは、非

常に厳しいという声も聞いております。 

 これは、市民福祉部、それから教育委員会等か

らも実際に最近でもそういう声が寄せられており

ますので、ですから、嘱託員の確保、それからも

ちろん嘱託員の質の向上、そういったことも合わ

せて目指さなければならないなと思っておりまし

て、待遇、それから報酬、そういったものの検討

もしなければならないというふうに考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、行政改革推進課を終わります。 

 御苦労さまでした。 

────────────── 

△コミュニティ課の審査 

○委員長（下園政喜）次に、コミュニティ課の

審査に入ります。 

────────────── 

△議案第２４号 財産の無償譲渡について 

○委員長（下園政喜）まず、議案第２４号財産

の無償譲渡についてを議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○コミュニティ課長（十島輝久）それでは、議

案第２４号財産の無償譲渡について説明をいたし

ます。 

 議案つづりの２４の１ページをお開きください。 

 譲渡する財産は、土地が樋脇町塔之原の９筆、

２，８９６ .６８平方メートル、建物が３棟

５５２.６６平方メートルでございます。 

 譲渡の相手方は樋脇地区コミュニティ協議会代

表者永山謙士氏、現在のコミュニティ協議会会長

でございます。 

 譲渡の条件は、譲り受けた土地及び建物を樋脇

地区コミュニティ協議会の地域活性化の活動拠点

として使用すること。 

 譲渡の時期は本議案の可決のときとしておりま

す。 

 譲渡財産の概要は、２４の３ページをお開きく

ださい。 

 土地９筆の概要と建物３棟につきましては、樋

脇地区の旧塔之原二区公民館、塔之原三区公民館、

塔之原４区コミュニティセンターの３集会所で、

それぞれ概要について記載をしてございます。 

 また、次ページ以降に位置図、地籍図、平面図

を添付しておりますので、御参照ください。 

 以上で説明を終わります。 

 よろしくお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 これより、討論、採決を行います。 
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 討論はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）御異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定をしました。 

────────────── 

△議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（下園政喜）次に、審査を一時中止し

ておりました議案第３６号一般会計予算を議題と

します。 

 まず、企画政策部長に概要説明を求めます。 

○企画政策部長（末永隆光）それでは、コミュ

ニティ課の平成２９年度施策概要について御説明

申し上げます。 

 平成２９年度は、地域の自立活性化、生涯学習

市民活動の促進、男女共同参画女性活躍推進の

３点を中心に各種の施策を展開したいと考えてお

ります。 

 概要書の３９ページをごらんください。 

 中段の生涯学習推進事業を引き続き実施すると

ともに、下段の市民活動支援補助金事業から、

４１ページ中段の地区コミュニティ支援事業まで

の各事業は、市民活動団体への広域的活動やゴー

ルド集落に対する支援を今後３年間支援するほか、

コミュニティ協議会及び自治会活動の自主活動を

継続支援するものでございます。 

 ４２ページをごらんください。 

 上段の男女共同参画推進事業は、フォーラムや

各種講座を開催するとともに、３０名の新たな委

員によります第７期チャレンジ委員会をスタート

させる予定でございます。 

 中段の女性活躍推進事業は、女性が活躍する働

きやすい職場や子育てしやすい環境づくりを進め、

多様な施策を横断的かつ官民一体となって取り組

むため、（仮称）ひとみらいミーティングや、

（仮称）女性応援協議会の設置、ダイバーシテ

ィ・マネジメントのセミナーの開催などのほか、

庁内体制につきましても、新年度からひとみらい

対策監、ひとみらい政策課を配置し、未来につな

ぐ施策を展開したいと考えております。 

 以上でございます。 

 この後、予算内容につきましては、課長が説明

いたしますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）それでは、当局の補足説

明を求めます。 

○コミュニティ課長（十島輝久）それでは、コ

ミュニティ課の予算について説明いたします。 

 初めに、歳出を説明させていただきます。 

 予算調書の１０４ページになります。 

 上の表から２款１項２目、事項、文書発送事業

費は、市広報紙等を自治会へ発送する事務に係る

経費で、事業費７７２万９,０００円の内訳は、文

書発送の準備を行う際に、雇用する臨時職員の賃

金及び自治会への文書発送業務の委託料が主なも

のでございます。 

 同ページの下の表でございます。 

 ２款１項６目、事項、男女共同参画政策費は男

女共同参画社会の推進にかかわる経費で、事業費

は９０３万８,０００円でございます。 

 ここで事業の概要について資料で説明をいたし

ますので、企画経済委員会資料をお開きいただき

たいと思います。 

 ９ページでございます。 

 女性が活躍できるための環境整備取り組みにか

かわります新規の事業等について説明をいたしま

す。 

 一つ目といたしましては、先ほど部長のほうか

らもありましたひとみらいミーティングを設置し、

子育て世代による市の政策への新規事業の提案、

既存事業への意見の反映を図ります。 

 二つ目として、研修や講座の際に託児委託料を

コミュニティ課で一括計上し、女性が参加しやす

い環境づくりを図ろうと考えております。 

 三つ目です。企業表彰や優良企業に関する情報

を発信し、女性の活躍推進に取り組む企業の育成

を図っていきます。 

 四つ目として、薩摩川内市女性活躍応援協議会

を設置し、多様な主体と連携し、女性活躍の取り

組みを加速させる協議会を設置します。 

 協議会の構成員としては、雇用環境改善対策協

議会の構成員のほか、農林水産関係団体、教育団

体、地区コミュニティ団体などを考えております。 

 そのほか、女性の活躍推進にかかわる情報の一

元化、庁内の推進体制の強化を図り、女性の活躍
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推進に関する事業の情報発信と進行管理を行って

いきたいと考えております。 

 また、拡充する事業として、ダイバーシティ・

マネジメントセミナーを市内事業所を対象に経営

トップ、管理職、女性職員などの階層やニーズに

応じたセミナーの開催を計画するとともに、継続

として、女性チャレンジ委員会の第７期の活動、

男女共同参画フォーラムの開催など、実施する予

定としております。 

 以上で、男女共同参画政策の概要の説明を終わ

ります。 

 引き続き、再度予算調書で説明をさせていただ

きます。 

 １０５ページでございます。 

 ２款１項６目、事項、生涯学習推進事業費は、 

生涯学習フェスティバルの開催、生涯学習の推進

にかかわる経費で、事業費５３７万３,０００円の

内訳は、生涯学習推進に係る委員等の謝金のほか、

毎年２月に開催予定の生涯学習フェスティバルコ

ミュニティマーケットの開催のかかわる委託料な

どが主なものでございます。 

 次に、下の表でございます。 

 ２款１項１２目、事項、防犯灯管理費は、市が

管理している防犯灯の維持管理経費、自治会等に

よる防犯灯設置への補助にかかわる経費で、事業

費１,５０１万３,０００円の内訳は、市が管理す

る防犯灯の電気料、修繕料、工事費などの経費と、

自治会等が管理する防犯灯の設置のための補助金

が主なものでございます。 

 次に、１０６ページでございます。 

 ２款１項１５目、事項、自治会育成費は、自治

会の活動を支援する交付金及び自治会運営説明会

の開催にかかわる経費で、事業費１億２４７万

４,０００円の内訳は、自治会長の１０年及び４年

の永年勤続表彰の記念品代や、５７２自治会の活

動を支援するための自治会への交付金が主なもの

でございます。 

 同ページの下の表でございます。 

 ２款１項１５目、事項、自治会館施設整備費補

助費は、自治会が整備する自治会館の新築補修等

への補助金にかかわる経費で、事業費２,６０１万

６,０００円の内訳は、各地域の自治会館の屋根、

外壁などの補修等にかかわる補助金と財団法人自

治総合センターの宝くじ普及広報事業として実施

しておりますコミュニティセンター助成事業によ

ります斧淵地区の五社下自治会館の建設に伴う補

助金が主なものでございます。 

 次に、１０７ページです。 

 ２款１項１５目、事項、集会所管理費は、集会

所の維持管理にかかわる経費で、事業費９３９万

４,０００円の内訳は、集会所の光熱水費と修繕な

どの維持管理にかかわる経費と、下甑地区の住民

生活センターの耐震化工事が主な内容となってお

ります。 

 次に、同ページの下の表です。 

 ２款１項１５目、事項、コミュニティセンター

管理費は、コミュニティセンター維持管理にかか

わる経費で、事業費８,９９６万円の内訳は、コミ

ュニティセンターの修繕料維持管理経費のほか、

事故等の際の全国市長会、市民総合賠償補償保険

料及びセントピアと３８地区コミュニティセン

ターの指定管理に伴います管理代行委託、工事費

としましては、青瀬地区コミュニティセンターの

耐震補強工事、そのほか備品購入費としてセント

ピアの空調機取りかえなどが主な内容でございま

す。 

 次に、１０８ページの上の表でございます。 

 ２款１項１５目、事項、コミュニティ推進費は、

地区コミュニティ協議会市民活動団体等の活動支

援及び行政共同の推進にかかわる経費で、事業費

２億２,１５４万１,０００円の内訳は、コミュニ

ティ主事３９人分の報酬と市民活動情報サイトに

かかわる保守経費、コミュニティマイスター事業

経費、そのほか地区コミュニティ活性化事業補助

金として基本コースとビジネスコースを設け、市

民活動支援補助金といたしましては、スタートア

ップとステップアップの補助金を設けております。 

 また、財団法人自治総合センター宝くじの普及

広報事業として、地区コミへの備品費助成金の一

般コミュニティ助成事業補助金として、補助金と

４８地区コミに交付しております地区コミュニテ

ィ協議会の運営交付金が主なものでございます。 

 次に、同じページの下の表です。 

 ２款１項１５目、事項、ゴールド集落活性化事

業費は過疎高齢化が進む高齢化率５０％以上の

ゴールド集落の活性化を支援する補助にかかわる

経費で、事業費２,８８１万５,０００円の内訳は、

高齢化率６０％以上の自治会へのゴールド集落重

点支援地区補助金、スポーツ大会や環境整備など、

ゴールド集落が行う自主活動への自主活動支援補
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助金、ゴールド集落を支援する地区コミュニティ

協議会活動補助金及びゴールド集落を支援する市

民団体への活動補助金の四つの補助金でございま

す。 

 ここで、ゴールド集落の状況について、資料で

再度説明をさせていただきます。 

 企画経済委員会資料の１１ページをごらんくだ

さい。 

 各地区コミュニティ協議会ごとのゴールド集落

の状況でございます。 

 ゴールド集落は、１月１日現在、６５歳以上の

者の割合が５０％以上の自治会で、平成２９年度

の該当自治会は４３地区コミの１４７自治会でご

ざいます。昨年度より１５自治会ふえている状況

でございます。非該当になった特例ゴールド集落

が１０の自治会でございます。 

 また、高齢化率６０％以上の重点支援地区の

ゴールド集落は、５２自治会となっております。 

 以上で、ゴールド集落の状況については、説明

を終わります。 

 再度、予算調書で説明をさせていただきます。 

 １０９ページでございます。 

 １０９ページの上の表、９款１項６目、事項、

災害予防応急対策費６０万円は、災害時における

自治公民館、敷地内等の崩土等の除去にかかわる

経費の特別災害復旧補助金でございます。 

 同ページの下の表、１１款４項１目、事項、現

年公用・公共施設災害復旧事業費７０万円は、台

風等の災害によります施設補修にかかわる経費で、

地区コミ、集会所などの公共施設の災害復旧修繕

料でございます。 

 次に、歳入について説明をいたします。 

 予算調書の１９ページです。 

 １４款１項１目、総務使用料の予算額３８０万

１,０００円は、地区コミュニティセンター、集会

所、セントピアの施設使用料、冷暖房使用料等で

ございます。 

 次の１４款２項１目、総務手数料の予算額

６,０００円は、自治会等への地縁団体証明書等の

交付に要する手数料でございます。 

 次の、１５款２項国庫補助金、１目総務費補助

金の予算額４００万円は、青瀬地区コミュニティ

センターの耐震補強工事にかかわります住宅建築

物安全ストック形成事業補助金補助率が３分の

１でございます。 

 次に、１６款３項県委託金、１目総務費委託金

の予算額１４６万５,０００円は、県の広報紙、県

政かわら版、県議会だより等の配布に伴う事務委

託金及びＮＰＯ法人の認証事務等の権限委譲に伴

います事務委託金でございます。 

 次に、１７款１項２目、利子及び配当金の予算

額、１０万１,０００円は、市民活動支援基金の利

子収入でございます。 

 次に、１９款１項６１目、市民活動支援基金繰

入金の予算額１,８１０万３,０００円は、コミュ

ニティ推進費の地区コミュニティ活性化事業補助

金、市民活動支援補助金のほか、環境課の花いっ

ぱいまちづくり推進事業及び建設整備課の公園管

理事業費の財源として市民活動支援基金から繰り

入れるものでございます。 

 最後になります。 

 ２１款５項４目雑入で、次ページにかけて記載

してありますが、予算額２,３０７万９,０００円

は、コミュニティセンターや集会所等の自動販売

機などの電気料実費収入、また自治総合センター

が宝くじの普及広報事業として実施しております

コミュニティセンター助成事業及び一般コミュニ

ティセンター助成事業助成金などが主なものでご

ざいます。 

 以上で、コミュニティ課分に関する平成２９年

度予算についての説明を終わります。 

 よろしくお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）ありがとうございました。 

 ここで休憩します。 

 再開は、おおむね３時１５分とします。 

         ～～～～～～～～～～ 

         午後 ３時   休憩 

         ～～～～～～～～～～ 

         午後 ３時１３分開議 

         ～～～～～～～～～～     

○委員長（下園政喜）休憩前に引き続いて会議

を開きます。 

 ただいま当局の説明がありましたが、これより

質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（中島由美子）男女共同参画政策費の概

要というところで、いろんな会議が多いんだなと

思うんですが、その中で、ひとみらいミーティン

グで、２０代から３０代の男女を２０人程度とい

うことなんですが、もう４月１日から始めるとい
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うことですから、ある程度人員が固まっているの

かどうか、まだ今からなのか、そのあたりをちょ

っとお聞かせください。 

○課長代理（上口敬子）ひとみらいの人員です

けれども、おおよそ２０名程度を考えておりまし

て、公募委員と子育て関連の団体からの推薦の二

つの方法を考えております。 

 公募委員につきましては、３月２５日の広報紙

のほうで公募をかけておりまして、４月１０日ま

での公募期間と設定させていただいております。 

○委員（中島由美子）任期が４月１日からだけ

ど、まだ４月１０日までということは、そこから

またしっかりと人選はされるということですね。 

 そして、ここでいろいろ話し合われた声を事業

へ反映させていくということが書いてあるんです

けれども、いろいろいい意見が出てくれば、しっ

かりとまた事業に生かしていけるという考えでい

いんですよね。 

○課長代理（上口敬子）およそ事業のスケジ

ュールとしまして、来年度事業の予算編成が庁内

では１０月ぐらいから始まりますので、それまで

には皆さんの話し合いの中である程度固めていた

だくという形で事業を進めていきたいと思ってお

ります。 

○委員（中島由美子）じゃあ、本当に若い方々

の率直な意見が聞けるようにと思います。 

 あと、もう一ついいですかね。 

 これだけ男女共同参画というか、女性の活躍と

いうことで、いろいろ情報発信やら会議をされて

いくんですが、一番大事なのが、やはり経営トッ

プの方、管理職の方、男性と言っていいのかなと

思うんですが、そこの意識の改革かなと思うんで

すね。大方は多分わかっておられるんだ思うんで

す。頭の中ではわかっておられるんですが、それ

をどう生かしていくのかというところが本市の課

題じゃないのかなと私自身は思っているんですね。

大方多分、男性の方々はわかっているんだと思う

んですよ。 

 だから、そこらあたりがダイバーシティマネジ

メントセミナーでできるのかなと思うんですが、

このセミナーは、３００万ですかね、お金も使い

ながらされるので、いろんな講師を使うと思うん

ですが、どんなことをちょっと考えておられるの

か、少しお考えがあったらお示しください。 

○課長代理（上口敬子）ダイバーシティマネジ

メントセミナーの運営についてなんですけれども、

こちらのほう国の内閣府の地域女性活躍交付金と

いうのがございまして、こちらの補助率が２分の

１なんですけれども、この事業を利用しながら、

したいと考えております。 

 女性を対象にするセミナーが３回ほど、女性自

身が自分自身に自信をつけて、そして横のネット

ワークを図るというセミナー、もう一つのコース

が先ほどから委員がおっしゃるような経営トップ

の意識改革を図るための経営トップだったり管理

者層であったりというところのニーズに応じたも

のを２回する予定でおります。 

○委員（中島由美子）本当に薩摩川内市も半分

以上、女性のほうが多分多かったと思うんですけ

ど、女性たちでやっぱり埋もれた人たちもいるん

じゃないかなと。本当にまだまだいろんな力を持

っていらっしゃる方がいるんじゃないかなと思う

んですね。そういう方々が本当に出てこれるよう

な、そういう感覚がある方々がふえていくことを

願いますので、いいセミナーを開催してください。 

 以上です。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

○委員（今塩屋裕一）予算調書の集会所、そし

て地区コミ管理改修工事事業、これスマコミライ

トを集会所だったり、地区コミにつけていると思

うんですけど、今後予定として何基ぐらいつけて、

そしてどれぐらいの年度でどれぐらいつけて、そ

して光熱費、相当集会所のそういった経費がかか

っている分があるんですけど、今後はどれぐらい

が予算として浮いてくるのか、それがわかれば教

えてもらえればと思います。 

○コミュニティ課長（十島輝久）スマコミライ

トの設置は、商工政策課がやっていますので、ち

ょっと光熱水費とかそういうところはわからない

んですが、今、コミュニティセンターで設置して

あるところが、地区災害対策詰所ということで、

３２カ所、地区コミにはつけてあるということで、

聞いております。 

 詳細については、申しわけありません、それ以

上は把握しておりません。 

○委員（今塩屋裕一）それをつけて、地区コミ

の自治体で経費がどれだけ浮くかというのは、わ

かりますかね。 

○コミュニティ課長（十島輝久）コミセンの場

合は、地区コミ協議会のほうに指定管理をお願い
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しておりますので、その辺で電気料が実績として

挙がってきたときには、考慮したいと思っており

ますが、現時点では、まだそこまで把握していな

いというのが現状です。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（坂口健太）２点、私から質問させてい

ただきます。 

 １点目は、先ほどの中島委員の質問にもありま

したけど、ひとみらいミーティングの件について

です。 

 ひとみらいミーティングが開催されると思うん

ですけれども、例えばどういった日時で開催をさ

れるのか、いろいろ各種会議あると思うんですけ

れども、やはり子育て世代とか市民目線の意見を

取り入れるために、例えば平日の昼間とかの開催

されたら、なかなか参加しづらい方々もいらっし

ゃると思うので、これはどういった時間帯で開催

されるのかということを教えてください。 

 もう一点です。市民情報サイトについてです。 

 予算調書に書かれている市民情報サイトが何を

指すのか、ちょっと私、わかっていないんですけ

ど、例えば、今各コミ協で「コミ協だより」とか

をアップロードして情報を発信しているものを指

しているのかということをまず教えていただけれ

ばと思います。 

○課長代理（上口敬子）ひとみらいミーティン

グの開催の時間帯ということで、御質問いただき

ました。 

 御質問があったように、働いていらっしゃる世

代がほとんどだと思いますので、参加しやすいと

いうことで、私たちも想定としては、土曜、日曜

日の昼の時間帯ということで想定はしております

が、集まられた皆さんの意見を聞きながら、柔軟

に対応していきたいと考えております。 

○コミュニティ課長（十島輝久）情報サイトの

御質問でしたが、薩摩川内市市民活動情報サイト

というサイトを立ち上げております。そちらのほ

うに地区の情報、お知らせ、市民活動団体やＮＰ

Ｏにも門戸を広げているんですが、なかなかそち

らはないんですけど、地区コミの情報については、

そのサイトのほうで逐次コミ協だよりを出された

りとか、イベントなどのお知らせなどをされてお

りますので、ぜひ活用いただければと思います。 

 以上です。 

○議員（坂口健太）ひとみらいミーティングに

ついては、なるほど本当にそのとおりで、ぜひと

も幅広い意見が取り入れられるような形で開催を

していただければと思います。 

 ２点目の市民情報サイトについてなんですが、

各コミ協で、すごく利用状況にばらつきがあると

思っていまして、例えば一つのコミ協では、もう

定期的に情報を発信しているところもあれば、全

くこの情報サイトが運用されてから、情報を発信

していないようなところもあるので、それらの各

コミ協に対してどういった形で市民情報サイトを

御利用くださいといった運用状況というか、その

あたりを教えていただければと思います。 

○コミュニティ課長（十島輝久）おっしゃると

おり、地区コミで大変ばらつきがありますし、コ

ミ協だよりを全然出さないところもございます。 

 市としたらお願いしているわけですが、なかな

か強制もできない状況、またはコミ主事、または

職員のほうでそういうノウハウがなかなかない方

とかいらっしゃったりしますので、定期的に研修

は行うようにはしているんですが、濃淡があるの

は事実で、今後、そこらを平準化できるように研

修はしていきたいというふうに思っています。 

 以上です。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

○議員（井上勝博）２点、男女共同参画のこと

で、企業表彰などをされるということなんですが、

その女性の賃金の差別というのがありますよね。

同じ仕事をしているんだけれども、男は幾ら、女

は幾らというふうにしている企業はまだあるんじ

ゃないかなと思うんですけれども、そういったこ

とも表彰する際には、検討されるのか。 

 また、市内の事業者の実態はどうなのかという

ことを教えていただきたいということと、もう一

つは、この防犯灯ですが、ＬＥＤにすると相当消

費電力が節約されて、たしかこれは設置するとき

は補助金で自治会もお金を出して、市が補助を出

してやるんだけど、維持費は自治会が維持費を出

している。しかし、ＬＥＤにすると、その維持費

を相当安くできるんではないかというふうに思う

んですね。 

 このＬＥＤを設置するときにコストがかかると

いうことで、控えている面があるかもしれません
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けれども、それはもう市が少しＬＥＤを推奨する

という形にして、消費電力を少ないほうにしたほ

うがもう自治会の人たちは助かるわけです。これ

は霧島市では、そういったことも検討していると

聞いているんですが、そこら辺についてのお考え

をお聞きしたいと思います。 

○コミュニティ課長（十島輝久）まず、男女共

同の表彰の関係につきましては、これから内容に

ついては検討していきたいと思いますので、どう

いうものを表彰の評価の対象にするのか、契約検

査課とかそういうところとも協議が必要かなとい

うふうに思っていますので、これからのことだと

いうことで御理解いただきたいと思います。 

 それと、防犯灯のＬＥＤ化に対する補助という

ことですが、平成２４年ぐらいからＬＥＤ化の補

助については単価を補助額を１万円から１万

２,０００円に上げるという手だてをして、なるべ

くＬＥＤに変えるようにという手だては行ってい

ます。 

 それと、２５０万ぐらいしか当初予算でもらえ

なくて、防犯灯をなかなか一気に１０基、２０基

かえるとしても、そこだけに補助金がいってしま

うので、制限していた時代があったんですが、最

近ＬＥＤ化を進める自治会が多くなってきていま

すので、本年度は８００万円の予算をとりまして、

全ての要望に対して対応できるような形で一応予

算確保には努めております。 

 以上です。 

○委員長（下園政喜）よろしいですか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで、議案第３６号の審査を一時中止します。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（下園政喜）次に、所管事務調査を行

います。 

 まず、今回、当局からの報告事項はないようで

す。 

 それでは、これより、所管事務について質疑に

入ります。 

 御質疑願います。 

○委員（今塩屋裕一）今後、地域に集会所等を

売却して、その地域で見てもらうといった集会所

というのが今幾つぐらいあるのかなというのと、

そのときには例えば修繕をして、どういった状態

までして渡すとか、やっぱりそういうのが今出て

いるのがあれば。例えばトイレ改修だったり、ト

イレは和式のトイレが多分多いと思うんですけど、

洋式に変えたりとか、そういった要望とか、いろ

いろ意見が出ていて、総額全体を見たときにどれ

ぐらいなのかというのがわかれば、ちょっと教え

てもらえればと思います。 

○コミュニティ課長（十島輝久）コミュニティ

課が所管します集会所についてですが、全体で

１９カ所ございます。 

 今回の樋脇地区の３集会所を含めまして、これ

まで２７年度、２８年度で１３集会所を譲渡を終

えております。 

 今後、譲渡を計画する集会所につきましては、

川内地区の平佐西集会所を３０年度までというこ

とで、計画にのっていますので、その１カ所と、

５集会所を譲渡をする予定でおりましたが、東郷

地区については、国の財産処分申請が不調に終わ

りまして、若干見直し、または先送りをしないと

いけない状況になっております。 

 この東郷地区についても地元の了解を得ており

ますので、県を通じて国には財産処分の申請を早

くしてくれということでお願いはしていく予定で

すが、ちょっと見通しが立っていないというのが

状況でございます。 

 ですから、今後は６集会所を譲渡する方向で計

画をしております。 

 改修の考え方については、これまでの１３集会

所もですけど、いろんな地域の声があるもんで、

なかなか統一的な改修ができないということで、

譲渡交付金という形で譲渡の際に交付金をお渡し

して、屋根の補修、屋根の瓦の塗装とか、壁の補

修なんかはしていただくということで、今回の塔

之原の樋脇の３地区で１カ所当たり２００万円を

お渡しして、当面の補修費ということで、交付金

で支払うこととしております。 

 そのほか、あと登録免許税がかかりますので、

その分も市のほうで３カ所で５０万円程度になり

ますけど、それも上乗せして払うようにしており

ます。 

 以上です。 

○委員（今塩屋裕一）年数がたっている集会所

とかもあると思うんですけど、この辺は耐震とか

は大丈夫なんでしょうか。耐震にしてもアスベス

トにしても、大丈夫なんでしょうか。 
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○コミュニティ課長（十島輝久）耐震のほうは

診断をしてありますので大丈夫ですが、築年数に

つきましては、築年数加算ということで、築年数

に応じて年数掛ける５万円という形でやっており

ますので、なるべくそういう形で古いのについて

は、公金が多くいくような形の交付金制度にはし

ております。 

 以上です。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（井上勝博）先ほど言えばよかったんで

すけど、男女共同参画の表彰問題では、男女の賃

金格差というのは、これは本当に指標だと思うん

ですよね。同じ仕事をしているのに賃金が違う。

これはもう差別そのものですからね。 

 だから、これはきちっとしていただきたいなと

いうことを言っておきます。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

○議員（帯田裕達）ゴールド集落の数字を今見

ているんですけど、去年と比べても１５増、あと

５年、１０年後にどのような推計でいくのか、わ

かっていたらお願いします。 

○コミュニティ課長（十島輝久）将来の見込み

は余り試算はしていないんですが、平成２２年度

にゴールド集落の制度を立ち上げまして、そのと

きに７８自治会でしたので、約倍に現在なってい

る状況です。最近、３年間を見ますと、やはり

１５自治会ほど伸びてきていますから、１０年後

となると相当数伸びるのかなという気はしており

ます。 

 申しわけありません。 

○議員（帯田裕達）市当局としてゴールド集落

に係る自治会の適正規模の世帯数、役員選出とか、

自治会で祭りをするとか、いろんな行事を含めて

適正規模をどれぐらい見ていらっしゃるのかとい

うのと、それから、小さな８世帯とか１０世帯も

あるわけですね。もちろんそれはゴールド集落に

つながっていると思うんですけど、なかなか役員

をするのももう大変だと、市比野地区もそうだっ

たんですが、自治会の合併とか進めていく中で、

なかなか昔からの私利私欲、いろんなことがあり

まして、だからなかなかうまくいかないんだけど、

もうそろそろ行政指導といいますか、行政のほう

からもこういうふうに適正規模が５０世帯とか

６０というのがあるんだったら、それに近づける

ように、誘導じゃないですけれども、そっちのほ

うに何とか補助金がたくさん出るような形でして

いかないと、自治会の運営がうまくいかないとコ

ミュニティの運営にやっぱり響いてくるんですね。

地区コミュニティ協議会は、今組織的には、自治

会の上に冠かぶしたぐらいのものですから。自治

会が運営がなかなか難しいと、役員をコミュニテ

ィのほうもできないということが出てきますので、

その辺はどのように考えていらっしゃるのかなと

いうことです。 

○コミュニティ課長（十島輝久）標準というか

目標、市のほうで自治会運営説明会で自治会長さ

んを集めて説明をする中では、市の自治会数が現

在５７２ございますので、それを全体世帯数でし

て、大体６０世帯ぐらいを標準としてそういう形

の自治会がベターですよねっていう説明はしてお

ります。 

 あと、自治会の合併についてでございますが、

議員がおっしゃるとおり私も何回か合併の協議に

入っていろいろ話をするんですが、やはりどうし

ても中には反対する方がいらっしゃって、地域の

中でうまくまとまらないという状況があるのは十

分認識しております。 

 おっしゃるとおり、今後は合併に対して何らか

の形で方策をしないと、どんどん、どんどん少な

い自治会がふえるのかなというところがございま

して、今後の検討としてなるべくそういう行政主

体でできるのか、それも含めて地区コミやそうい

うところと協議はしていきたいなというふうには

考えております。 

 以上です。 

○議員（森満 晃）済みません、関連しまして

今ゴールド集落について、今この高齢化率６０％

以上が今これ５２自治会あるということで、この

一般的なゴールド集落とこの重点支援地区とのこ

の違いというのがあったら教えていただけますか。 

○コミュニティ課長（十島輝久）定義は高齢化

率で６０％以上ということで、補助金の関係でっ

ておっしゃれば、重点支援地区になりますので、

ゴールド集落の重点支援地区につきましては、高

齢化率に応じて２万円から５万円まで均等割がご

ざいます。 

 それに加えて、世帯割として世帯数掛ける
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１,０００円を掛けた額を交付金として支払ってお

ります。補助金ですね。補助金として支払ってお

ります。 

 ですから、仮に６０から７０％未満のゴールド

集落でありましたら、基本額２万円プラス世帯数

掛けるの１,０００円ということで補助金を出して

おります。 

 以上です。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 以上でコミュニティ課を終わります。御苦労さ

までした。 

────────────── 

△情報政策課の審査 

○委員長（下園政喜）次に、情報政策課の審査

に入ります。 

────────────── 

△議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（下園政喜）それでは、審査を一時中

止しておりました議案第３６号一般会計予算を議

題とします。 

 まず、企画政策部長に概要説明を求めます。 

○企画政策部長（末永隆光）情報政策課の平成

２９年度施策概要について御説明申し上げます。 

 平成２９年度は、地域情報化推進と情報推進基

盤の整備促進、情報セキュリティ対策の強化、マ

イナンバーを利用した情報連携の３点を中心に各

種の施策を展開したいと考えております。 

 概要書の４３ページをごらんください。 

 上段の総合防災センターネットワーク等整備事

業は、現在建設中の防災センターと本庁との間に

ＬＡＮを敷設し、災害対策本部会議等に供するテ

レビ会議システムを導入するものであります。 

 中段の光回線ブロードバンド整備事業は、入来

工業団地に電気通信事業者が設置する光回線の整

備費用を市が負担し、ブロードバンド環境を整備

するものでございます。 

 下段の社会保障・税番号制度整備事業は、本年

７月に予定されております地方公共団体のマイナ

ンバーを利用した情報連携システムを整備するも

のでございます。 

 以上であります。 

 この後、予算内容につきましては課長が説明い

たしますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）それでは、当局の補足説

明を求めます。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）情報政策課でご

ざいます。 

 初めに、歳出から説明いたします。 

 予算調書の１１０ページをお開きください。 

 まず、上段になります。 

 事項、地域情報化推進事業費は、地域情報化施

策の推進とこれまで整備しました公共施設、学校

や地区コミュニティセンターなどの光ファイバー

設備等の維持管理経費に係る経費９,７０４万円で

あります。 

 経費の主な内訳は、県自治体セキュリティクラ

ウド運営や光ケーブル保守点検業務委託など、国、

県、市町村ネットワーク等内部ネットワーク維持

管理経費のほか、県電子自治体運営委員会や職員

研修負担金のほか、部長が冒頭で説明しました入

来工業団地光ブロードバンド及び防災センターネ

ットワーク整備に係る経費などであります。 

 次に、同ページの下段になります。 

 事項、情報管理費は、行政情報システムの安定

運用に係る経費と、社会保障・税番号制度、いわ

ゆるマイナンバー制度に係る経費２億２,１５８万

５,０００円であります。 

 経費の主な内訳は、業務サポートＳＥ運用業務

委託など、基幹系システムの運用に係る委託料の

ほか、地方公共団体情報システム機構等負担金や

職員研修負担金のほか、部長が説明しました平成

２６年から年次的に整備しておりますマイナン

バー制度の整備事業費と情報セキュリティ対策に

係る経費などです。 

 なお、マイナンバー制度の整備事業につきまし

ては、最後に委員会資料で整備状況などを説明い

たします。 

 続きまして、歳入について説明いたします。 

 予算調書の２１ページをお開きください。 

 １行目、財産運用収入、１目財産貸付収入

７６万２,０００円は、移動通信用鉄塔施設伝送路

の貸付収入であります。 

 次の雑入、４目雑入７万３,０００円は、本庁と

水道局間の光ファイバー使用に係る受入金であり

ます。 

 次に、委員会資料でマイナンバー制度における

今までの取り組みと整備状況を説明しますので、
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資料の１２ページをお開きください。 

 まず、事業概要であります。この事業は複数の

公的機関において機関ごとに任意の番号を付して

管理している同一人の情報を関連ひもづけし、情

報提供ネットワークを介した情報連携を行う仕組

みを構築しようとするものであります。 

 ２、３はその整備スケジュールの状況と予定で

ありますが、表にありますとおり平成２９年７月

から情報連携開始の予定で、平成２６年から住民

記録、税、福祉等各システム改修など、３カ年か

けて構築してきており、現在は総合運用テストを

本市、鹿児島県、鹿児島市の３団体の間で実施し

てる現状であります。 

 ４には、情報連携システムのイメージ図を記載

してあります。 

 図の左、白塗りの自治体の枠内がここにありま

す市役所になります。右の黒塗りの部分が外部に

なります。黒塗りの右上の住基ネットとは、以前

から矢印のつながりで連携稼働しております。

７月からは右下の部分、市役所内の番号連携サー

バを開始、中間サーバーと連携し、各国、県、市

町村等で情報連携、照会ができるようになる予定

であります。 

 また、子育てワンストップ、いわゆる窓口に来

なくてもインターネットで１５の申請のできる仕

組みを現在、県電子自治体運営委員会の中で検討

中であります。 

 以上で説明を終わります。御審査のほどよろし

くお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

○委員（川畑善照）住基ネットのカードと、そ

れからマイナンバーのカード。これはどちらでも

今のところ将来的にも使えるんですかね、全国的

に。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）住基カードの管

理については市民課になるんですけど、住基カー

ドについては有効期限までは使えます。有効期限

が切れますと使えなくなるという形になるという

ふうに聞いております。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（井上勝博）入来のこのブロードバンド

の環境を整備するのに５００万円っていうことな

んですが、これは容量というのがあると思うんで

すが、例えば何回線ぐらいまでつなぐことが可能

というふうな見積もりなんでしょうか。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）入来の工業団地

内に誘致する企業は全てカバーできる規模という

ふうに考えております。ですから、サービス内容

としては、もう民間が通常提供する企業向けの

サービス等のサービスになります。 

○議員（井上勝博）こういうふうにブロードバ

ンドで光ファイバーを５００万円程度でできると

いうことであるならば、地域が光ファイバーを求

めているところって多いわけですよ。先ほどもあ

りましたように、テレワークシステム、テレワー

クというか仕事を持ってきてもインターネットが

なくてできないっていうような声なんかもあって、

市が独自にこのぐらいの予算でできるんであれば、

一定の地域をカバーするようなことっていうのは

今後検討はできないんでしょうか。 

○情報政策課長（瀬戸口良一）今現在情報通信

基盤の中でそのことは今年度検討しております。 

 やはり、まず本土になりますけど、本土が光を

全家庭配備すると１８億円から２５億円かかりま

す。それにプラス本土の地区コミュニティですね。

そこの中心部だけなると７億円で敷設できます。

それと、甑島になりますと４億円という試算が出

ております。 

 ですから、そのような中で市民アンケートもと

っております。５割の人がインターネットを使っ

ております。今後３割の人は使いたいということ

を言っております。その中で、ほとんどがアン

ケートの中の結果を見ますと、やっぱりスマート

フォンとかタブレットとかそういうもので、メー

ル、災害情報などを主に見てるという環境になっ

てます。 

 ですから、光を敷設しないじゃないですけど、

今後やはり無線を中心としたものの中で、やはり

先ほど言いました入来工業団地みたいに企業を、

必要とする企業をつくっていく必要があると考え

ております。 

 ですから、ことしも来年もこのことについては

検討していく予定でおります。 

 以上で説明終わります。 

○委員長（下園政喜）よろしいですか。ほかに
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ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで議案第３６号の審査を一時中止します。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（下園政喜）次に、所管事務調査を行

います。 

 まず今回、当局からの報告事項はないようです。 

 それでは、これより所管事務についての質疑に

入りまいります。御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 以上で情報政策課を終わります。御苦労さまで

した。 

────────────── 

△広報室の審査 

○委員長（下園政喜）次に、広報室の審査に入

ります。 

────────────── 

△議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市

一般会計補正予算 

○委員長（下園政喜）それでは、審査を一時中

止しておりました議案第３６号一般会計予算を議

題とします。 

 まず、企画政策部長に概要説明を求めます。 

○企画政策部長（末永隆光）それでは、広報室

の平成２９年度施策概要について御説明申し上げ

ます。 

 平成２９年度は、広報広聴活動のさらなる充実

を中心に各種の施策を展開したいと考えておりま

す。 

 概要書の４４ページをごらんください。 

 上段の広報事業は、広報薩摩川内及びお知らせ

版の発行、ＦＭさつませんだい等での広報活動に

要する経費でございます。 

 中段の広聴事業は、まちづくり懇話会や市政モ

ニター活動を行うことにより、市民意見や要望を

市政に反映させる事業でございます。 

 以上であります。 

 この後、予算内容につきましては室長が説明い

たしますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）それでは、当局の補足説

明を求めます。 

○広報室長（屋久弘文）広報室でございます。 

 歳出予算から説明をいたします。 

 広報室の予算は、予算調書の１１１ページをご

らんください。 

 まず、上段の事項、広聴活動費は、市政モニ

ター制度やまちづくり懇話会などの広聴活動に要

する経費４６万３,０００円です。 

 経費の主な内容は、市政モニターの出会謝金並

びに出会旅費であります。 

 なお、平成２９年度のまちづくり懇話会は、川

内地域の６中学校区と里・上甑地域、そして平成

２８年度に開催できなかった下甑・鹿島地域の合

計８会場での開催を予定しておりますが、これに

要する旅費１６万６,０００円も計上しております。 

 次に、下段の下の段の事項、広報管理費は、広

報薩摩川内及びお知らせ版の発行など、広報業務

全般にかかわる経費でございます。 

 内容として、広報委員会等旅費の６万

６,０００円は、市民目線の広報誌を目指すことを

目的として、公募によります６名の広報委員で年

３回開催します広報委員会に係る経費でございま

す。 

 次の広報薩摩川内と印刷製本費２,０６０万

４,０００円につきましては、月２回発行の広報薩

摩川内と同お知らせ版に要する経費が主なもので

す。 

 次に、広報紙等作成ＤＴＰ業務委託等の

１,０２４万５,０００円につきましては、広報紙

の更正デザイン等を行うＤＴＰ業務に係ります経

費のほか、駅ビル情報表示板のコンテンツ制作業

務委託などでございます。 

 このほか、ＤＴＰ用パソコンの賃借料や日本広

報協会への負担金でございます。 

 なお、補助金につきましては計上はございませ

ん。 

 次に、歳入予算の説明をいたします。 

 予算調書の２２ページになります。 

 広報室所管の歳入につきましては、２１款５項

４目の雑入で１７９万８,０００円の予算を計上し

てあります。 

 これは、主なものは広報紙等広告掲載収入の

１５１万６,０００円で、これは広報薩摩川内の各

月の１０日後に掲載をいたします広告の広場と市
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ホームページ上でのバナー広告に係る広告料の収

入でございます。 

 以上で広報室所管の歳入歳出予算についての説

明を終わります。よろしく御審査いただきますよ

うお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）当局の説明がありました

が、これより質疑に入ります。御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 次に委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（森満 晃）済みません、この広報薩摩

川内の製本に係る金額で、これ見ますと本市の特

産である竹パルプを原料とするということで、こ

れを竹パルプを使用することと普通の紙を使用す

るのとであれば、そのやっぱり差額というのがあ

るんですかね。 

○広報室長（屋久弘文）竹パルプ、１０％使用

の竹パルプの紙を利用しておりますが、当初は費

用のほうが竹パルプのほうが高かったんですが、

中越パルプさんに企業努力していただきまして通

常の紙と同額にしていただいたということで、竹

パルプを活用するようになったと聞いております。 

○委員長（下園政喜）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 ここで、議案第３６号の審査を一時中止します。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（下園政喜）次に、所管事務調査を行

います。 

 まず、当局に説明を求めます。 

○広報室長（屋久弘文）広報室からは、平成

２８年度の広聴活動について報告をさせていただ

きます。 

 企画経済委員会資料の１３ページをお開きくだ

さい。 

 初めに、まちづくり懇話会についてであります。 

 懇話会は２年間で市内を一巡いたしますが、本

年度は本土４支所地域と下甑・鹿島地域の５カ所

での開催を計画をしておりましたが、先ほども触

れましたが、下甑・鹿島地域は７月に設定してい

たんですけれども、天候不良のために開催できず、

その後も日程調整がつかなかったために、結果

４カ所での開催となりました。 

 参加者数は、各会場での多寡はありますが、

４会場合計で３８７名の参加をいただきました。 

 次に、市政モニターについてであります。 

 広く市民の声や地域の意見、提言を市政に反映

させるために、市政モニター制度を設けておりま

すが、本年度はごらんのとおり公募と地区コニュ

ニティ協議会からの合計６９人に委嘱をいたしま

した。 

 ２回のアンケート調査を実施しましたが、回答

率はいずれも９０％を超え、高い回答率となって

いるところでございます。 

 次に、資料の１４ページをお開きください。 

 最後に、パブリックコメントについてでありま

す。 

 本年度７件を予定し、全てが終了いたしており

ますが、それぞれに寄せられた意見数は資料記載

のとおりでございます。 

 パブリックコメントにつきましては、事前に広

報紙でお知らせをし、その後にホームページに掲

載、また支所などにも配置いたしておりますが、

案件に対する市民の関心の度合いによって、意見

数にも多寡があります。特に、本年度の案件につ

いては、結果としてほとんど意見は寄せられませ

んでした。 

 しかし、寄せられた意見につきましては、それ

ぞれ所管課でしっかりと検討した上で一部は計画

等に反映をされております。 

 以上で広報室の説明を終わります。よろしく御

審査くださるようお願い申し上げます。 

○委員長（下園政喜）ただいま当局の説明があ

りましたが、このことも含め、これより所管事務

についての質疑に入ります。御質疑願います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（井上勝博）市政モニターが非常に高い

回答率ということなんですが、そもそも対象がそ

んな多くはないんですね。どういう方々を対象に

したっていうことなんですか。 

○広報室長（屋久弘文）資料のほうにも記載し

てございますように、一応地区コミュニティ協議

会のほうから１名ずつ推薦を先にいただきます。

４８地区ございますので、そこが４８名。それ以

外には広報紙等で公募いたしますが、なかなか公

募も十数名とかいう人数は集まりませんで、公募

プラス、あとまた各支所に推薦できるような方を
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お願いしてそういう方々を含めて２１名を公募と

いう形で扱わせてもらって、合計で６９名に委嘱

しているところであります。 

○委員長（下園政喜）よろしいですか。ほかに

ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で広報室を終わります。御苦労さまでした。 

────────────── 

△新エネルギー対策課の審査 

○委員長（下園政喜）次に、新エネルギー対策

課の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第２３号 薩摩川内市の附属機関に

関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

○委員長（下園政喜）まず、議案第２３号薩摩

川内市の附属機関に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてを議題とします。 

 当局の補足説明を求めます。 

○新エネルギー対策課長（山口 誠）それで

は、議案第２３号薩摩川内市の附属機関に関する

条例の一部を改正する条例の制定についてでござ

いますが、資料は議会資料、企画政策部の５ペー

ジとなります。５ページをお開きください。 

 今回の条例改正は、薩摩川内市天辰地区スマー

トモデル街区整備計画審査委員会の設置に伴い、

薩摩川内市の附属機関に関する条例の一部を改正

する条例を制定するもので、審査委員会の設置の

目的としましては、天辰第一地区土地区画整理事

業地内の市有地をスマートタウン、本市では下記

の米印のように定義しておりますが、スマートタ

ウンとして利活用する要件を付して売却すること

によりまして、民間活力によるスマートタウンと

しての整備を図ることとしております。 

 売却に当たっては、公募により事業提案を受け

て事業者を選定することとしており、公募の段階

から提案内容の評価に至るまでの間において、専

門的知見が必要であること、また透明性、公平性

の観点から学識経験者を含めた事業者選定等のた

めの審査委員会を附属機関として設置しようとす

るものであります。 

 売却物件の位置につきましては次のページのと

おりでありまして、２２ブロック、天辰町で

３,３５７.４３平米の土地、雑種地と、５７ブロ

ック、同じく天辰町２万７,６８８.５７平米、雑

種地を一括して売却いたします。 

 委員会の構成としましては、学識経験者等８名

以内で、今後のスケジュール予定は資料記載のと

おりであります。 

 以上で議案第２３号薩摩川内市の附属機関に関

する条例の一部を改正する条例の制定についての

説明を終わらせていただきます。よろしく御審査

賜りますようお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（井上勝博）幾らで売るのかということ

と、それからよく民間がつくった宅地っていう、

この場合は恐らく家を建てて売るんだというふう

に理解してるんですが、道路なんかを市道になっ

てなかったために後で大変なことになってるとか

いうケースなんかも出るわけですが、そこら辺の

考え方を教えていただきたいと思います。 

○新エネルギー対策課長（山口 誠）今回の

事業につきましては、二つの区画を一括で提案を

いただいた方に、審査委員会を経て提案として優

秀な提案をしていただいた事業者に一括して売却

するものでありまして、あとおっしゃるとおり、

あとその分譲につきましては一括提案された方た

ちが分譲されると。 

 購入される土地というのにつきましては、内容

も含めて提案をしていただくという形で今後審査

をしていくということになります。 

○新エネルギー対策監（久保信治）若干補足

いたします。 

 まず、今更地でございますので、議員のおっし

ゃるとおり今そこに道路を入れたり、造成をした

り、かさ上げしたり、そういった空地をつくった

りというふうなことになりますので、最終的には

この今天辰地区の土地の売価に近い形、建てた形

に近い形で売り渡すという形になりますので、値

段がべらぼうに高いとか安いとかいう場合では売

りにくいということになりますので、今のところ

は売価というのは提案という形になっていきます

けども、道路については最終的には市道にしてい

ただくというような提案も含めて、全体の造成に
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幾らかかって市道に編入してどうなるかといった

ようなものを提案をしていただくという考え方で

おりますので、今のところ最終売価が幾らかとい

うのは提案によるっていう形になりまして、まだ

わからないというような状況でございます。 

○議員（井上勝博）そうすると、今のコンベン

ションみたいに町の構想を事業者が提案して、土

地の価格はこのぐらいにしてくれっていうふうに

事業者のほうからこの土地の価格を提案してくる

と、そういうことですかね。 

○新エネルギー対策監（久保信治）今現状の

鑑定額というのがございます。これを単純に普通

に売った場合の価格というのがございますので、

その価格については公表しつつ、その価格をもっ

てどういうふうに造成して町をつくっていった、

街区をつくっていったらば、こういうふうな提案

になりますというふうな形で御提案があるという

ふうに考えております。 

 最終的には、今私どものが提案してる価格より

高く買っていただくというのが一番いいわけです

けども、それよりも安くしないとできないという

場合も考えられますので、そういったどういった

提案が出てくるかというのは、また審査をしなが

ら検討していくということになります。 

 以上です。 

○委員長（下園政喜）よろしいですか。ほかに

ありませんか。 

○議員（持原秀行）あそこは５７ブロックです

かね。２万７,０００平米ぐらいあるところ。あそ

こはある程度高低差が非常にありまして、これ以

上やはり造成とか、今基本的には区画整理したと

ころは盛り土をするなという形の中で皆さん建物

建てていらっしゃるんですね。 

 そういう意味の中で、やっぱりそういうところ

までやらないと、ある程度道路高から相当高いと

ころもありますので、やっぱりそういうところで

余りにもかさ上げされて周囲とのバランスがとれ

ないようなやり方をしてもらえば非常に困ります

ので、そういうところにもしっかりと目配りしな

がら売却に当たってはやっていただきたいなと思

いますし、もう一つだけ、もう前々から言ってる

んですが、この２万７,０００平米のところは、従

来どおり合併浄化槽で推進されるんですか。 

○新エネルギー対策課長（山口 誠）今まで

答えてますようにというか、今回やっぱり先ほど

説明しましたように、提案公募の形で考えており

ますので、提案のあったところで審査委員会にか

けて審査をするという形で進めていくということ

になっております。 

○新エネルギー対策監（久保信治）盛り土の

高さにつきましては、おっしゃるとおりかなり大

きな道路に面してかなり盛り土がされておりまし

て、後ろ側の従来のほうの高さに合わせた形で平

地が今つくってありますので、基本的にこれ以上

もう盛り土をするというのは、向こう側にとって

も、造成する側にとってもコストにはね上がって

いきますので、そういった高さ制限みたいな形も

含めた提案も審査の内容に盛り込んでいきたいと

いうふうに検討してまいります。 

 それから、御指摘の合併浄化槽にするか、もし

くはここをコミュニティプラントといったような

提案もあると思いますので、そこにまた次世代エ

ネルギーの最先端の技術等を入れていただく等を

考えながら、何かそこを採点の材料にしながらい

きたいと。 

 さらには、下水道課とも協議は進めておりまし

て、例えば下水道課と一緒に延伸とかそういった

ほうの検討もできないだろうかということも含め

て今協議はしてるところでございます。 

 以上です。 

○議員（持原秀行）その大きなところはそれで

よしとしても、この２２ブロックの３３アールの

ところ。ここのところは、恐らくコミプラとかこ

れもできないんですよね。 

 ですので、近辺にずっと前、後ろ、全部もう宅

地が張りついておりますので、やはりそういうと

ころからあんまり奇抜な形の中でやってもらえば、

非常に地域としてもバランスが崩れてくるという

こともありますので、ぜひそういうところも頭の

中に入れながらやっぱり進めていただきたいなと

思いますし、モデルとなるようなところが広がっ

ていくように、また努力してください。 

○委員長（下園政喜）よろしいですか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 これより討論、採決を行います。討論ありませ

んか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 
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 本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）御異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと

決定しました。 

────────────── 

△議案第３６号 平成２９年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（下園政喜）次に、審査を一時中止し

ておりました議案第３６号一般会計予算を議題と

します。 

 まず、新エネルギー対策監に概要説明を求めま

す。 

○新エネルギー対策監（久保信治）それでは、

新エネルギー対策課の平成２９年度当初予算につ

きましては、本年度に引き続き次世代エネルギー

ビジョン行動計画を確実に実施する年度、そうい

った年度に入っておりますので、ビジョンに基づ

く具体的事業を着実に推進するために予算を上程

したところでございます。 

 それでは、予算の概要の３６ページをお開きく

ださい。 

 新エネルギー対策課分は３６ページの２段目か

ら３８ページの２段目までの７事業を掲載してお

ります。うち新規事業は１事業でございます。 

 まず、３６ページの次世代エネルギーＰＲ事業

は、次世代エネルギーを活用したまちづくりを図

るために、市民の理解促進や意識開発を図ること

が重要ですので、次世代エネルギーフェア、ＦＭ

さつませんだいを活用した普及、出前授業で活用

しておりますブックレット等を印刷するなど、行

政と市民のパートナーシップを構築し、推進する

ことを目的として予算計上しております。 

 次に、下段の地球に優しい環境整備事業では、

次世代エネルギー設備等を導入する市民に対して

の導入経費の一部を補助することにより、普及を

目指すものでございます。 

 非常時には、太陽光や蓄電池を活用することで

御家庭の御近所の方の電源を確保することも可能

でありますことから、自助、共助、公助のうち自

助、共助の部分を補うものとして活用できること

も有効であるということで、昨年度と同じように

引き続き計上しております。 

 次に、めくっていただきまして、３７ページの

上段の甑島蓄電池導入実証事業でございます。 

 再生可能エネルギーによる発電設備の接続拡大

を目指しておりまして、蓄電池システム及び太陽

光発電を設置して接続環境を整備するモデルを実

証するもので、これまでの実証分析結果をもとに

事業モデルを確立を目指しております。 

 昨年３月には、無事に実系統に蓄電池を独立し

てつなげることに成功いたしました。これは世界

初の実証の試みということとなっておりまして、

この実証は業界の国内外からも注目されておりま

して、業界、行政、大学などの視察も多く、特に

産業観光としてシティセールス課とも協力してお

ります。 

 最終的には、このモデルを甑モデルとしてパテ

ント化して何とか事業としてお金を生み出すこと

ができないかというふうなことを検討してまいり

たいというモデルであります。 

 続きまして、新規事業の中段のスマートタウン

構想推進事業では、天辰第一地区土地区画整理事

業地内の市有地をスマートタウンと利活用するこ

とを付して売却するということでございます。先

ほどの説明のとおりでございまして、用地に係る

審査会と管理費を計上したものでございます。 

 それから、下段のＬＥＤ街路灯導入事業は、

１２０基設置しましたメード・イン・薩摩川内の

ＬＥＤ等のリース代です。 

 それと、昨年度実施しました既存の市が所有し

ている街路灯２,２７２灯を調査しまして、その現

地調査の結果に基づきまして交換した９４９灯、

これをＬＥＤ化しました。そのＬＥＤ化しました

街路灯のリース料を計上したものでございます。 

 次に、３８ページ上段の竹バイオマス産業都市

構想推進事業は、本市及び本県の地域資源でもあ

ります竹に着目しまして、既存の収集処理システ

ムを構築し、エネルギーの利用などの地域システ

ムを目指すとともに、例えばセルロースナノファ

イバーなど、新しい産業材、それから生活資材の

展開などの可能性を探る推進として予算を計上す

るものでございます。 

 最後は、中段の次世代エネルギー推進事業補助

事業で、事業者の初期段階の投資を軽減するため、

発電事業を実施することによって増加しました土

地等の固定資産税相当分を計算式としまして、

３年間１００万円を上限に交付する事業でござい

ます。 
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 これで予算の概要について説明を終わります。

よろしくお願いいたします。 

○委員長（下園政喜）それでは、当局の補足説

明を求めます。 

○新エネルギー対策課長（山口 誠）それで

は、議案第３６号平成２９年度薩摩川内市一般会

予算の新エネルギー対策課分について説明いたし

ます。 

 まず、歳出予算については、予算調書の

１０２ページになります。１０２ページをお開き

ください。 

 ２款１項６目、事項、次世代エネルギー推進費

の２億６,４９２万８,０００円は、次世代エネル

ギーの推進に係る経費であり、経費の主な内容は

右の欄のようになります。 

 行政事務嘱託員１名は、次世代エネルギーのＰ

Ｒ業務に係る雇用のほか、先ほど説明いたしまし

た天辰地区スマートモデル街区整備計画委員の報

酬であります。 

 委託料については、竹バイオマス産業都市構想

推進事業支援業務委託等であります。 

 工事請負費については、甑島蓄電池実証設備周

辺整備工事などであります。 

 また、負担金は、鹿児島県小水力利用推進協議

会負担金及び甑島蓄電池導入共同実証負担金を、

補助金については、地球に優しい環境整備事業補

助金と次世代エネルギー事業推進補助金を、積立

金については、次世代エネルギー推進基金利子積

立金を計上しております。 

 次に、歳入予算についてでございます。 

 予算調書の１８ページをお開きください。

１８ページでございます。 

 １７款１項２目財産運用収入の利子及び配当金

５万６,０００円は、次世代エネルギー推進基金の

利子収入であり、２行目、１９款１項６５目基金

繰入金４,０００万円は、次世代エネルギー推進基

金の繰入金であり、３行目のからの２１款５項

４目雑入の３,６９２万円は、総合運動公園、ス

マートハウス、甑島蓄電池導入事業の太陽光発電

売電収入と小鷹水力発電所余剰売電収入及び充電

インフラ普及プロジェクト設置権利金と貸付車両

の保険料負担金であります。 

 以上で、議案第３６号平成２９年度薩摩川内市

一般会計予算について説明を終わらせていただき

ます。よろしく御審査賜りますようお願いいたし

ます。 

○委員長（下園政喜）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑はないと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はありませんか。 

○議員（井上勝博）蓄電池導入共同実証事業に

ついてですが、電気自動車に使われていた中古の

バッテリーなどを集めて太陽光で発電したものを

そこに蓄電して、それを家庭用の発電所にしたり

という実証試験っていうふうな理解をしてるんで

すが、世界初とおっしゃったんですけど、そんな

に何かすごい技術なんですか。ちょっとその辺が

よくわからないです。 

○新エネルギー対策監（久保信治）今おっし

ゃったように、太陽光発電で発電したものを一回

蓄電池にためて系統につなぐといったものはしょ

っちゅうやられているような事業でございますけ

ども、そこはまず普通に成功いたしました。 

 これが蓄電池がいわば電気自動車で使い終わっ

た電池という珍しいということもありまして、こ

れは世界でも何例かあるということです。太陽光

から蓄電池、系統と。 

 これをそれぞれ太陽光から系統、それから蓄電

池も系統とそれぞれ離して今つないでおります。

こういった事例、蓄電池が単独で系統につながっ

ているという例は世界で初めてというふうに伺っ

ておりまして、それもリユースの蓄電池というこ

とで、さらにおもしろい実証実験だということで

着目されてますという御説明でございました。済

みません。 

○議員（井上勝博）このパテント化っていうこ

となんですが、ちょっとその辺を将来的には雇用

につなぐというお話をされていらっしゃるんです

が、どういうふうにして雇用につながるのか説明

していただきたいんですが。 

○新エネルギー対策監（久保信治）まず、蓄

電池実証ということなんですけども、普通は電気

自動車というのは使い終わりましたらば廃棄処分

っていう形で、溶かしてまた使い直すという考え

方なんですけども、車では走れないけどもまだま

だ家庭用では使えるぐらいの電池だということで、

実際はかってみましたら７割から６割ぐらいのま

だ力があるというのがわかってまいりました。 
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 そういったものを定置型に置くということで、

非常に丈夫で寒冷、それから暑いのにも強いとい

うのがＥＶ車の電池のものでありますので、その

まま例えば家庭用に持っていったり、避難所に持

っていったりというようなことで使えることもで

きますし、再生可能エネルギーをたくさん入れる

ためにはどうしても蓄電池が必要でありますので、

今は１対１で蓄電池が必要なんです。 

 例えば、１メガワットに対しては１メガワット

アワーの蓄電池を一緒につけなさいということで

ございますけども、蓄電池所というものをもし独

立してつけることが可能であれば、これは一つの

業態のモデルとしてなり得るということになりま

すので、これが太陽光発電であったりほかの再エ

ネからお金をいただくような、雇用を生むような

蓄電池所というふうなものが生まれる可能性があ

るということで、これを甑モデルとか薩摩川内モ

デルとかいう名前にして、例えばこれを海外に持

っていったりほかの地区でやったときにも、例え

ば０.０１キロワット当たり薩摩川内市にも幾らか

入るような仕組みができないでしょうかというよ

うな検討をしてるとこでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（下園政喜）よろしいですか。 

○議員（持原秀行）ＬＥＤの街路灯導入事業の

中で、３,６１０万円ということでリース料とか入

ってるんですが、この１基当たり幾らぐらいかと

いうのと、もう一つわかったら教えてください。

何年ぐらいリースするのか。 

○新エネルギー対策課長（山口 誠）まず、

スマコミライト、独立電源型ＬＥＤ灯の関係です

けど、１２０基を３,０００万円の５年間でリース

契約しております。 

 あと、もう一点ありますＬＥＤ照明にかえまし

た既存の街路灯の関係ですが、これは年額で、済

みません、詳細な数字はありませんが、予算上で

は６１０万円ということで予算計上させてもらっ

ておりまして、先ほどありましたように９４９灯

を交換してリースをしておりまして、交換の費用

とランニング、１０年間のランニング含めての総

額で１年間に６１０万円払っていくという契約に

なっております。 

○議員（持原秀行）やっぱりリース料って高い

ですね。１基自体、スマコミライト自体がそんな

にしたような記憶がないんですが、これだけリー

スにしたほうが安くつくんですかね。 

 もう実際これだけ毎年ですよ、これだけ払うの

であれば、きちっと借り上げをしてきちっとした

ほうが安くつくような気がするんですけれども、

そこらあたりの考え方を教えてください。 

○新エネルギー対策監（久保信治）今、ＬＥ

Ｄ街路灯に二つあるという説明いたしました。 

 一つのほうのスマコミライトが３,０００万円も

毎年５年間払うのは高いんじゃないかということ

でございますけども、最初ＬＥＤの街路灯をつく

ろうというときに、まず普通なら補助金を出した

りとか、そういった形で開発、研究、そういった

ものをつくるときに補助を出すというやり方では

なくて、まとめて１２０基つくっていただいて、

それを我々は設置するので分割して支払いますと

いうことで、このときには大体１基が１５０万円

ぐらいで開発できたという考え方ですけども、今

は１基当たり８０万円ぐらい、約半分に下がって

きております。 

 ですから、最初１２０基導入したときにおいて

は高かったんですけども、それが呼び水になりま

して、だんだん下がっておりまして、最初の呼び

水の開発費用、研究費用も入った額でありますの

で高いと。 

 これが今３年目でございますので、あと２年で

終わりますので、その後はだんだん値段は下がっ

ていくものというふうに考えておるところでござ

います。 

○委員長（下園政喜）よろしいですか。ほかに

ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で議案第３６号平成２９年度薩摩川内市一

般会計予算のうち本委員会付託分について、質疑

は全て終了しましたので、これより討論、採決を

行います。 

 討論ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）討論はないと認めます。 

 これより採決を行います。 

 本案を原案のとおり可決すべきもとの認めるこ

とに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）異議なしと認めます。 

 よって、本案は原案のとおり可決すべきものと
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決定しました。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（下園政喜）次に、所管事務調査を行

います。 

 まず、今回当局からの報告事項はないようです

が、それではこれより所管事務について質疑に入

ります。御質疑願います。 

○委員（落口久光）今後の新エネルギー対策課

としての進むべき方向性について、ちょっと御意

見いただけたら。 

○新エネルギー対策監（久保信治）新エネル

ギー対策課ができましてから６年目に突入してお

りまして、ただいま御質問の方向性というのは、

５年たった、要は短期が過ぎて中期に移ろうとし

とるときに、どういった考えで方針であるかとい

う御質問でございます。 

 私どもは、来年度からは御説明あったとおり企

画部から商工観光部のほうに移りまして、さらに

雇用創出できるような分野に軸足を移していこう

という考え方でございます。 

 今までは課題解決しながらエネルギーを活用し

てまちづくり、さらには雇用拡大というところに

今度は軸足が触れていくというんですかね。ステ

ップアップしていくというふうな考え方で方針は

持っておるところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（下園政喜）よろしいですか。ほかに

ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員の質疑はございませんか。 

○議員（松澤力）済みません、１点だけお伺い

させてください。 

 先ほど持原議員からもあったんですけど、ＬＥ

Ｄの街路灯の件で、街路灯の件は進んでいくと思

うんですけども、ちょっと御要望いただいてる中

で小学校とか学校のナイター設備とか、そういう

照明もＬＥＤにかえていってほしいという要望は

いただいているんですけれども、そのあたりの今

後の検討があればと思ってちょっとお伺いしたい

と思います。 

○新エネルギー対策監（久保信治）今、水銀

灯っていうのがだんだんもう近々使えなくなって

まいりますので、新たな補助事業等も検討しなが

ら、所管は教育委員会であったり、それから道路

維持課だったりするんですけども、なるべく今回

調査した部分でかえられる部分についてはＬＥＤ

灯にはかえてまいりましたけれども、まだまだ残

っている部分がございますので、その水銀灯が廃

止される分については、今後国の動向を見ながら

有利な補助金を活用しながら検討していきたいと

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

○委員長（下園政喜）よろしいですか。ほかに

ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で新エネルギー対策課を終わります。御苦

労さまでございました。 

────────────── 

△委員会報告書の取り扱い 

○委員長（下園政喜）以上で日程の全てを終わ

りましたが、委員会報告書の取りまとめについて

は委員長に一任していただくことで御異議ありま

せんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）異議なしと認め、そのよ

うに取り扱います。 

────────────── 

△閉会中の委員派遣の取り扱い 

○委員長（下園政喜）次に、閉会中の委員派遣

についてお諮りいたします。 

 現在のところ、閉会中の現地視察等は予定して

おりませんが、今後必要となった場合は委員派遣

の取り扱いを委員長に一任していただくというこ

とでよろしいですか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（下園政喜）御異議なしと認めます。

よって、そのように決定いたしました。 

 以上で企画経済委員会を閉会いたします。 

 大変御苦労さまでございました。ありがとうご

ざいました。 
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